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基本構想は、まちづくりの基本理念、本市が目指す将来の姿

（都市像）を掲げた上で、これらを実現するための基本目標

を示したものであり、市民、事業者、行政等が一体となって

まちづくりを進めるための基本的な指針となるものです。

基本計画は、基本構想に基づき、施策のねらい、成果指標等

を示すもので、各施策の推進方法等の基本的な事項を示す

ものです。

実施計画は、基本構想及び基本計画に基づき、市が実施する

すべての事務事業を計画的に推進するため、各事務事業の

推進方法等の基本的事項を示すものです。

基本構想

（政策）

基本構想

（政策）

基本計画

（施策）

基本計画

（施策）

実施計画

（事務事業）

実施計画

（事務事業）

　鎌ケ谷市総合基本計画は、まちづくりの基本理念 「みんなでつくるふるさと　鎌ケ谷」 に基づき、市民、

事業者、市が一体となって目指す将来の姿（都市像）「人と緑と産業が調和し　未来へひろがる　鎌ケ谷」

を実現するための指針となる計画であり、本市の総合的かつ計画的な市政の運営を図るための計画です。

　総合基本計画は、「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」の３層構造で構成します。

　「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」のそれぞれの内容は次のとおりです。

総合基本計画について 

１　総合基本計画とは

２　総合基本計画の構成

図表１　総合基本計画の構成

※実施計画は、計画期間を６年間とし、３年ごとに補正版として見直しを行います。

図表２　総合基本計画の計画期間
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基本構想（12年間）

前期基本計画（６年間）

第１次実施計画（６年間） 第２次実施計画（６年間）

第１次実施計画

《補正版》（３年間）

第２次実施計画

《補正版》（３年間）

後期基本計画（６年間）
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◆まちづくりの基本理念 

『みんなでつくるふるさと 

鎌ケ谷』 

◆市が目指す将来の姿

（都市像） 

『人と緑と産業が調和し 

未来へひろがる 鎌ケ谷』

基本構想

◆基本目標 

①誰もが健康でいきいき

と暮らせるまち（保健・

福祉） 

②子どもの生きる力をは

ぐくむまち（子育て・教

育） 

③自然と調和した 災害

に強いまち（安全・環境）

④にぎわいと活力に満ち

た緑あふれるまち（都市

基盤・産業） 

⑤豊かな心と生きがいを

実感できるまち（生涯

学習・文化・スポーツ）

基本計画

● 人口推計 

● 財政見通し 

● 土地利用 

● 重点プロジェクトの選定 

政策１ 保健・福祉 施策 
事務 

事業 

前提条件 

政策２  子育て 
事務 

事業 
施策 

政策３  教育
事務 

事業 
施策 

政策４ 安全 
事務 

事業 
施策 

政策５ 環境 
事務 

事業 
施策 

政策６ 都市基盤 
事務 

事業 
施策 

政策７ 産業 
事務 

事業 
施策 

政策８ 生涯学習・文化・スポーツ 
事務 

事業 
施策 

政策９
事務 

事業 
市民協働・男女共同参画・多文化共生 施策 

政策 10 持続可能な行財政運営 
事務 

事業 
施策 

基本構想 基本計画 実施計画実施計画

図表３　総合基本計画全体イメージ 
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第１章　総合基本計画等の策定経緯

本市は、市制施行の前年となる昭和45年３月に、「市制施行の実現」と「農村都市から住宅都市への転

換」を目指すとともに、都市計画事業等を推進するため、「鎌ケ谷町総合開発計画」を策定し、翌年９月に、

市制施行を迎えました。

その後、急激な人口増加や都市環境、社会情勢の変化に対応するとともに、本市の目指す姿の実現

のため、昭和52年には「自然と調和した住みよい街づくり」を目標とする「鎌ケ谷市総合基本計画」、昭

和61年には「緑とふれあいのあるふるさと　鎌ケ谷」を都市像とする「鎌ケ谷市新総合基本計画」、平成

13年には「鎌ケ谷市総合基本計画　－かまがや　レインボープラン21－」を策定し、今日まで、市民、

事業者、行政との協働（※）により、まちづくりに取り組んできました。

この間、東武野田線（東武アーバンパークライン）（以下「東武野田線」という。）及び新京成線の高架

化、全公共施設の耐震化、きらり鎌ケ谷市民会館の整備、学校給食センター、消防本部庁舎及びくぬ

ぎ山消防署の建替え、陸上競技場のリニューアルをはじめとした事業を実施し、暮らしやすい生活環境

の整備に努めて来たほか、市内全小中学校のエアコン整備、待機児童ゼロのための保育所整備、子ど

も医療費の助成拡大、教育環境の整備など、子育て支援及び教育施策の充実を図っています。

特に、新鎌ケ谷駅周辺地区は、平成16年のまちびらきを契機に、大型商業施設、総合病院をはじ

めとした医療施設、保育園などが整備され、さらに平成22年に成田スカイアクセス線が開通し、本市

の新たな顔となる広域交流拠点として整備されています。

これらの取組みにより、本市の人口は、平成30年に11万人に到達するなど、市制施行から約半世

紀の間に大きな発展を遂げてきました。

しかし、今後は、急速な少子高齢化の進展という厳しい課題に対応するとともに、令和２年１月に国

内で初めて感染者が報告された新型コロナウイルス感染症という新たな脅威による経済状況の悪化や

市民生活の不安などにも対応していかなければなりません。

また、本市の財政状況は、国の三位一体の改革などを要因に、平成19年度決算では危機的状況に

陥るなど悪化したため、徹底した行財政改革を推進してきましたが、今後も少子高齢化のさらなる進展

や国の経済動向などによる財政状況の悪化は想定しなければなりません。

このことから、令和３年度から始まる「鎌ケ谷市総合基本計画」では、「みんなでつくるふるさと　鎌ケ

谷」を基本理念として、本市が目指す将来の姿（都市像）「人と緑と産業が調和し　未来へひろがる　鎌

ケ谷」を実現するため、まちづくりの主体となる市民、事業者、行政が目標を共有し、お互いに連携、

協力しながら、市が目指す将来の姿とそれぞれの施策を掲げています。

※ 計画内で用語解説が必要な文言については、文言の後ろに（※）を付記し、その解説を111頁から

117頁までの「用語解説」に列記しています。

第１編　　序論
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昭和52年６月　鎌ケ谷市総合基本計画　基本構想（昭和52年度～昭和60年度の９年間）

昭和53年９月　鎌ケ谷市総合基本計画　基本計画（昭和53年度～昭和60年度の８年間）

昭和45年３月　鎌ケ谷町総合開発計画（昭和45年度～昭和54年度の10年間）

昭和46年９月　市制施行（人口44,760人、県内24番目）

昭和60年３月　鎌ケ谷市新総合基本計画　基本構想（昭和61年度～平成12年度の15年間）

鎌ケ谷市新総合基本計画　第１次基本計画（昭和61年度～平成 ２年度の５年間）

鎌ケ谷市新総合基本計画　第２次基本計画（平成 ３年度～平成 ７年度の５年間）

鎌ケ谷市新総合基本計画　第３次基本計画（平成 ８年度～平成12年度の５年間）

昭和60年11月

令和元年12月　鎌ケ谷市総合基本計画　基　本　構　想（令和３年度～令和14年度の12年間）

令和３年 ２月　鎌ケ谷市総合基本計画　前期基本計画（令和３年度～令和 ８年度の ６年間）

令和３年 ４月　鎌ケ谷市総合基本計画（基本構想・基本計画・実施計画）に基づく、市民、

　　　　　　　 事業者、行政が一体となったまちづくりのスタート

平成12年９月　鎌ケ谷市総合基本計画　基　本　構　想（平成13年度～令和 ２年度の20年間）

平成12年12月　鎌ケ谷市総合基本計画　前期基本計画（平成13年度～平成22年度の10年間）

平成22年２月　鎌ケ谷市総合基本計画　後期基本計画（平成23年度～令和 ２年度の10年間）
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一般国道464号北千葉道路は、市川市と成田市を東西に結ぶ約43kmの幹線道路で、全線が
開通することにより、首都圏北部、東京外かく環状道路（外環道）、成田国際空港を最短で直結し、
地域の活性化、広域道路ネットワークの強化、物流の効率化、救急医療、防災機能の強化に寄与
することが期待されています。

なお、未整備区間である本市から市川市までの約９kmは、有料の自動車専用道路（専用部）と
一般国道（一般部）が併設され、市内には東京方面と成田方面への一般国道から自動車専用道路
へのインターチェンジがそれぞれ１か所設置される予定です。

図表４　鎌ケ谷市の位置

図表５　北千葉道路の概要（令和3年1月）

東武野田線

第２章　鎌ケ谷市の概要 

第１節　地理的状況  

本市は、千葉県の北西部、東京都心から25km圏内に位置し、市の面積は21.08km2となります。
市内には東武野田線、新京成線、北総線、成田スカイアクセス線の私鉄4路線が乗り入れ、都心（日
本橋、浅草等）へ直通で約30分、船橋、松戸、柏等の沿線都市へも20分以内という恵まれた立
地条件にあります。
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第２節　地形                                                                                      

本市は、北総台地の最高地に位置し、海抜20 ～ 30mの平坦な台地が多くを占めていることか
ら、地盤が強いという特徴をもっています。また、北は手賀沼を経て利根川へ、東は印旛沼を経
て東京湾等へ、南と西は船橋市や市川市を経て東京湾へ注ぐ河川の水源地でもあり、これらと支
流による谷津田等の台地を刻む地形となっています。

第３節　地域資源                                                                                 

（１）農業

市内の土地利用は、おおよそ半分は畑、山林等で占められ、野菜、果樹等の都市農業が盛んで、
特に、梨の栽培は、栽培技術の向上、経営の近代化等により県内屈指の生産地となっており、観
光農園で梨狩りを楽しむ家族連れの姿がよく見られます。

（２）ファイターズ鎌ケ谷スタジアム

プロ野球球団である北海道日本ハムファイターズのファーム球場として、毎年臨場感あふれる
試合と楽しいイベントが多数開催されるとともに、選手と触れ合える機会も多く、市外からも多く
の人が訪れています。

図表6　鎌ケ谷市の地形

手賀沼流域（金山落） 
印旛沼流域 

海老川流域 真間川流域 手賀沼流域（大津川） 
8



第４節　人口の推移                                                                             

住民基本台帳によると本市の人口は平成22年の107,820人から、概ね増加傾向にあり、令和
元年には110,091人となっています。

世帯数も平成22年の44,217世帯から、一貫して増加傾向にあり、令和元年時点では49,875
世帯となっています。一方、１世帯あたりの世帯人員は平成22年の2.4人から減少傾向にあり、令
和元年時点では2.2人となっています。

図表７　総人口、世帯数、１世帯あたりの人員

出典：「住民基本台帳」（各年10月１日現在）

107,820 108,595 109,921 109,479 109,739 109,483 109,514 109,804 109,962 110,091

44,217 45,058 45,904 46,133 46,729 47,161 47,734 48,472 49,168 49,875

2.4 2.4 2.4 2.4 2.3 2.3 2.3 2.3 2.2 2.2
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0

20,000
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人口 世帯数 世帯人員

世
帯
人
員
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人
）
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新鎌ケ谷駅周辺（平成15年度） 新鎌ケ谷駅周辺（平成29年度）
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本市の年齢３区分人口をみると、15歳未満の年少人口は平成24年の14,555人をピークに減少
に転じています。構成比は平成22年の13.4％以降減少しています。令和元年時点では13,099人

（11.9％）と実数、構成比ともに最も低くなっています。
また、15 ～ 64歳の生産年齢人口は、実数、構成比ともに平成22年の70,331人（65.2％）か

ら概ね減少傾向であり、令和元年時点では66,041人（60.0％）となっています。
65歳以上の老年人口は実数、構成比ともに大幅に増加しており、平成22年の23,052人

（21.4％）に対して、令和元年は30,951人（28.1％）となっています。

出典：「住民基本台帳」（各年10月１日現在）

図表８　年齢３区分人口（実数、構成比）

14,437 14,498 14,555 14,348 14,257 13,994 13,773 13,562 13,320 13,099

70,331 70,344 70,216 68,631 67,829 66,868 66,349 66,105 66,084 66,041

23,052 23,753 25,150 26,500 27,653 28,621 29,392 30,137 30,558 30,951

107,820 108,595 109,921 109,479 109,739 109,483 109,514 109,804 109,962 110,091
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＜実数>

令和元年平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

13.4 13.4 13.2 13.1 13.0 12.8 12.6 12.4 12.1 11.9
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第５節　産業                                                                             

本市の事業所数の構成比を産業大分類別にみると、「卸売業、小売業」が20.3％で最も高く、次
いで「建設業」が14.4％、「宿泊業、飲食サービス業」が10.9％となっています。

また、従業者数の構成比では、「卸売業、小売業」が19.9％で事業所数と同様に最も高く、次いで
「医療、福祉」が19.5％、「製造業」が10.3％となっています。

図表９　産業大分類別の事業所数及び従業者数の構成（上位10業種）

<事業所数>

<従業者数>

出典：総務省｢経済センサス－基礎調査｣（平成26（2014）年７月１日現在）

卸売業、小売業
19.9％

医療、福祉
19.5％

製造業
10.3％宿泊業、飲食サービス業

9.3％

建設業
8.9％

教育、学習支援業
5.8％

サービス業
（他に分類されないもの）

5.5％

運輸業、郵便業
5.4％

生活関連サービス業、
娯楽業
5.2％

その他
10.1％

Ｈ26.7.1現在
28,554人

卸売業、小売業
20.3％

建設業
14.4％

生活関連サービス業、
娯楽業
10.2％

医療、福祉
9.4％

製造業
9.0％

不動産業、
物品賃貸業
8.2％

教育、学習支援業
5.1％

サービス業
（他に分類されないもの）

4.6％

その他
8.0％

Ｈ26.7.1現在
3,142事業所

宿泊業、
飲食サービス業
10.9％

注）  割合（％）は小数点第二位を四捨五入しているため、割合（％）の合計値が100.0％にならない場合があります。「その
他」を含め上位10業種に分類。　
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第６節　まちづくりにおける市民の意識                                           

平成30年度に実施した市民意識調査結果から読み取れる市民の意識は、次のとおりです。

（１）鎌ケ谷市のイメージについて

本市のイメージを表すとしたら、どのような表現がふさわしいかという設問に対しては、「歴史・
伝統のある街」が26.0％、「開放的な街」が21.9％、「賑わいのある街」18.8％と続いています。

図表10　鎌ケ谷市のイメージ

まったくそう思わない

2.2

1.7

1.2

1.0

0.4

0.5

23.8

20.2

17.6

14.7

8.8

4.4

32.7

36.2

29.6

35.5

32.1

26.5

29.5

26.7

36.6

32.8

37.8

40.8

7.2

10.2

9.7

10.8

15.4

22.6

4.7

4.9

5.3

5.2

5.4

5.2

歴史･伝統のある街

N＝1,729

開放的な街

賑わいのある街

多様な街

成熟した街

洗練された街

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

かなりそう思う ややそう思う どちらともいえない

無回答あまりそう思わない

%

（２）将来の地域の姿について

現在、住んでいる地域を、将来に向けてどのような地域にしていくべきかという設問に対しては、
「小規模な商店街や公園などが適度に配置された、落ち着きのある住宅地区」が45.9％と最も高
く、次いで「魅力のある大型店や活気あふれる商店街のある商業地区」の22.0％、「文化施設が多く、
生涯学習活動が盛んな文教地区」の9.3％と続いています。

図表11　将来の地域の姿

健康的でふれあい
豊かなスポーツ・

レクリエーション地区
8.2%

その他
2.6%

無回答
2.3%

文化施設が多く、
生涯学習活動が
盛んな文教地区

9.3%

豊かな自然と
農業が調和した
田園地区
8.0%

工業や商業の
活発な産業地区

1.6%

魅力のある大型店や
活気あふれる商店街
のある商業地区
22.0%

小規模な商店街や
公園などが適度に
配置された､落ち着き
のある住宅地区
45.9%

N＝1,729
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（３）住みやすさについて

本市を住みよいと感じるかという設問に対しては、「まあ住みよい」が40.5％で最も高く、次いで
「普通」の28.5％、「住みよい」の15.8％と続いています。

「住みよい（住みよい＋まあ住みよい）」は56.3％と半数を超えている一方、「住みにくい（やや住み
にくい＋住みにくい）」は12.6％となっています。

図表12　住みやすさ

住みよい

15.8%

まあ住みよい

40.5%

普通

28.5%

やや住み

にくい

8.3%

住みにくい

4.3% 無回答

2.5%

N＝1,729

（４）定住意識について

これからも本市に住み続けたいかという設問に対しては、「当分の間、住みたい」が41.5％で最も
高く、次いで「永住したい」の30.0％、「わからない」の13.5％と続いています。
「住み続けたい（永住したい＋当分の間、住みたい）」は71.5％と７割強が住み続けたいと考えて

います。一方、「できれば移転したい」、「移転する」の合計は12.3％となっています。

図表13　定住意識

 
N＝1,729

永住したい
30.0%

当分の間､住みたい
41.5%

できれば
移転したい
10.8%

移転する
1.5% わからない

13.5%

無回答
2.7%
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（５）生活環境の満足度、重要度について

生活環境について「現在の満足度」と「今後の重要度」をどのように考えるかという設問に対して
は、①不満足空間（不満足・重要度高）、②満足空間（満足・重要度高）、③潜在的不満足空間（不
満足・重要度低）、④潜在的満足空間（満足・重要度低）の４つの区分に分けて、整理しています。

なお、平均満足度は6.3であり、経年変化でみますと、前回の平成25年度調査（3.0）に比べ、
高くなっています。

図表14　生活環境の満足度、重要度

今
後
の
重
要
度

日当たり・風通し・
建物のこみぐあい

自動車・電車などの
騒音や振動

自然環境のよさ（空気のよさ、
川のきれいさなど）

緑の多さ（公園や緑地など）

火災・地震・水害などの防災対策犯罪・風紀などの防犯対策

道路の状況（広さや舗装など）

交通事故防止のための安全対策

電車やバスなどの
交通の便利さ

祭り、盆踊りなどの伝統的な行事

公民館・コミュニティセンター
などの地域の集会施設

図書館や公共ホールなどの文化施設

スポーツ・レクリエーション施設

地域の人たちのまとまりのよさ

日常の買い物の便利さ

下水や排水施設
ごみ・し尿処理

医院・病院などの距離や診療内容

検診・生活習慣病（成人病）

予防などの保健活動

高齢者や障がい者などの福祉環境

教育施設や教育環境

児童遊園・児童館などの

子どもの遊び場

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

-50.0 -40.0 -30.0 -20.0 -10.0 0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

②満足空間

（満足・重要度高）

①不満足空間

（不満足・重要度高）

④潜在的満足空間

（満足・重要度低）

③潜在的不満足空間

（不満足・重要度低）

【平均満足度6.3】

【平均重要度 56.6】

高高 低低 満足度不満足度

高

低

満足度、重要度の算出方法

満足度＝（ 「満足している」×１点＋「まあ満足している」×0.5点＋「やや不満である」×-0.5点＋「不満
である」×-１点）÷回答者数×100

重要度＝（ 「重要である」×１点＋「やや重要である」×0.5点＋「あまり重要でない」×-0.5点＋「重要で
ない」×-１点）÷回答者数×100
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第2編　　基本構想

第１章　まちづくりの基本理念

みんなでつくるふるさと 鎌ケ谷

本市は、昭和52年に策定した基本構想において、「人間尊重・市民生活優先」をまちづくりの基本理

念に設定し、これまで引き継いできました。

このまちづくりの基本理念には、急激な人口増加に伴って都市化が進んだ中においても、市民一人

ひとりの持つ権利と役割を尊重しながら、すべての市民が、健康で生きがいを持ち、便利で快適に、

安心して生涯を過ごすことができるといった市民生活を優先したまちづくりを実現していくという考えが

込められています。

この人間尊重・市民生活優先の考え方は、行政運営にあたって変わることのない普遍的なものとな

りますが、人口が急激に増加した当時のまちづくりの時代を反映した行政主導型の側面があります。

一方で、平成23年度にスタートした前総合基本計画の後期基本計画では、高齢化に伴う社会保障費

の増加などを要因に、厳しい財政状況を迎える中、市民と行政がまちづくりの目標を共有し、市民と

の協働で達成する計画にしたところです。

今後のまちづくりにおいても、人口減少、少子高齢化は避けられない状況にあり、人材の確保、財

政運営など課題が生じることが予想されます。

そのような中、まちづくりの主体となる市民、事業者、行政が、地域の中でともに支え合いながら、「自

分たちのまちは、自分たちでつくる！」という姿勢のもと、協働・連携を深めながら、地域の課題を解決

していく必要があります。

そのため、鎌ケ谷に生まれ育った人や移り住んだ人、またこれから住んでみたいと思う人の誰もが、

地域にかかわりあい、鎌ケ谷に誇りと愛着を持ち、心のよりどころとなる「ふるさと」を目指します。

その上で、私たちのふるさと鎌ケ谷が誰もが幸せと希望を感じることのできるまちであり続けること

が、皆の願いであり、その想いをまちづくりの基本理念とします。
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第２章　鎌ケ谷市が目指す将来の姿（都市像）

人と緑と産業が調和し 未来へひろがる 鎌ケ谷

本市は、昭和61年以来、めざすべき都市像を「緑とふれあいのあるふるさと　鎌ケ谷」として、これ

までまちづくりを進めてきました。

このおよそ30年の間に、都市基盤整備として、新鎌ケ谷駅の開業、東武野田線及び新京成線の高

架化、新鎌ケ谷周辺地区の整備、成田スカイアクセスの開通、都市計画道路（※）の整備などに取り組む

ことで、鎌ケ谷市の街並みは大きく変化してきています。

こうした取組みにより、東京都心や周辺都市への交通の利便性は大きく向上し、さらに北千葉道路

の事業化と相まって、広域交流拠点としてのさらなる発展が期待されています。

この機会を捉えて企業誘致を促進するなど、産業の活性化を図ることが重要な課題となっています。

また、社会経済情勢の変化に対応するため、待機児童対策及び子育て支援策の推進、教育環境の

充実、市内公共施設の耐震化、学校給食センター及び市民会館の設置など、様々な事業に積極的に

取り組んできました。

一方、市内には、自然環境や農地などの緑が大切に保全・育成され、特に果樹や野菜などを中心と

した都市農業は鎌ケ谷市の大きな魅力のひとつとなっています。

また、本市は、常に人と人との繋がりやまとまりを大切にすることで、次世代を担う子ども達や、地

域における市民公益活動（※）、スポーツ、文化活動、市民同士の交流等を通じて、多くの人や団体が育っ

ています。

このような、全市一体となったまちづくりへの取組みを踏まえて、今後の目指す都市像は、「人と緑と

産業が調和し　未来へひろがる　鎌ケ谷」とします。

この都市像には、まちが一段とにぎわいを増していく中でも、子どもからお年寄りまで、あらゆる世

代の人々が、住み慣れた地域の中で、安心して暮らし、学び、活躍するとともに、これまで受け継い

できた緑を大切にする想いを込めています。

この都市像を目指すまちづくりによって、市内外の人々にとって、住みたい、住み続けたい、訪れて

みたいと思えるまちの実現を目指します。
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第３章　基本目標

鎌ケ谷市が目指す将来の姿を実現するため、次の５つの基本目標を定めます。

基本目標１　 誰もが健康でいきいきと暮らせるまち 

（保健・福祉）

少子高齢化の進展、核家族化の進行などによる地域コミュニティの希薄化、地域における支え合い

の基盤が低下するなど地域社会が変化する中、住民相互の支え合い機能と公的支援の連携を強化する

ことで、『誰もが健康でいきいきと暮らせるまち』を目指します。

そのため、生活に身近な地域において、市民同士が世代を超えてつながり、相互に役割を持ち、支

え合う環境を構築することにより、安心してその人らしい生活を送ることができる地域共生社会の形成

を推進します。

また、高齢者が住み慣れた地域の中で生きがいを持ち、元気でいきいきと暮らせる地域づくりを推

進するとともに、障がいのある人もない人も、互いに認め合い、ともに暮らせる社会を実現することで、

誰もが暮らしやすいまちづくりを推進します。

さらに、市民一人ひとりが健康意識の向上を図り、健康の維持増進に取り組むとともに、健康寿命

の延伸を図り、生涯にわたり健康で幸せに暮らせるよう、それぞれの生活や年代に応じた健康づくりを

推進します。
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基本目標2　 子どもの生きる力をはぐくむまち 

（子育て・教育）

子どもやその家庭を取り巻く環境が変化する中、家庭、学校、地域、行政などが一体となって、子

どもと子育て家庭に対する切れ目のない支援と学校教育の充実を図ることで、『子どもの生きる力をは

ぐくむまち』を目指します。

そのため、妊娠、出産、子育てまでの支援体制の充実や子どもが健やかに成長できる支援に取り組

むなど、子どもを産み育てやすい環境づくりを推進します。

また、子ども一人ひとりの個性に応じたきめ細かな学習環境づくりに取り組むとともに、安全かつ快

適な学習環境のもと、主体的に考え判断し行動できるよう生きる力（確かな学力、豊かな心、健やかな

体）が育まれる学校教育の充実を推進します。

さらに、家庭、学校、地域、行政と連携を図りながら、青少年が地域社会との交流や様々な経験を

通して、豊かな人間性と創造性を育み、地域で健やかに育つことができる環境づくりを推進します。
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基本目標３　 自然と調和した 災害に強いまち 

（安全・環境）

地球温暖化による気候変動、地震などの自然災害の脅威が増す中、災害から市民の生命、身体、

財産を守るとともに、自然にやさしい良好な環境を保全及び創造することで、『自然と調和した 災害に

強いまち』を目指します。

そのため、自然災害の被害を最小限に抑えるよう、自助、共助、公助が一体となった取組みによる

市内全域の防災力の向上を図るとともに、迅速かつ的確な消防活動を遂行するため、消防・救急体制

の充実を推進します。

また、市民、地域、関係機関による防犯活動を促進することで、犯罪を未然に防止し、市民が安心

して暮らせるための安全で安心なまちの実現を推進します。

さらに、将来の世代のために、地球温暖化対策を推進するとともに、限りある資源の有効活用と廃

棄物の発生を抑制し、環境へ配慮した持続可能な循環型社会の構築を図ります。
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基本目標４　 にぎわいと活力に満ちた緑あふれるまち 

（都市基盤・産業）

将来にわたって、緑豊かな住みよい住宅都市として発展し続けるためには、鉄道４路線による８つの

駅を有する利便性の高さを活かし、緑と調和した景観形成や緑地の保全を図りながら、魅力あるコン

パクトなまちづくりを目指すとともに、商工業の活性化や持続可能な都市農業を構築することで、『にぎ

わいと活力に満ちた緑あふれるまち』を目指します。

そのため、安全で快適な生活を営み、良好な都市環境を推進するため、歩行者や車等、沿道地域

や周辺の土地利用に配慮した都市計画道路等の整備を行うとともに、道路の適正な維持管理を推進し

ます。

また、公共交通機関の利便性向上や都市交通によるネットワークの充実を図るとともに、安定したラ

イフラインの供給や治水対策を図り、安全で快適な居住環境の構築を推進します。

さらに、農地は、農産物の供給のほか、良好な環境の保全や景観形成、緑の確保など多様な機能

を有していることから、この機能を最大限発揮するとともに、農産物のブランド化、地産地消の仕組み

づくりなど、農業経営の安定と振興を推進します。

また、商工業については、企業の生産性向上を支援するほか、創業支援や企業誘致等に取り組むこ

とで、市民の雇用拡大を推進するとともに、商工会など関係団体と連携し、駅前空間等のにぎわいと

交流を創出し、商業拠点の活性化を推進します。

22



基本目標５　 豊かな心と生きがいを実感できるまち 

（生涯学習・文化・スポーツ）

少子高齢化の進展、健康寿命の延伸、ライフスタイルが変化する中、誰もが生涯にわたって学習や

スポーツに取り組むとともに、歴史、芸術文化に触れることで、『豊かな心と生きがいを実感できるまち』

を目指します。

そのため、良質な芸術文化に触れる機会を創出するとともに、市民自ら参画・発信することで、市

民の創造性を育み、その表現力を高め、心豊かな社会の形成を推進します。

また、学習、スポーツ、レクリエーションを通じて、地域づくりの担い手を育成することにより、地

域活動による交流の機会やにぎわいの創出を推進します。

さらに、地域資源となるプロスポーツ団体と連携した事業を推進し、市の魅力向上とにぎわいの創

出を推進します。
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第４章　基本構想の実現に向けて

基本構想の実現に向けて、第３章に定める５つの基本目標を着実に達成する必要があります。

そのため、まちづくりの基本理念となる「みんなでつくるふるさと　鎌ケ谷」に基づき、市政運営

の基盤となる基本的な考え方を次のとおり掲げます。

１　市民協働・男女共同参画・多文化共生

市民、自治会（※）、市民公益活動団体、事業者、行政など多様な主体が、それぞれの役割と責

任のもと、地域社会に共通する課題の解決や目指す目標の実現に向けて協力し、主体性と独自性

を発揮しながら協働によるまちづくりを推進します。

特に、福祉、環境、防犯、防災、まちづくりなど、大きな役割を担っている自治会等による地域コミュ

ニティの活性化を推進し、市民のまちづくり活動への参加促進に努めます。

また、年齢、性別、国籍、文化などの違いにかかわらず、すべての人々の人権が尊重され、地

域の一員として、いきいきと活躍できる地域社会の構築を推進するとともに、社会の対等な構成

員として、自らの意思によって様々な分野の活動に参画する機会が確保され、ともに社会の利益

を享受できる社会づくりを推進します。
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２　持続可能な行財政運営                                                                     

急激な少子高齢化に伴い、我が国が人口減少時代に突入した今、本市においても、人口減少

に対する効果的な対策を講じなければ、近い将来人口が減少することが予想されます。

これにより、生産年齢人口の減少、社会保障費の増加に伴う厳しい財政状況が見込まれるとと

もに、公共施設の老朽化対策など、今後乗り越えなければならない多くの課題があります。

そのため、行政評価制度に基づく事務事業の見直し、情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した業務の改

善など、引き続き不断の行財政改革に取り組み、計画的かつ効率的な将来を見据えた持続可能な

行財政運営を推進します。
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第3編　　前期基本計画

第１部　総論

第１章　計画の概要 

第１節　計画の趣旨

この計画は、平成13年度にスタートした「鎌ケ谷市総合基本計画－かまがやレインボープラン21－」
の計画期間が令和２年度で終了することから、新たに策定した「鎌ケ谷市基本構想」に基づき、令和
３年度から令和８年度までを計画期間とする「前期基本計画」として策定するものです。

なお、本計画は、人口減少対策及び地方創生を目的とする「第２期鎌ケ谷市まち・ひと・しごと
創生総合戦略」を包含する計画とします。

第２節　計画の名称

この計画の名称は、「鎌ケ谷市総合基本計画　前期基本計画」とします。

第３節　計画期間

計画期間は、令和３年度から令和８年度までの６年間とします。

第４節　計画の策定にあたっての基本的な考え方

（１）市民、事業者、行政が一体となってまちづくりを推進する計画の策定

今後のまちづくりでは、人口減少、少子高齢化は避けられない状況にあり、人材の確保、財政
運営など課題が生じることが予想されることから、まちづくりの基本理念に基づき、行政の役割に
ついても再検証したうえで、市民、事業者、行政が地域の中でともに支えあいながら、主体的に
まちづくりを推進する計画とします。

（２）数値目標に基づく実行性の高い計画の策定

基本計画に定める各施策には、これを達成するための数値目標を設定します。
なお、目標値の設定にあたっては、現行計画における数値目標の達成状況、全国、県、近隣市

の水準などを踏まえ、現実的な数値を設定することにより、実行性の高い計画とします。

（３）事業の重点化を図った計画の策定

計画の策定にあたっては、中長期的な財政見通しを明確にするとともに、各分野において重点
的かつ優先的に、また横断的に取り組むものとして重点プロジェクトを明示することで、事業の重
点化（人材、財源）を図ります。

なお、事業の重点化にあたっては、歳出削減及び歳入確保といった行財政改革の視点を踏まえ
るものとします。

（４）行政評価制度に基づき、評価、進行管理を行う計画の策定

本市の施策のねらいや数値目標などを広くまちづくりの主体に周知するとともに、行政評価制
度に基づき、効果的かつ効率的な計画の推進に資するものとします。
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第２章　人口推計

本市の人口は近年ほぼ横ばいで推移し、約11万人となっています。一方、市が独自に実施した本市
の将来人口推計によると、将来的には減少傾向となり、令和27年時点では100,104人になると見込ま
れます。

年齢３区分人口をみると、15歳未満の年少人口は令和元年以降減少傾向にあり、令和27年時点で
は9,890人となっています。また、15 ～ 64歳の生産年齢人口も令和７年以降減少傾向となり、令和
27年時点では52,714人と見込まれます。

一方、65歳以上の老年人口は増加傾向にあり、令和2年は31,271人のところ、令和27年は
37,500人になると見込まれます。なお、65 ～ 74歳人口が令和２年は15,295人、令和27年は
16,675人で約1.1倍、75歳以上人口は令和２年が15,976人、令和27年が20,825人で約1.3倍にな
ると見込まれます。

図表15　人口推計結果（令和２年10月１日基準）

13,099 12,835 11,464 10,490 10,257 10,173 9,890

66,041 65,781 66,070 65,045 61,551
56,236 52,714

15,627 15,295
11,855 11,536

14,071
17,109

16,675

15,324 15,976
19,789 20,554 19,572

19,259
20,825

110,091 109,887 109,178 107,625 105,451
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100,104
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人
値計推績実

出典：令和元年・令和２年は「住民基本台帳人口（10月１日時点）の実績値」、 
令和７年以降は推計結果（各年10月１日時点）

　
※ この人口推計は、令和２年10月１日の住民基本台帳人口を基準日とし、国立社会保障・人口問題研

究所による本市の男女別・年齢別の将来生残率の推計値、本市の合計特殊出生率の実績値（令和元
年：1.22）を国立社会保障・人口問題研究所による全国の将来推計の増減率で補正した合計特殊出
生率の推計値、本市の新生児の出生における男女比を表す出生性比などに基づき算定しています。
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第3章　財政見通し

令和3年度から令和8年度までの計画期間中（6年間）の財政見通しについては、令和3年度当初予算
及び第1次実施計画を策定した段階で、次のとおり推計（予算ベース）しています。

計画期間中において、約146億円（年間約24億円）の普通建設事業を実施する場合、少子高齢化の
進展による扶助費、国民健康保険、介護保険及び後期高齢者医療特別会計への繰出金の増加などに
伴い、これまで以上に行財政改革を推進しなければ、6年間で約38億円（年間約6億円）の歳出超過と
なるものと見込んでいます。

そのため、将来にわたって持続可能な行財政運営を確立するため、自主財源の確保、行政評価制度
に基づく事業の取捨選択の徹底、業務の効率化など、行財政改革をさらに推進し、歳出超過の解消を
図ります。

図表16　中期財政見通し（令和3年度当初予算時点）

歳　入 単位：千円

区分 R3当初予算
令和4年度 

推計値

令和5年度 

推計値

令和6年度 

推計値

令和7年度 

推計値

令和8年度 

推計値

市税 13,070,000 13,361,145 13,650,408 13,967,219 13,967,219 13,967,219

地方消費税交付金 2,150,000 2,180,000 2,220,000 2,280,000 2,330,000 2,380,000

地方交付税 3,650,000 3,719,495 3,749,135 3,674,836 3,721,915 3,735,930

国庫支出金 6,979,316 6,337,104 6,627,542 6,657,667 6,677,727 6,714,213

県支出金 2,451,182 2,571,017 2,531,686 2,521,046 2,522,777 2,525,151

市債 3,618,700 2,620,600 2,305,000 2,199,100 2,146,000 2,219,300

その他 4,660,802 5,373,339 4,438,158 4,393,736 4,375,342 4,524,848

合計 36,580,000 36,162,700 35,521,929 35,693,604 35,740,980 36,066,661

歳　出 単位：千円

区分 R3当初予算
令和4年度 

推計値

令和5年度 

推計値

令和6年度 

推計値

令和7年度 

推計値

令和8年度 

推計値

義務的経費

人件費 7,486,839 7,474,005 7,499,531 7,563,807 7,633,277 7,663,819

扶助費 9,620,757 10,016,046 10,031,131 10,066,297 10,087,754 10,112,927

公債費 3,679,179 3,806,895 3,655,145 3,595,753 3,507,492 3,403,097

補助費等 4,512,847 4,752,239 4,760,209 4,953,765 5,084,457 5,192,688

繰出金 2,301,539 2,557,440 2,746,099 2,950,411 3,091,841 3,290,037

普通建設事業費 3,212,987 2,684,857 2,252,857 2,164,357 2,110,157 2,209,457

その他 5,765,852 5,233,677 5,282,971 5,155,383 5,183,871 5,242,575

合計 36,580,000 36,525,159 36,227,943 36,449,773 36,698,849 37,114,600

従来以上の歳入確保・歳出削減の取組みを行わなかった場合に必要となる財源 単位：千円

区分 R3当初予算
令和4年度 

推計値

令和5年度 

推計値

令和6年度 

推計値

令和7年度 

推計値

令和8年度 

推計値

歳出-歳入 0 362,459 706,014 756,169 957,869 1,047,939
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第４章　土地利用

第１節　土地利用の基本的考え方

本市は、東京都心や周辺都市を結ぶ鉄道、幹線道路が市のほぼ中央部で東西、南北方向に交
差しており、特に鉄道は私鉄４路線（東武野田線、新京成線、北総線、成田スカイアクセス線）によ
る８つの駅を有し利便性が高く、県北西部地域の広域交流拠点としての機能を有しています。この
駅周辺の地域には商業、業務施設、住宅地が広がり、各駅周辺を核とする都市構造を構築してい
ます。

また、本市は、首都圏整備法に基づく近郊整備地帯に位置し、区域区分を定めることが都市計
画法により義務付けられ、市街化区域と市街化調整区域に区分することで、無秩序な市街化を防
止し計画的な市街地整備の推進を図るとともに、良好な都市環境の形成に大きな効果をもたらし
ています。

市街化調整区域については、農業の振興及び良好な環境の保全を行うとともに、適切な土地利
用の規制、誘導を行うことで、緑豊かな鎌ケ谷を特徴づけるものとなっています。

今後の土地利用にあたっては、こうした都市構造や区域区分の効果を踏まえるとともに、人口
減少、少子高齢化の進展等、社会情勢の変化を的確に捉えつつ、都市像「人と緑と産業が調和し
未来へひろがる　鎌ケ谷」の実現を目指します。

第２節　土地利用の方向性

都心と成田空港方面を接続する交通の軸として、「広域軸」の形成を図るとともに、市域を以下に
掲げる「都市軸」と「ゾーン」に区分し、市全体で調和のとれた都市構造を構築します。

また「都市軸」を中心として各ゾーンを、都市計画道路や公共交通機関等によって接続すること
で利便性を高めるとともに、各地域の特性を活かした魅力あふれる土地利用を計画的かつ効率的
に誘導します。

（１）広域軸及び都市軸の形成

都心と千葉ニュータウンや成田空港方面を結ぶ北総線や成田スカイアクセス線と、本市と東京
外かく環状道路を結ぶ北千葉道路及びその沿道等の一連の空間を「広域軸」として形成し、利便性
の向上を図るとともに、さらなるまちの発展を目指します。

また、市の中央部に位置する「新鎌ケ谷駅」「初富駅」「鎌ケ谷駅」の３駅周辺と、その間を結ぶ街
路や高架下を利用した一連の空間を「都市軸」として形成し、その立地の特性を活かした魅力ある
都市機能の充実を図ります。

（２）交流・商業拠点ゾーン

交流・商業拠点ゾーンは、各拠点が相互に連携することで、商業、情報、娯楽等の機能や身近
な日常サービス機能の集積を図り、市民生活の充実とにぎわいのあるまちを創出します。

【広域交流拠点】
新鎌ケ谷駅周辺地区は、鉄道４路線の結節機能を活かしながら、商業、情報、娯楽等、多様な

機能が複合的に集積する躍動感と魅力あふれる広域交流拠点として、市民生活の充実とにぎわい
の創出を図ります。

また、新鎌ケ谷駅南側に位置する東京10号線延伸新線（※）跡地の活用について、関係機関と連
携するとともに、民間活力を活用し、土地のポテンシャルを最大限活かした魅力的な都市空間を
形成します。

さらに、本市と東京外かく環状道路を結ぶ北千葉道路の整備に伴い、渋滞の緩和や防災力の強
化等が期待されるとともに、都心や成田空港へのアクセスが強化され、地域の活性化等、本市の
まちづくりに大きく寄与することが想定されます。

このことから、北千葉道路の早期供用開始を目指すとともに、事業の具体化に合わせて沿道な
どの土地利用のあり方を検討します。
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【地域商業拠点】
鎌ケ谷駅周辺地区と初富駅周辺地区は、日常的な買い物や市民サービス等のふれあいやにぎ

わいを提供する地域商業拠点として機能充実を図ります。
なお、初富駅周辺地区は、きらり鎌ケ谷市民会館、図書館、郷土資料館により、活気ある地域

の文化にふれる拠点として充実を図るとともに、初富駅前広場を整備します。

【近隣商業拠点】
鎌ケ谷大仏駅、北初富駅、くぬぎ山駅周辺地区は、地域コミュニティの場として、日常生活に

身近な商業等のサービス機能の充実を目指す近隣商業拠点として利便性の向上を図ります。
なお、北初富駅周辺地区は、東京10号線延伸新線跡地を緑道などとして有効活用を図るととも

に、北初富駅前広場を整備し、市民生活の利便性の向上やサービス機能の充実を図ります。

（３）住宅ゾーン

鉄道４路線の各駅を中心に広がる市街地は、今後も建築物の用途を適切に規制、誘導し、良好
な居住環境を維持します。

なお、少子高齢化や核家族化の進展に伴い、増加傾向にある空き家、空き地等について、適
正な管理の推進や有効活用等を図るとともに、生活環境の保全及び流通の活性化を推進します。

（４）農地・樹林地・緑地ゾーン

農地は、農産物の供給や観光農園等の機能のほか、良好な環境の保全や景観の形成、緑の確
保等、多様な機能を有しており、この機能を最大限発揮するとともに、都市農業の振興を図るため、
農地の有効な活用及び適正な保全を推進します。

緑は、本市を特徴づける重要な要素の一つであるとともに、良好な都市環境の形成や災害時の
防災機能を有することから、農地、樹林地、緑地等については、重要な資源として保全を推進します。

（５）森とスポーツ・レクリエーションゾーン

市内の南北それぞれに、森と公園やスポーツ施設等を中心とした一連の区域を計画的に整備し、
緑とふれあいのある空間を形成します。

北部地区は、市制記念公園、陸上競技場、市民体育館等を中心に、多目的なスポーツ・レクリエー
ション機能を有する総合的な公園を計画的に整備するとともに、粟野地区公園と連なる区域を、「森
とスポーツ・レクリエーションゾーン」として形成します。

南部地区は、農地、樹林地、緑地等について保全に努めつつ、地域資源となるファイターズ鎌
ケ谷スタジアムとの連携強化を図り、弓道場・アーチェリー場、市民の森等の施設を有する「森と
スポーツ・レクリエーションゾーン」として形成します。
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図表17　土地利用イメージ

北千葉道路一般部（計画・整備済）
北千葉道路専用部（計画）
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第２部　重点プロジェクト

第１章　重点プロジェクトとは

本市の目指す将来の姿（都市像）を実現するため、基本構想で定める５つの基本目標を踏まえ、各分
野において重点的かつ優先的に、また横断的に取り組むものとして、次のイメージのとおり３つのプロ
ジェクトを設定します。

なお、具体的な取組みは、実施計画に明記します。

図表18　重点プロジェクトのイメージ

都市像「人と緑と産業が調和し　未来へひろがる　鎌ケ谷」

【重点プロジェクト１】

誰もが安心して暮らせる防災、減災のまちづくり

【重点プロジェクト２】

未来を担う子どもをみんなで応援するまちづくり

【重点プロジェクト３】

人が集い、住みたい魅力のあふれるまちづくり

誰もが健康でい

きいきと暮らせ

るまち

＜保健・福祉＞

子どもの生きる力

をはぐくむまち

＜子育て・教育＞

自然と調和した

災害に強いまち

＜安全・環境＞

にぎわいと活力

に満ちた緑あふ

れるまち

＜都市基盤・産業＞

豊かな心と生き

がいを実感でき

るまち

＜生涯学習・文化・

スポーツ＞

基本構想の実現に向けて

＜市民協働、男女共同参画、多文化共生、持続可能な行財政運営＞

重点的かつ

優先的に実施

基本目標１ 基本目標2 基本目標3 基本目標4 基本目標5
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第２章　重点プロジェクトの選定方法

重点プロジェクトは、今後解決すべき課題、市民意識調査の結果、社会情勢の変化、行政評価結果（政
策評価）を踏まえて決定しています。

図表19　重点プロジェクトの選定フローチャート

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・道路の整備 

・地震などの防災対策 

・教育施設、環境の整備 など 

・防災、減災対策の強化 

・新型コロナウイルスの発生 

・地域コミュニティの低下 など 

行政評価（政策評価）の結果 

 
人口減少対策、少子・高齢化対策、公共施設の老朽化対策、健全な財政運営の維持など 

 ＜今後解決すべき課題＞

  ＜市民ニーズ＞（市民意識調査の結果）

＜社会情勢の変化＞

取組みの重点化 

・目指す将来の姿（都市像）の実現のため、重点的、優先的に実施する取組み 

・市民ニーズが高く、早期の実行が期待される取組み 

・横断的に施策展開する取組み 

＜重点化の条件＞ 

１ 誰もが安心して暮らせる防災、減災のまちづくり 

２ 未来を担う子どもをみんなで応援するまちづくり 

３ 人が集い、住みたい魅力のあふれるまちづくり 

【重点プロジェクト】
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第3章　重点プロジェクト

プロジェクト１
誰もが安心して暮らせる防災、

減災のまちづくり

市民の生命、身体及び財産を守ることは、市の重大な責務であり、すべての市民の願いです。
近年、台風や集中豪雨による浸水被害が、激甚化、頻発化するとともに、東日本大震災など、大
きな地震も発生しており、今後首都直下地震などの大規模災害の発生が懸念されます。

また、令和２年１月に、国内で最初に確認された新型コロナウイルス感染症は、市民の生命、生活、
雇用や経済活動に甚大な影響を及ぼしており、今後は、感染防止策を講じながら、「新たな日常」
を実現しつつ、感染症蔓延などの緊急事態に備える新たな危機管理体制を構築する必要がありま
す。

さらに、自然災害への対応として、自助、共助、公助による地域防災力の向上が必要となります。
そのため、危機管理体制と防災対策の強化、消防、救急、救助体制の充実を図るとともに、

住宅耐震改修等の補助、準用河川及び雨水貯留池の整備を推進します。　

重点施策①　危機管理体制・防災対策の強化（63頁）
重点施策②　消防・救急・救助体制の充実（67頁）
重点施策③　良好な居住環境の確保（75頁）
重点施策④　治水対策の推進（79頁）

主要事業
主な取組み

♦ 事前防災、減災対策による地域防災体制の充実（避難行動要支援者避難
支援制度　等）

♦災害応急活動、復旧対策の強化（防災行政無線デジタル化　等）
♦消防体制の充実（消防車両の更新、消防職員の育成　等）
♦安全で安心な住宅の整備（住宅耐震改修促進事業　等）
♦ 安心して暮らせる治水対策（準用河川及び雨水貯留池整備　等）

救急フェア 救助訓練
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プロジェクト2
未来を担う子どもをみんなで応

援するまちづくり

急激な少子化の進展は、国全体の課題となりますが、本市の出生数も、平成26年の861人に
対し、令和元年は698人と減少傾向にあります。また、少子化による生産年齢人口の減少と高齢
化の進展により、人口構造や財政構造にも多大な影響を及ぼすことが見込まれます。

少子化の背景には、経済的な理由、晩婚化、仕事と子育ての両立の難しさ、子育て中の孤立
感や負担感など、様々な要因が複雑に絡み合っています。

今後は、行政、学校、地域、事業者など社会全体で、未来を担う子どもとその家庭を支援す
ることで、子どもを産み育てやすい環境を構築するとともに、鎌ケ谷で育った子どもが、市に愛
着を持ちながら成長し続けることで、大人になっても住み続けたいと思えるまちづくりを目指しま
す。

そのため、妊娠、出産、子育て期の家庭に対する施策の重点化を図るとともに、安全で安心
な教育環境の確保、生きる力をはぐくむ特色ある学校づくりを推進することで、子育て世代が「住
みたい」「住み続けたい」と思えるまちづくりを推進します。　

重点施策①　子育て環境の充実（53頁）
重点施策②　保育サービス等の充実（55頁）
重点施策③　学校教育の充実（57頁）
重点施策④　児童・生徒の健康及び安全等の確保（59頁）

主要事業
主な取組み

♦ 妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援（妊婦面接、乳児家庭全戸
訪問　等）

♦地域全体で子育てを支えるための環境整備（児童センター整備事業　等）
♦幼稚園、保育園の充実（民間保育園の誘致　等）
♦安全で安心な教育環境の確保（小中学校トイレ改修　等）
♦生きる力をはぐくむ特色ある学校づくり（ＩＣＴ教育の推進　等）
♦児童生徒の安全確保（通学路の整備　等）

つどいの広場 鎌ケ谷市教育委員会指導訪問 
中学校　理科の授業
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プロジェクト3
人が集い、住みたい魅力のあふ

れるまちづくり

本市は、都心から25㎞圏内にあり、東京都心や沿線都市へ繋がる鉄道4路線を有する利便性
の高いまちで、市域の約半分が市街化調整区域という緑豊かな自然に恵まれた住みよい住宅都
市として発展をして来ました。

平成14年に着手した新京成線連続立体交差事業（※）は、令和元年12月に全線高架化が完了し
たため、関連側道、駅前広場などの整備を計画的に進める必要があります。また、北千葉道路
の早期供用開始を目指すとともに、事業の具体化を見据えたまちづくりを検討する必要がありま
す。

今後は、都市像となる「人と緑と産業が調和し　未来へひろがる　鎌ケ谷」を目指して、緑と調
和した景観形成や緑地の保全を図りながら、魅力あるコンパクトなまちづくりを進めるとともに、
地域の魅力を最大限に活かす取組みを推進し、にぎわいの創出を図っていきます。

こうしたまちづくりを進めながら、企業誘致等に積極的に取り組むことで、市民の雇用拡大を
推進するとともに、税収の増加や商工業の振興を図ります。

重点施策①　快適な公園・緑地空間の創出（77頁）
重点施策②　安全に利用できる道路環境の充実（83頁）
重点施策③　魅力ある都市機能の充実（85頁）
重点施策④　商工業の振興及び観光施策の充実（89頁）

主要事業
主な取組み

♦みどりの保全と創出（都市公園の整備　等）
♦計画的な道路網の整備（都市計画道路の整備　等）
♦ 緑あふれる快適な魅力あるまちづくり（都市計画マスタープラン策定　

等）
♦にぎわいと活力ある市街地の整備（駅前広場の整備　等）
♦企業誘致の推進と雇用環境の整備（企業誘致の促進　等）

新鎌ふれあい公園 新鎌ケ谷駅前広場
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第３部　各分野の施策展開

第１章　施策の体系

政策 施策 施策の柱

【政策１】

保健・福祉

１ 保健・医療の充実

（１）健康づくりの推進

（２）疾病予防、早期発見、重症化予防の推進

（３）地域医療体制の充実

２ 地域福祉の推進

（１）地域共生社会のための基盤の整備

（２）多様な担い手の人材育成

（３）地域で支え合う仕組みづくり

３ 高齢者福祉の推進

（１）地域包括ケアシステムの深化・推進

（２）活力ある高齢者の活動支援

（３）高齢者が安心して暮らせる環境の整備

４  障がい者（児）福祉の推進

（１）自立した生活の支援

（２）障がい者（児）が安心して暮らせる環境の整備

（３）社会参加の促進

５ 社会保障制度の充実

（１）国民健康保険事業の適正な運営

（２）介護保険事業の適正な運営

（３）生活保護と自立生活の支援

【政策２】

子育て

１  子育て環境の充実
  【重点施策】

（１）妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援

（２）きめ細かな支援が必要な子ども、子育て家庭への支援

（３）地域全体で子育てを支えるための環境整備

２  保育サービス等の充実
  【重点施策】

（１）幼稚園、保育園の充実

（２）放課後児童クラブの充実

（３）多様な家庭に対応した保育サービスの充実

【政策３】

教育

１  学校教育の充実
  【重点施策】

（１）安全で安心な教育環境の確保

（２）生きる力をはぐくむ特色ある学校づくり

（３）専門性と社会性を備えた教職員の育成

2  児童・生徒の健康及び安全等の
確保

  【重点施策】

（１）保健、安全教育の充実

（２）児童生徒の安全確保

（３）学校給食の充実

３  青少年の健全育成の推進

（１）青少年の社会参加、体験活動の機会づくり

（２）非行防止対策の推進

（３）家庭、地域の教育力の向上

【政策４】

安全

１  危機管理体制・防災対策の強化
  【重点施策】

（１）総合的な危機管理体制の強化

（２）事前防災、減災対策による地域防災体制の充実

（３）災害応急活動、復旧対策の強化

２ 防犯対策の強化

（１）防犯対策の充実

（２）自主防犯活動の推進

（３）防犯設備の充実

３  消防・救急・救助体制の充実
  【重点施策】

（１）消防体制の充実

（２）火災予防の推進

（３）安心できる救急、救助体制づくり

【政策５】

環境

１ 環境保全の推進

（１）環境保全への監視、指導体制の充実

（２）温室効果ガス排出の抑制

（３）環境保全活動の促進と市民、事業者の参加

２ 循環型社会の構築
（１）持続可能なごみ処理体制の整備

（２）ごみの減量、再使用、リサイクルと適正処理の推進

３ 環境衛生の向上
（１）公衆衛生の向上

（２）生活環境の向上

39



第
３
編　

前
期
基
本
計
画

第
１
章　

施
策
の
体
系

第
３
部　

各
分
野
の
施
策
展
開

政策 施策 施策の柱

【政策６】

都市基盤

１  良好な居住環境の確保
  【重点施策】

（１）良好な居住環境の確保

（２）安全で安心な住宅の整備

（３）住みよい公営住宅の充実

２  快適な公園・緑地空間の創出
  【重点施策】

（１）公園、緑地の適正な維持管理の推進

（２）みどりの保全と創出

３  治水対策の推進
  【重点施策】

（１）安心して暮らせる治水対策

（２）きれいでうるおいのある水辺環境の保全

４  持続可能な下水道事業の推進

（１）下水道の整備

（２）下水道施設の維持管理

（３）下水道事業の安定した経営

５  安全に利用できる道路環境の充
実

  【重点施策】

（１）計画的な道路網の整備

（２）既存の道路空間の安全性、快適性の確保

（３）道路の適正な維持管理及び交通安全対策の推進

６  魅力ある都市機能の充実
  【重点施策】

（１）緑あふれる快適な魅力あるまちづくり

（２）にぎわいと活力ある市街地の整備

（３）公共交通体系の充実

【政策７】

産業

１  持続可能な都市農業の構築

（１）農地の保全

（２）担い手の育成

（３）ブランド化の推進による販路の拡大

２  商工業の振興及び観光施策の充
実

  【重点施策】

（１）商工業の発展と中小企業の経営強化

（２）企業誘致の推進と雇用環境の整備

（３）観光客のニーズの変化に対応した観光施策の推進

３ 消費者の安全及び安心の確保
（１）消費生活相談体制の充実

（２）あらゆる世代に向けた消費者教育の推進

【政策８】

生涯学習・⽂化・

スポーツ

１ 生涯学習の推進

（１）生涯学習の環境づくり

（２）生涯学習活動の推進

（３）生涯学習活動の成果の活用

２  芸術文化の振興及び歴史的資源
の保存活用

（１）多様な市民文化活動の推進

（２）きらりホールを活用した芸術文化の振興

（３）歴史、文化遺産の保存、継承、活用の推進

３ 生涯スポーツの振興

（１）スポーツ活動の充実

（２）スポーツ関係団体、指導者の育成

（３）スポーツ施設の整備、充実

【政策９】

市⺠協働・

男女共同参画・

多⽂化共生

１  協働及び市民公益活動等の推進

（１）市民公益活動等に関わる新たな担い手の発掘、育成

（２）市民公益活動等のさらなる発展に向けた支援

（３）協働に向けた連携の強化

２ 共生社会の実現

（１）人権の尊重と男女共同参画の推進

（２）ＤＶやハラスメントの防止と相談支援体制の充実

（３）多文化共生社会の構築

【政策１０】

持続可能な

行財政運営

１  財政の健全化及び行財政改革の
推進

（１）財政規律の堅持及び自主財源の確保

（２）行財政改革の推進

（３）組織力、職員力の向上

２  公共施設の適正な管理運営の推
進

（１）公共施設の総合的かつ計画的な管理運営の推進

（２）公共施設の適正配置、利活用の推進

３  行政情報等の積極的な発信
（１）情報発信の充実

（２）市の魅力発信の推進
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①　健康づくりの推進

目的　　◆ 幼少期からライフステージに合わせた健康づくりを推進することで、すべての市民が健
やかに生活できるようにします。

手段　　◆ 食生活、身体活動等の生活習慣の改善に繋がる行動変容を促すため、ライフステージに
合わせたきめ細かな健康づくりを推進します。

　　　　◆ 幼少期から健康づくりの知識の普及、啓発を図ることで、家族全体の健康意識を高め
ます。

　　　　◆ 保健所、警察等の関係機関と情報共有及び連携を図ることで、こころの問題を抱えた人
へのセーフティネット（※）の強化を図るとともに、自殺予防に関する啓発活動に取り組みます。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

健康寿命（平均自立期間）（※）
男　79.7 歳
女　84.0 歳

（平成 30 年）
↑

生活習慣の改善に取り組んでいる人の割合（対象：国民健康保
険特定健康診査（※）受診者（40 歳から 74 歳まで））

23.0%
（令和元年度）

↑

● 本市の健康寿命（平均自立期間）は、
年々上昇していますが、平成30年の
平均寿命（※）と比較すると、男性は約
2年、女性は約3年短くなっています。
この期間は、医療や介護等の支援が
必要な期間と考えられます。平均寿命
の延伸がみられる中、健康寿命（平均
自立期間）を伸ばしていくことが重要
です。

● 本市の死因は、がん、心疾患、脳血
管疾患、肺炎が上位を占めています。
また、要介護となる要因は、脳血管疾
患、認知症、転倒、高齢による衰弱
等が占めていることから、生活習慣の改善等への取組みが課題となります。

● 令和元年度の市民健康意識調査の結果によると、健康に関する知識や理解が一定程度ある一方で、
行動には至っていないことから、行動変容を促す施策が必要となります。

● 新型コロナウイルス感染症の流行をはじめ、感染症を取り巻く状況の変化により予防できるもの
も含め、様々な感染症が発生することが考えられることから、その対応が必要となります。

現状と課題

76

78

80

82

84

86

88

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

歳

78.9 78.9 79.1 79.4 
79.8 79.7 

82.7 82.9 82.9
83.5 83.8 84.0 

80.3 80.4 80.7 80.8
81.3 81.2

85.7 85.9 86.0 
86.7 

87.1 87.2 

健康寿命（男性）

平均寿命（男性）

健康寿命（女性）

平均寿命（女性）

―健康寿命（平均自立期間）と平均寿命―

第3章　各分野の施策展開

政策　　１　　保健・福祉

施策　　１　　保健・医療の充実

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

市民一人ひとりが健康意識の向上を図り、健康の維持増進に取り組むことで、生涯にわたり
健康でいきいきと暮らせるよう、それぞれの生活や年代に応じた健康づくりを推進します。

≪記載例≫

第２章　施策の見方

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

● まちづくりは、市民、事業者、行政が協働で創り上げるものです。そこで、まちづくりの主体である
市民、事業者、行政が一体となって取り組むことや方向性などを示しています。

施策の状態指標 

（目指す方向性）

●「まちづくりの主 
　 体が一体となって

目指す施策のねら
い」にどの程度近
づいているかを客
観的に確認するた
め、「指標名」「現状
値」「目指す方向」
を示しています。

● 現状値を把握して
いない指標は、「－」
としています。

●「目指す方向」は、 
　 社会経済動向で

指標値が大きく変
化するため、具体
的な数値は明記
せず、「↑」は増加・
上昇、「↓」は減少・
低減、「→」は維持
を示しています。

現状と課題

● この施策に関する
社会動向やこれま
で の 取 組 み、 成
果を踏まえた現状
や課題などを記載
しています。

施策の柱

● 施策のねらいを達
成するため、施策
の柱を２つ又は３
つ立てています。
その柱ごとに目的
や主に行政が実
施する手段を示す
とともに、達成度
を示す成果指標を
記載しています。
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成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

週 4 日以上朝食を食べている人の割合
①子ども（小学 5 年生）
② 成人（対象：国民健康保険特定健康診査受診者（40

歳から 74 歳まで））

① 95.4%
（令和元年度）

② 90.7%
（令和元年度）

① 97.0%
② 92.5%

汗をかく運動（30 分以上）を週 2 日以上かつ 1 年以上
継続している人の割合（対象：国民健康保険特定健康診
査受診者（40 歳から 74 歳まで））

42.9%
（令和元年度）

42.9%

②　疾病予防、早期発見、重症化予防の推進　　　　　　　

目的　　◆ 予防可能な感染症のまん延防止を図るとともに、早期に生活習慣病（※）等を発見するため、
各種検（健）診を実施し、食生活などの生活習慣の改善や、重症化の予防を図ります。

手段　　◆感染症の発生とまん延防止のため、予防接種事業を実施します。
　　　　◆ 新型コロナウイルス感染症をはじめとする感染症等が流行した時は、「新型インフルエン

ザ等対策行動計画」及び「緊急事態対応計画」に基づき、感染症予防のための必要な施策
を実施します。

　　　　◆ がんの早期発見、早期治療に繋げるため、がん検診事業を実施します。
　　　　◆ 生活習慣病の発症や重症化を予防するため、特定健康診査、後期高齢者健康診査（※）等

を実施します。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

市のがん検診精密検査受診率
78.8%

（令和元年度）
80.4%

健康診査を受けている割合
①国民健康保険特定健康診査受診率（40 歳から 74 歳まで）
②後期高齢者健康診査受診率（75 歳以上）

① 38.5%
（令和元年度）

② 36.3%
（令和元年度）

① 44.0%
② 36.3%

③　地域医療体制の充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

目的　　◆ 病院、診療所、歯科診療所等を有効的に活用できる環境を構築することで、地域医療体
制の充実を図ります。

手段　　◆ 入院治療や手術等を必要とする救急患者を夜間、休日も受け入れる二次救急（※）医療を
確保します。

　　　　◆ インターネットを活用した情報発信等により、必要となる医療機関情報等を提供するとと
もに、身近で相談ができる「かかりつけ医」を持つことを推奨します。

　　　　◆医師会等関係機関と連携し、災害時の医療体制の構築を図ります。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

かかりつけ医がいる割合
①子ども（1 歳 6 か月児健康診査受診者）
②成人（40 歳から 64 歳まで）

① 88.9%
（令和元年度）

② 44.5%
（令和元年度）

① 88.9%
② 51.3%

救急搬送人員が市内の医療機関等に搬送された割合
49.9%

（令和元年）
56.8%

◆いきいきプラン・健康かまがや21（食育推進計画・自殺対策計画）　
◆国民健康保険保健事業実施計画　◆新型インフルエンザ等対策行動計画　
◆緊急事態対応計画

個別計画

◆ 健康づくりに関する事業について、健康づくりボランティア、民生委員・児童委員、社会福祉協議
会、事業者等と協働して取り組みます。また、市民に必要な医療を提供できるよう、医師会をはじ
めとした関係機関と連携強化を図ります。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

成果指標

●指標名：目的に即した手段を実施した場合の成果を現すものとしています。
●現状値：目標値を設定する基準となる数値です。事業未実施などの場合は、「－」としています。
●目標値： 計画的に手段を実施することで、令和８年度までに実現可能な目標とする数値を掲げてい

ます。

市民、事業者、行政

など各主体が相互に

連携及び協力する取

組み

●「施策のねらい」を 
　 実現するため、ま

ちづくりの主体が
相互に連携・協力
して取り組むこと
ができる目指す姿
を記載しています。

● 施策の柱に掲げた
手段を有機的に結
び付け、柱と柱の
連携を強化するこ
とで施策の推進に
繋がります。

個別計画

● この施策に関連す
る部局において策
定する個別計画を
記載しています。
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①　健康づくりの推進

目的　　◆ 幼少期からライフステージに合わせた健康づくりを推進することで、すべての市民が健
やかに生活できるようにします。

手段　　◆ 食生活、身体活動等の生活習慣の改善に繋がる行動変容を促すため、ライフステージに
合わせたきめ細かな健康づくりを推進します。

　　　　◆ 幼少期から健康づくりの知識の普及、啓発を図ることで、家族全体の健康意識を高め
ます。

　　　　◆ 保健所、警察等の関係機関と情報共有及び連携を図ることで、こころの問題を抱えた人
へのセーフティネット（※）の強化を図るとともに、自殺予防に関する啓発活動に取り組みます。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

健康寿命（平均自立期間）（※）
男　79.7 歳
女　84.0 歳

（平成 30 年）
↑

生活習慣の改善に取り組んでいる人の割合（対象：国民健康保
険特定健康診査（※）受診者（40 歳から 74 歳まで））

23.0%
（令和元年度）

↑

● 本市の健康寿命（平均自立期間）は、
年々上昇していますが、平成30年の
平均寿命（※）と比較すると、男性は約
2年、女性は約3年短くなっています。
この期間は、医療や介護等の支援が
必要な期間と考えられます。平均寿命
の延伸がみられる中、健康寿命（平均
自立期間）を伸ばしていくことが重要
です。

● 本市の死因は、がん、心疾患、脳血
管疾患、肺炎が上位を占めています。
また、要介護となる要因は、脳血管疾
患、認知症、転倒、高齢による衰弱
等が占めていることから、生活習慣の改善等への取組みが課題となります。

● 令和元年度の市民健康意識調査の結果によると、健康に関する知識や理解が一定程度ある一方で、
行動には至っていないことから、行動変容を促す施策が必要となります。

● 新型コロナウイルス感染症の流行をはじめ、感染症を取り巻く状況の変化により予防できるもの
も含め、様々な感染症が発生することが考えられることから、その対応が必要となります。

現状と課題

76

78

80

82

84

86

88

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

歳

78.9 78.9 79.1 79.4 
79.8 79.7 

82.7 82.9 82.9
83.5 83.8 84.0 

80.3 80.4 80.7 80.8
81.3 81.2

85.7 85.9 86.0 
86.7 

87.1 87.2 

健康寿命（男性）

平均寿命（男性）

健康寿命（女性）

平均寿命（女性）

―健康寿命（平均自立期間）と平均寿命―

第3章　各分野の施策展開

政策　　１　　保健・福祉

施策　　１　　保健・医療の充実

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

市民一人ひとりが健康意識の向上を図り、健康の維持増進に取り組むことで、生涯にわたり
健康でいきいきと暮らせるよう、それぞれの生活や年代に応じた健康づくりを推進します。

43



第
３
編　

前
期
基
本
計
画

第
３
章　

各
分
野
の
施
策
展
開

第
３
部　

各
分
野
の
施
策
展
開

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

週 4 日以上朝食を食べている人の割合
①子ども（小学 5 年生）
② 成人（対象：国民健康保険特定健康診査受診者（40

歳から 74 歳まで））

① 95.4%
（令和元年度）

② 90.7%
（令和元年度）

① 97.0%
② 92.5%

汗をかく運動（30 分以上）を週 2 日以上かつ 1 年以上
継続している人の割合（対象：国民健康保険特定健康診
査受診者（40 歳から 74 歳まで））

42.9%
（令和元年度）

42.9%

②　疾病予防、早期発見、重症化予防の推進　　　　　　　

目的　　◆ 予防可能な感染症のまん延防止を図るとともに、早期に生活習慣病（※）等を発見するため、
各種検（健）診を実施し、食生活などの生活習慣の改善や、重症化の予防を図ります。

手段　　◆感染症の発生とまん延防止のため、予防接種事業を実施します。
　　　　◆ 新型コロナウイルス感染症をはじめとする感染症等が流行した時は、「新型インフルエン

ザ等対策行動計画」及び「緊急事態対応計画」に基づき、感染症予防のための必要な施策
を実施します。

　　　　◆ がんの早期発見、早期治療に繋げるため、がん検診事業を実施します。
　　　　◆ 生活習慣病の発症や重症化を予防するため、特定健康診査、後期高齢者健康診査（※）等

を実施します。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

市のがん検診精密検査受診率
78.8%

（令和元年度）
80.4%

健康診査を受けている割合
①国民健康保険特定健康診査受診率（40 歳から 74 歳まで）
②後期高齢者健康診査受診率（75 歳以上）

① 38.5%
（令和元年度）

② 36.3%
（令和元年度）

① 44.0%
② 36.3%

③　地域医療体制の充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

目的　　◆ 病院、診療所、歯科診療所等を有効的に活用できる環境を構築することで、地域医療体
制の充実を図ります。

手段　　◆ 入院治療や手術等を必要とする救急患者を夜間、休日も受け入れる二次救急（※）医療を
確保します。

　　　　◆ インターネットを活用した情報発信等により、必要となる医療機関情報等を提供するとと
もに、身近で相談ができる「かかりつけ医」を持つことを推奨します。

　　　　◆医師会等関係機関と連携し、災害時の医療体制の構築を図ります。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

かかりつけ医がいる割合
①子ども（1 歳 6 か月児健康診査受診者）
②成人（40 歳から 64 歳まで）

① 88.9%
（令和元年度）

② 44.5%
（令和元年度）

① 88.9%
② 51.3%

救急搬送人員が市内の医療機関等に搬送された割合
49.9%

（令和元年）
56.8%

◆いきいきプラン・健康かまがや21（食育推進計画・自殺対策計画）　
◆国民健康保険保健事業実施計画　◆新型インフルエンザ等対策行動計画　
◆緊急事態対応計画

個別計画

◆ 健康づくりに関する事業について、健康づくりボランティア、民生委員・児童委員、社会福祉協議
会、事業者等と協働して取り組みます。また、市民に必要な医療を提供できるよう、医師会をはじ
めとした関係機関と連携強化を図ります。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み
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①　地域共生社会のための基盤の整備

目的　　◆ 複雑化、複合化した支援ニーズに対応するため、様々な分野にまたがる関係機関が連携、
連絡調整を行う包括的な相談体制を講じることで、その課題解決を図ります。

手段　　◆ 地域共生社会の実現に向けて、「地域課題の解決力の強化」「地域を基盤とする包括的支
援の強化」「地域丸ごとの繋がりの強化」「専門人材の機能強化、最大活用」を図るため、
庁内外の関係機関において情報共有を行います。

　　　　◆ 高齢者、障がい者、子ども、生活困窮者など既存の身近な福祉相談窓口の充実を図り
つつ、福祉分野、保健医療、就労など様々な分野を網羅した包括的な支援体制の整備
に向けて取り組みます。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

地域づくり活動へ参加したい人の割合
58.7%

（令和元年度）
↑

社会福祉協議会ボランティアセンター登録人数
1,104 人

（令和元年度）
↑

● 急速な高齢化や生涯未婚率の上昇、
核家族化、地域の繋がりの希薄化な
どにより、地域の中で必要な支援の担
い手が減少する傾向にあります。また、
介護と育児に同時に直面する世帯（ダ
ブルケア）や、高齢の親と引きこもり
の子（8050問題（※））など、複雑で複合
的な課題を抱える個人や世帯が増加し
ている傾向にあるため、一つの相談機
関では解決が難しい状況になってい
ます。

● 誰もが住み慣れた地域で、安心して住
み続けることができるよう、身近な問
題は身近な地域で解決することを基本
として、地域で支え合うことの必要性を認識してもらい、積極的な地域づくり活動やボランティア
活動への参加を図る必要があります。

現状と課題

政策　　１　　保健・福祉

施策　　２　　地域福祉の推進

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

生活に身近な地域において、市民同士が世代を超えて繋がり、相互に役割を持ち、支え合
う環境を構築することにより、安心して自分らしい生活を送ることができる地域共生社会の形
成を推進します。

8.3 8.3 7.9 

1.8
7.3 10.2 

12.0

14.9 
16.5 

平成12年度 平成27年度 令和元年度

0.0

5.0

10.0
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20.0

25.0

30.0

35.0

40.0％

現在継続的に取り組んでいる

たまに取り組むことがある

取り組んだことがある

― 市民の地域活動やボランティアへの取組み状況 ―
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成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

「地域共生社会実現に向けた情報共有会議」の開催回数
0 回

（令和元年度）
2 回

身近な福祉相談窓口の設置箇所数
20 か所

（令和元年度）
21 か所

②　多様な担い手の人材育成　

目的　　◆ 地域福祉を推進するため、地域福祉活動を担う人材のさらなる養成を図るとともに、新
たな担い手を養成することで、地域における課題解決力の強化を図ります。

手段　　◆ 民生委員・児童委員の活動を支援するとともに、必要なボランティアを募集し、養成し
ます。

　　　　◆ 社会福祉協議会が実施している地域内の関係性づくりに向けた取組みをさらに支援し
ます。

　　　　◆複雑化、複合化している地域の福祉ニーズに対応する地域福祉団体の活動を支援します。
　　　　◆ 既に活動している個人・団体ボランティアを社会福祉協議会ボランティアセンターに登録

することで、支援が必要な人のニーズに応えます。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

民生委員・児童委員の定員充足率
95.5%

（令和元年度）
100%

地域福祉を推進するボランティア養成講座の開催回数
43 回

（令和元年度）
44 回

③　地域で支え合う仕組みづくり

目的　　◆ 住民同士が交流を通じて、地域課題を解決することができるよう、地域の支え合いの拠
点を充実させていくとともに、平時の見守りや災害時に高齢者や障がい者などの要支援
者を地域で支えていくネットワークの構築を図ります。

手段　　◆ 避難行動要支援者避難支援制度で作成した名簿情報を自治会に提供し、災害発生時に
地域の中で支援を行うとともに、日頃から地域で見守る体制の構築に繋げます。

　　　　♦ 高齢者、障がい者、子育て中の家庭など、誰でも気軽に交流できる老人憩の家、子育
てサロンなどの有効活用と充実を図るとともに、すべての市民が地域での交流と支え合
いに関心を持ち、それぞれの役割を担うため、広報、市ホームページ、講座等のあらゆ
る機会を捉えて、地域共生社会の周知、啓発を行います。

　　　　◆ 認知症、知的障がい、精神障がいなどの理由で判断能力が不十分な人が、財産の管理や
必要な介護サービス等の支援を受けられるように、成年後見制度（※）の普及促進を図ります。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

避難行動要支援者避難支援制度協力自治会数（累計）
15 自治会

（令和元年度）
50 自治会

成年後見制度の法定後見及び任意後見利用者数
137 人

（令和元年）
160 人

◆ 地域福祉活動を推進するため、市民、地域、事業所、行政などのそれぞれの役割を認識し、「自助」「共
助」「公助」による施策展開を進めるともに、これまで培ってきた連携のさらなる強化を図ります。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆地域福祉計画　◆高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画　◆障がい者計画　
◆子ども・子育て支援事業計画

個別計画
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①　地域包括ケアシステムの深化・推進

目的　　◆ 高齢者が身近で相談できる窓口の強化や医療・介護の連携を図ります。また、認知症の
人が住み慣れた地域で自分らしい暮らしができる社会の実現を図ります。

手段　　◆身近な相談窓口として地域包括支援センター（※）の機能強化及び周知を図ります。
　　　　◆ 医療と介護のサービスがスムーズに利用できるよう専門職種間の顔の見える関係を構築

します。
　　　　◆認知症の理解について周知啓発や認知症の人を介護する家族への支援等を行います。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

現在の健康状態を良好と答える人の割合（65 歳以上）
80.7%

（令和元年度）
↑

「要支援・要介護認定者（※）」のうち「要支援者」の割合（65
歳以上）

28.0%
（令和元年度）

→

政策　　１　　保健・福祉

施策　　３　　高齢者福祉の推進

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

高齢者が住み慣れた地域の中で、健康で生きがいを持ちながら生涯学習、社会活動、地
域活動等に積極的に参加できる社会を目指し、在宅医療と介護の連携や生活支援、介護予防
を推進することで、いつまでも安心して暮らせる地域づくりを推進します。

● 本市の高齢者人口は、平成20年
度の20,891人、高齢化率19.8%
に対し、令和2年度が31,271人、
28.5%と急激に増加しています。
また、 令 和2年 度 の65歳から74
歳までの前期高齢者は15,295人

（13.9%）、75歳以上の後期高齢
者は15,976人（14.5%）と後 期 高
齢者が上回っています。

● 本市の単身高齢者や高齢者世帯
は、平成2年の2,291世帯に対し、
平成27年の10,195世帯と約4.5倍
に増加していることに伴い、今後は、
介護サービス事業量の増加や利用
者ニーズが多様化することが見込まれます。

現状と課題
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― 高齢者の人口 ―
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指標名 現状値 目標値

地域包括支援センターの認知度
38.4%

（令和元年度）
52.8%

認知症サポーター養成講座受講者数
1,782 人

（令和元年度）
1,800 人

②　活力ある高齢者の活動支援

目的　　◆ 高齢者が自身の健康状態に合わせた社会活動等を行うことや生きがいをもって暮らせる
ための環境づくりを推進するとともに、いつまでも住み慣れた地域で自立した生活を過
ごせるよう介護予防活動を支援します。

手段　　◆ シルバー人材センターに対する活動の支援や市民団体等と連携することで、就労やボラ
ンティアによる社会参加等の機会拡充を図ります。

　　　　◆ 敬老事業の支援や老人クラブ、談話室、老人憩の家等の設置及び運営支援を行うことで、
高齢者が気軽に出かけて地域の人と交流できる機会を増やします。

　　　　◆ 元気な高齢者が気軽に出かけて介護予防体操や認知症予防ができる環境づくりを行い
ます。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

地域づくり活動に企画、運営者として参加したいと思う人の
割合

30.2%
（令和元年度）

35.0%

介護予防体操、認知症予防等の実施場所
91 か所

（令和元年度）
96 か所

③　高齢者が安心して暮らせる環境の整備

目的　　◆ 高齢者の生活環境（住まい、ごみ出し、外出等）の整備を推進するとともに、高齢者の権
利擁護（※）のための支援体制の構築や成年後見制度の周知、活用支援を行います。

手段　　◆高齢者の住まいの整備（住宅改修、高齢者施設整備等）を行います。
　　　　◆地域ぐるみの生活支援（ごみ出し、外出支援等）の充実を図ります。
　　　　◆ 高齢者の権利擁護を図るため、日常生活自立支援事業、市民後見人の養成、成年後見

制度の普及啓発などに取り組みます。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

介護保険における居宅介護住宅改修
294 件

（令和元年度）
450 件

生活支援整備体制事業における第 2 層協議体会議回数
20 回

（令和元年度）
36 回

◆ 医療や介護関係者との連携を強化し、介護が必要になった人や認知症の人が暮らしやすい地域づく
りを推進します。

◆ 老人クラブ、老人憩の家、談話室等を運営する団体や市民と協働して、高齢者が気軽に交流できる
場を提供します。また、シルバー人材センターや企業等と連携して高齢者の就業機会を拡大します。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画個別計画
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①　自立した生活の支援

目的　　◆ 障がい者（児）が住み慣れた地域で自立した生活ができるよう、情報の提供や相談支援を
行うとともに、障害福祉サービス等の充実を図ります。また、関係機関等と連携して障
がい者を地域で支える仕組みをつくります。

手段　　◆障がい者（児）の抱える問題等に柔軟に対応できるよう、相談支援体制の充実を図ります。
　　　　◆自立した生活を支援するため、障害福祉サービスや各種制度等の充実を図ります。
　　　　◆情報の取得や意思疎通を支援するため、情報、コミュニケーション環境を整備します。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

自宅等で生活をしている障がい者の割合
99.0%

（令和元年度）
→

仕事をしている障がい者の割合
29.3%

（令和 2 年度）
↑

政策　　１　　保健・福祉

施策　　４　　障がい者（児）福祉の推進

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

障がいのある人もない人も互いに認め合い、地域の中で安心して暮らせる社会を実現し
ます。

● 令和元年度の障害者手帳の所持者は
4,939人 で、5年 前 の 平 成26年 度 の
4,715人と比較し、人数で224人、率
で4.8%の増となっています。そのうち、
精神障害者保健福祉手帳の所持者は約
1.5倍となっています。

● 障がい者等及び介助者（家族等）の高齢
化が進んでおり、これまで支援をしてき
た親が亡くなった後の子の生活への支援
や中高年のひきこもりが社会的な課題と
なっています。そのため、障がい者本人
だけでなく家族への支援も必要になるな
ど、包括的な支援が求められています。

● 障がい者の就労について、就労の意欲
があっても就労に至らない場合や就職し
ても継続が難しい場合があります。その
ため、就労を支援するとともに社会参加の妨げとなる障がい者に対する誤解や偏見などの解消が
求められています。

現状と課題
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指標名 現状値 目標値

基幹相談支援センター（※）相談件数
10,083 件

（令和元年度）
10,500 件

手話通訳派遣回数
379 件

（令和元年度）
450 件

②　障がい者（児）が安心して暮らせる環境の整備

目的　　◆ 障がい者（児）が住み慣れた地域で安心して生活を送れるよう、医療費の負担の軽減や権
利擁護の推進を図ります。また、障がいに対する理解の促進、意識啓発を図ります。

手段　　◆安心して必要な医療が受けられるよう医療費の助成や医療給付の充実を図ります。
　　　　◆障がいや障がい者（児）への理解を高めるため、広報や啓発活動を推進します。
　　　　◆成年後見制度の普及啓発を図るなど権利擁護を推進します。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

医療について困り事のある人の割合
48.3%

（令和 2 年度）
47.8%

啓発事業参加者数
2,485 人

（令和元年度）
2,560 人

③　社会参加の促進

目的　　◆ スポーツやレクリエーションなど様々な活動の機会を通じて、生きがいづくりを支援しま
す。また、障がいの早期発見と適切な対応を図ることにより、生きる力を育みます。

手段　　◆身体障がい者福祉センターの講座等を通して、スポーツや芸術文化活動を促進します。
　　　　◆小規模作業所への支援など、障がい者の活動機会の拡充と社会との交流を推進します。
　　　　◆ 早期の段階から適切な支援に繋げていけるよう、障がいの早期発見と早期療育に努め

ます。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

身体障がい者福祉センター等で創作活動や生産活動を行って
いる人数

533 人
（令和元年度）

560 人

社会活動を行ったことがある障がい者の割合
12.3%

（令和 2 年度）
13.0%

◆ 地域のネットワークや自立支援に関することなどを協議する「障がい者地域自立支援協議会（※）」等を
通じて、関係機関との連携強化を図りながら、地域課題の解決に取り組んでいきます。

◆市内の相談支援事業所と情報交換の場を設けるなど連携を強化します。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆障がい者計画　◆障がい福祉計画・障がい児福祉計画個別計画
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①　国民健康保険事業の適正な運営

目的　　◆ 市民が安心して医療機関を受診できるよう、給付と負担のバランスを図ることで、健全
で安定した国民健康保険制度を運営します。

手段　　◆ ジェネリック医薬品の普及など医療費の上昇を抑制するとともに、第三者行為求償（※）や
保険者間調整（※）を行うことで、支出の適正化を図ります。

　　　　◆ 保険者努力支援制度の活用や、適正な保険料率の設定、納付しやすい環境の整備や早
期滞納解消に向けた納付相談等により徴収率の向上を図ることで、収入を確保します。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

国民健康保険 1 人当たりの医療費
343,332 円

（令和元年度）
→

介護保険 1 人当たりの介護給付費
1,401,836 円
（令和元年度）

→

生活保護自立件数
93 世帯

（令和元年度）
↑

政策　　１　　保健・福祉

施策　　５　　社会保障制度の充実

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

住み慣れた地域で安心して生活を継続できるよう、医療保険制度及び介護保険制度の適
正化、効率化を進めるとともに、給付と負担のバランスを図ることで、両制度の健全で安定
した運営を行います。

また、生活保護受給者や生活困窮者に対し、その困窮の程度に応じて、必要な保護（支援）
を行うことで、困窮の解消を図るとともに、安定した生活が送れるよう、継続的な自立支援
を行います。

● 国民健康保険は、年齢構成や医療費水
準が高いため、県が財政運営の責任主
体となって安定化を図っています。一方
で、県から示された国民健康保険事業
費納付金を確保する必要があり、加入
者減少等により、今後、厳しい財政状
況が見込まれます。

● 75歳以上の後期高齢者の割合は、65
歳以上の高齢者の50%以上を占めると
ともに、単身高齢者や高齢者世帯など
の増加、介護ニーズの多様化が課題と
なっています。

● 生活保護被保護世帯数（年度平均）は、
平成21年度の574世帯から、平成26
年度に942世帯と急増しましたが、そ
の後は微増傾向で令和元年度は1,028
世帯となっています。また、高齢化によ
る介護サービス利用者が年々増加しているため、介護扶助費が増額する傾向にあります。

現状と課題

国民健康保険医療費

後期高齢者医療費

介護給付費

30.5 31.9 32.1 32.3 33.5 34.3

78.7
83.8 80.2 82.8 82.2 84.6
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― 国民健康保険・後期高齢者医療・介護保険の 
１人当たり医療費と介護給付費 ―
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成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

ジェネリック医薬品の使用割合
79.1%

（令和元年度）
80.0%

国民健康保険料徴収率
82.2%

（令和元年度）
82.5%

②　介護保険事業の適正な運営

目的　　◆ 高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を過ごせるよう、利用者のニーズにあった介護
サービスの提供を行います。また、給付と負担のバランスを図ることで、健全で安定し
た介護保険制度を運営します。

手段　　◆ 利用者のニーズにあった介護サービスを供給できるよう、被保険者や医療、介護従事者
等の意見を聴取するなど、高齢者を取り巻く状況を把握していきます。また、適正な介
護サービスを供給できるよう、介護サービス事業所に対して、運営への助言指導や介護
人材の確保に努めます。

　　　　◆ 介護保険事業の安定した運営を図るため、介護保険料納付方法の周知や保険料滞納者
への納付相談、納付しやすい環境を整備して、保険料徴収率の向上を図ります。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

介護支援専門員（※）法定研修受講者数
35 人

（令和元年度）
50 人

介護保険料徴収率
96.2%

（令和元年度）
96.5%

③　生活保護と自立生活の支援

目的　　◆ 生活保護法や生活困窮者自立支援法により、生活保護受給者や生活困窮者の安定かつ
自立した生活を実現します。

手段　　◆ 自立促進に向けた就労支援を実施するとともに、子どもの貧困の連鎖を断ち切るため、生
活保護受給者の家庭における子どもの教育機会の確保や大学進学への支援を行います。

　　　　◆ 生活困窮者自立支援事業（※）における自立相談支援事業や住居確保給付金、子どもの学
習・生活支援事業等について、必要な人への支援が行き届くよう周知を行います。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

生活保護受給者等就労自立促進事業（※）参加者数
55 人

（令和元年度）
60 人

子どもの学習・生活支援事業実施回数
41 回

（令和元年度）
42 回

◆今後も市民や医療機関へジェネリック医薬品の普及が図られるよう協力を促します。
◆ 介護ニーズに応じた事業を展開していけるよう、介護サービスを提供する事業者等と協力して、適

切な事業所運営や介護人材確保等を行います。
◆民生委員・児童委員等と協力して、生活困窮者の早期発見に努めます。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画個別計画
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①　妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援

目的　　◆ 妊娠期から子育て期まで、誰もが安心して子どもを産み育てることができる支援の充実
を図ります。

手段　　◆ 妊婦面接や乳児家庭全戸訪問事業（※）、乳児健康相談、幼児健康診査など、妊娠期から
子育て期にわたるまでの健康管理や子育て家庭への継続的な見守りなど、切れ目のない
支援を行います。

　　　　◆ 誰もが孤立せずに安心して子育てができるよう、身近な地域による子育て家庭同士の交
流促進、子育て相談や子育てに関する情報提供を行うとともに、子育て支援コーディネー
ター（※）による情報発信、相談及び子育てサークルの育成などを行います。

　　　　◆ 子育てに対する経済的な負担軽減を図るため、児童手当の適正な支給や子ども医療費
助成など、経済的な支援を行います。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

合計特殊出生率（※） 1.22
（令和元年）

↑

子育て支援事業の満足度
73.1%

（令和 2 年度）
↑

政策　　２　　子育て

施策　　１　　子育て環境の充実　【重点施策】

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

妊娠期から子育て期までの家庭に対して、きめ細かな支援を行うとともに、社会全体で子
育て支援を行い、子どもが健やかに成長することができるまちを目指します。

●「 出生数」と「1人の女性が一生に生む子
どもの平均人数を示す合計特殊出生
率」は、平成26年が861人、1.33に対
し、令和元年は、698人、1.22とい
ずれも減少しています。

● 急速な少子化の進展や地域コミュニ
ティの希薄化などにより、子育て家庭を
取り巻く環境は、多様化かつ複雑化し
ています。

● 妊娠、出産期及び子育て期は、不安が
多い時期であるため、各家庭のニーズ
に合わせた切れ目のない支援を行うと
ともに、子育てに関する情報提供を積
極的に行う必要があります。

● 子育て家庭の孤立化などにより、児童虐待相談件数が増加しているとともに、子どもの貧困やひ
とり親家庭が増加傾向にあることから、きめ細かな支援の充実を図る必要があります。

現状と課題

1.33 1.33 

1.28 1.28 
1.29 

1.22

1.10

1.15

1.20

1.25

1.30

1.35

1.40

令和30年 令和元年平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

― 合計特殊出生率 ―
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成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

乳児家庭全戸訪問事業　訪問率
96.0%

（令和元年度）
96.0%

つどいの広場利用人数
25,859 人

（令和元年度）
34,000 人

②　きめ細かな支援が必要な子ども、子育て家庭への支援

目的　　◆ 特別な支援が必要な子どもやその家庭に対して、関係機関と連携を図り、安心して子ど
もが成長できる環境をつくります。

手段　　◆ 児童虐待の発生予防、早期発見、早期対応を図るため、相談体制の充実や必要な支援
を行うとともに、関係機関で構成される「児童虐待防止対策等地域協議会」において、情
報交換、支援方法等を検討し、連携の強化を図ります。

　　　　◆ひとり親家庭等への経済的な支援、就業支援及び相談支援体制の強化を図ります。
　　　　◆ 子どもの養育、家庭環境、発達の不安など、様々な家庭の悩みに対して相談支援を行う

とともに、障がいのある子ども及びその家庭に対し、障がいの疑いがある段階からの相
談など、療育支援を行います。

　　　　◆ 経済的理由により子どもに義務教育を受けさせることが困難な家庭に対し、学校教育に
必要な学用品等の経費に対して、就学援助を行います。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

児童虐待防止（子育て関係）講座等の開催回数
15 回

（令和元年度）
38 回

ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金（※）受給者数
8 人

（令和元年度）
12 人

③　地域全体で子育てを支えるための環境整備

目的　　◆ 地域の子育て支援の拠点となる児童センターを中心に、地域全体で子育てを支援する環
境をつくります。

手段　　◆ 地域の子育て支援の拠点となる児童センターを中心に、民生委員・児童委員、自治会、
学校、保育園など地域全体で子育て支援する体制を推進します。

　　　　◆ 子育てサポーター（※）などの子育てボランティアと連携して、児童センターなどにおいて、
子育て相談、子育て交流、体験教室などを実施し、子育て家庭の支援や子どもの健全
な育成を図ります。

　　　　◆ 子ども達にとって身近な魅力ある遊び場とするため、地域との連携を図り、児童センター、
公園、児童遊園の適正な管理を行うなど、環境の整備を行います。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

児童センター利用人数
99,378 人

（令和元年度）
126,000 人

子育てサポーター活動回数
740 回

（令和元年度）
800 回

◆ 民生委員・児童委員、保健推進員、子育てサポーターなどのボランティアの確保、育成を図り、
市民との協働により地域全体で子育て支援の充実を図ります。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆子ども・子育て支援事業計画　◆いきいきプラン健康かまがや21個別計画
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①　幼稚園、保育園の充実

目的　　◆就学前の子どもへの教育、保育サービスの充実を図ります。
手段　　◆ 保育士の研修を積極的にサポートし、保育の質を高めるとともに、保育環境の整備、処

遇改善を継続することで保育士の安定確保、離職防止を図ります。
　　　　◆幼稚園への補助制度の見直しにより、預かり保育の充実を図ります。
　　　　◆国、県等の補助制度を有効活用し、感染症対策、業務のICT化を促進します。
　　　　◆認可保育所（※）の整備を進めるとともに、認定こども園（※）の普及促進を図ります。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

待機児童数（保育園、放課後児童クラブ（※））
0 人

（令和2年4月1日現在）
→

合計特殊出生率【再掲】
1.22

（令和元年）
↑

政策　　２　　子育て

施策　　２　　保育サービス等の充実　【重点施策】

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

多様化する子育て家庭の状況に応じて、様々な保育サービス等による支援を行うことで、
安心して子育てができる環境を実現するとともに、子ども達が健やかに育つ環境を構築します。

● 5歳以下の就学前児童数は、平成27
年度の5,448人に対し、令和元年度が
4,774人で、674人減少しており、今
後も何ら対策を講じなければ減少するこ
とが見込まれています。

● 児童人口が減少する一方で、共働き世
帯の増加に伴い、保育利用率及び放課
後児童クラブの利用率が大幅に増加し
ています。

● 平成27年度から令和2年度までの年度
当初の段階では待機児童ゼロを達成し
ていますが、年度途中からは待機児童
数が発生しています。

● 女性の就業率の上昇やライフスタイルの多様化により、教育、保育等（延長保育、一時預かり、病児・
病後児保育など）に対するニーズは多様化しています。

現状と課題

5,448
5,267

5,051
4,915
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― 5歳以下の就学前児童数 ―
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指標名 現状値 目標値

子育て支援員（※）研修の受講率
23.8%

（令和 2 年度）
50.0%

保育所定員数
1,545 人

（令和 2 年度）
1,635 人

②　放課後児童クラブの充実

目的　　◆ 放課後児童クラブの環境整備及び質の向上を図り、児童の健全な育成を支援します。
手段　　◆ 放課後児童クラブ施設において必要な改修、設備及び備品等の更新を行い、保護者が

安心して預けられるよう適切な育成環境を整備します。
　　　　◆ 父母会、地域、学校、事業者などと連携を図り、適切な遊びと生活の場を提供するなど、

児童の健全な育成を支援します。
　　　　◆体験教室などを実施し、魅力ある楽しい放課後児童クラブを運営します。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

放課後児童クラブが楽しいと思う児童の割合
60.2%

（令和 2 年度）
80.0%

放課後児童クラブの定員数
806 人

（令和元年度）
827 人

③　多様な家庭に対応した保育サービスの充実

目的　　◆ 女性の就業率の上昇や、ライフスタイルの多様化に対応するため、様々な保育サービス
を提供します。

手段　　◆ 保育園を定期的に利用していない家庭を対象に、仕事や急病、家族の介護等で育児が
困難になったときに一時的な預かり保育を提供します。

　　　　◆ 保護者の多様な就業形態等に対応するため、保育園における通常の開所時間を延長して
必要な保育を提供します。

　　　　◆ 病気中や病気回復期にあり集団保育が困難な児童について、病院等で一時的に保育を
提供します。

　　　　◆ ファミリー・サポート・センターにおいて、子育ての援助を受けたい人（依頼会員）と子育て
の援助をしたい人（提供会員）が会員となる相互援助活動の充実のため、支援を行います。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

一時預かり事業の受入可能人数
10,560 人

（令和 2 年度）
15,840 人

ファミリー・サポート・センター提供会員数
171 人

（令和元年度）
195 人

◆保育園、幼稚園、小学校のネットワーク体制の強化を図ります。
◆ 民間保育事業者の協力を得ながら、園庭開放、子育て相談など地域における子育て支援の充実を

図ります。
◆ 放課後児童クラブで、父母会、地域、学校、事業者などと連携を図り、児童の健全な育成を支援

します。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆子ども・子育て支援事業計画個別計画
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①　安全で安心な教育環境の確保

目的　　◆ 児童生徒が安心して有意義な学校生活を送ることができるよう、安全で快適な教育環境
を確保します。

手段　　◆ 学校施設の日常点検及び定期点検に取り組むことで、適正な維持管理を行います。
　　　　◆ 学校施設長寿命化計画に基づき、改修部位の優先順位を決定し、必要な改修等を行うこ

とで、施設の長寿命化に取り組みます。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

教職員、保護者等からの学校施設満足度の割合 ― ↑

授業の中で課題解決に向けて自分で考え、自分から取り組んで
いた児童生徒の割合

― ↑

※この施策の状態指標の現状値は、これまで同様のアンケートを行っていないため、「－」としています。

政策　　３　　教育

施策　　１　　学校教育の充実　【重点施策】

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

子ども一人ひとりの個性に応じたきめ細かな学習環境づくりに取り組むとともに、安全かつ
快適な学習環境のもと、主体的に考え判断し、行動できるよう生きる力が育まれる学校教育
の充実を図ります。

● 学校施設は、昭和40年代から50年代に集中
的に整備しているため、老朽化が進んでいま
す。

● 読書活動は、言語能力や豊かな心を育成す
るなど教育効果が高いため、すべての学校
に学校図書館司書を配置していますが、蔵
書数が学校図書館図書標準を満たしていな
い学校があります。

● 新学習指導要領には「新しい時代に必要とな
る資質・能力の育成」が掲げられており、子
どもたちには、グローバル化や急速な情報
化、技術革新など、社会変化に対応する資
質や能力が求められています。

● 国のGIGAスクール構想（※）に対応するため、1人1台の端末の整備等を行っており、各種ICTを最
大限活用した効果的な授業展開が重要です。

● 限られた時間の中で、教職員が子どもたちと向き合える時間を確保することが難しい状況である
ことから、学校の働き方改革が求められています。

● いじめに繋がらないよう未然防止、早期発見、早期対応が課題となっています。そのため、道徳
教育などを推進する必要があります。

現状と課題

3.2% 1.6%

8.1%

11.3%

75.8%

0年以上～10年未満

10年以上～20年未満

20年以上～30年未満

30年以上～40年未満

40年以上～

― 市内小中学校築年数（令和元年度）―
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指標名 現状値 目標値

外壁、屋上防水等改修率
32.3%

（令和元年度）
35.5%

小中学校トイレの整備進捗率　
46.4%

（令和元年度）
94.6%

※「小中学校トイレの整備」は、洋式化、照明、床（乾式化）等の改修を行うものです。

②　生きる力をはぐくむ特色ある学校づくり

目的　　◆ 児童生徒の基礎学力を高め、一人ひとりの特性に合わせた教育を行いながら生きる力を
育みます。

手段　　◆ 児童生徒のニーズに応じた教育を行うため、特別支援教育推進指導教員（ほほえみ先生）、
少人数教育指導教員（きらり先生）、学校図書館司書、理科支援員、外国語活動支援員、
介助員等を配置します。

　　　　◆ GIGAスクール構想に対応したICT教育環境を効果的に活用ができるよう、教職員研修を
行います。

　　　　◆ 子どもたちの健やかな成長を見守るため、学校、地域、家庭が連携し、地域に開かれた
学校づくりを推進します。

　　　　◆学校図書館司書、図書ボランティアと連携、協力し、学校図書館の充実を図ります。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

ICT 教育機器の 1 日の授業における使用割合 ― 50.0%

学校図書館図書標準の達成校
12 校

（令和元年度）
14 校

※「ICT 教育機器の一日の授業における使用割合」の現状値は、令和 3 年度に本格実施するため、現状値は「－」としています。

③　専門性と社会性を備えた教職員の育成

目的　　◆ 新たな教育課題に対応できる高い専門性を身に付けるとともに、専門性と社会性を兼ね
備えた、豊かな人間性を持つ教職員を育成します。

手段　　◆ 教職員の資質、能力向上と専門性の確立を図るため、研修、研究内容の精査を行い、
授業改善に取り組みます。

　　　　◆ 教職員が児童生徒と向き合う時間を確保するため、教材費の公会計化などを実施するこ
とで、教職員の働き方改革を推進します。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

自主公開取組み校
9 校

（令和元年度）
12 校

児童生徒と向き合う時間を確保できている教職員の割合
68.2%

（令和元年度）
95.0%

◆幅広い地域住民等の参画により、地域とともに歩む学校に取り組みます。
◆地域の事業所の協力を得ながら、社会体験学習を行い、働く意義を考える機会づくりを行います。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆学校施設長寿命化計画　◆教育振興基本計画　◆教育大綱個別計画
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①　保健、安全教育の充実

目的　　◆ 児童生徒が、健康で安全な学校生活が送れるよう配慮するとともに、児童生徒自らが健
康や安全に関する知識を習得し、実践できるよう支援します。

手段　　◆ 児童生徒の心身の発達と健康管理の維持向上を図るため、定期的に健康診断、環境衛
生検査等を実施します。

　　　　◆ 健康診断の結果に基づき、疾病の予防措置又は治療を指示するなど、適切な措置を行
います。

　　　　◆ 児童生徒を取り巻く健康問題に対処し、学校保健の推進を図るため、養護教諭、保健主
事等を対象とした研究会を実施します。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

標準体重の児童生徒の割合
90.4%

（令和元年度）
↑

児童生徒の交通事故の発生件数
14 件

（令和元年）
↓

学校給食の満足度
80.0%

（令和元年度）
↑

政策　　３　　教育

施策　　２　　児童・生徒の健康及び安全等の確保　【重点施策】

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

児童生徒が、自らの健康の維持向上を図る能力や安全意識を身につけるための指導を行う
とともに、安全で安心に学校生活が送れるよう、学校及び通学環境の向上を図ります。

また、児童生徒に安全で安心な給食を提供するとともに、食に対する正しい理解や望ましい
習慣を身につけるため、保護者、学校、市との連携で食育を推進します。

● 児童生徒の健康問題や望ましい生活習慣
の確立について、家庭環境の多様化や
SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サー
ビス）の普及などにより問題が複雑化して
います。

● 学校における健康診断の未受診者や受診
勧告を受けた児童生徒については、その
後の医療機関受診等について家庭との情
報共有が課題となっています。

● 児童生徒の交通事故件数及び青少年セン
ターに寄せられる不審者情報件数は減少
していますが、児童生徒の安全、安心を
確保するため、さらなる対策が求められ
ています。

● 学校給食は1回当たりの摂取基準が決め
られているため、味付けなどの工夫によ
り完食を目指していますが、一定量の残食が発生しています。

現状と課題
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― 学校給食の満足度 ―

59



第
３
編　

前
期
基
本
計
画

第
３
章　

各
分
野
の
施
策
展
開

第
３
部　

各
分
野
の
施
策
展
開

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

児童生徒の定期健康診断受診率
95.1%

（令和元年度）
95.5%

児童生徒の定期健康診断受診勧告後の医療機関受診率
54.9%

（令和元年度）
60.0%

②　児童生徒の安全確保

目的　　◆家庭、学校、地域が連携して児童生徒の安全確保に取り組みます。
手段　　◆ 登下校時における児童生徒の安全を確保するため、ドライバーへの注意喚起や安全施設

の設置を行います。
　　　　◆ 教育委員会、学校、保護者、警察、道路管理者等で、通学路の合同点検を実施し、危

険箇所の把握と改善に取り組みます。
　　　　◆ 警察及び交通安全協会の協力のもと、子ども自転車安全運転講習会、スケアード・スト

レイト自転車交通安全教室（※）を実施します。
　　　　◆ 児童生徒が犯罪に巻き込まれることのないよう、児童生徒安全パトロールなどを実施す

ることにより児童生徒の安全を確保します。
　　　　◆ こども110番の家や子ども安全メール利用者の普及促進を図るとともに、地域が一体と

なって児童生徒の安全を確保するため、「かまがや83+運動（※）」への協力を促します。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

子ども自転車安全運転講習会、スケアード・ストレイト自転
車交通安全教室の実施回数

10 回
（令和元年度）

11 回

こども 110 番の家の登録件数（累計）
1,324 件

（令和元年度）
1,464 件

③　学校給食の充実

目的　　◆ 安全、安心な給食を提供し、食の大切さを伝え、望ましい食習慣を養います。
手段　　◆栄養士が小中学校を巡回し、給食の栄養や食の大切さを伝えます。
　　　　◆ 鎌ケ谷産の野菜をはじめとした様々な食材を使用し、家庭の食卓に上らない食材に接す

る機会を増やします。
　　　　◆ 学校給食の栄養、衛生安全管理を徹底するとともに、アレルギー除去食を安全に提供し

ます。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

鎌ケ谷産野菜、果実使用献立数
17 回

（令和元年度）
22 回

食育指導の実施回数
25 回

（令和元年度）
34 回

◆ 安全ネットワーク会議や学校評議員会議などを通じて情報交換を行うとともに、保護者、学校、地
域が一体となって児童生徒の安全確保を図ります。

◆ 鎌産鎌消献立や食材の事前公表を継続するとともに、学校給食の試食会を開催し、給食の理解を
深めてもらうことで地域に開かれた学校給食センターを目指します。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆通学路安全対策推進行動計画　◆食育推進計画個別計画
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①　青少年の社会参加、体験活動の機会づくり

目的　　◆ 青少年が社会性や社会規範を身につけ、自律心や思いやりの心を培うことができるよう
な活動機会を提供します。

手段　　◆「青少年相談員連絡協議会」、「子ども会育成会連絡協議会」等の青少年の育成活動を行う
団体と市との協働で体験活動を行います。

　　　　◆ 元気っ子ゼミナールを開催し、ゼミナール活動を通じて将来の青少年リーダーの育成を
図ります。

　　　　◆青少年関係団体の自主的な活動及び連携を図るため、団体活動の支援を行います。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

市内不良行為少年の補導人数（千葉県警察）
485 人

（令和元年度）
↓

青少年の育成活動を行う団体会員数
972 人

（令和元年度）
↑

● 少子化の影響などから、青少年の活動や
子ども会育成会連絡協議会への参加人数
が減少傾向にあり、担い手の育成が課題
となっています。

● 内閣府の令和元年度調査では、小学生の
49.8%、中学生の75.2%がスマートフォ
ンを利用しており、年々増加傾向にありま
す。

● ネット上での子どもたちに対する有害情報
や誹謗中傷の書き込みが増加し、いじめ
や事件に巻き込まれるケースが顕著とな
り、社会問題となっています。

現状と課題

政策　　３　　教育

施策　　３　　青少年の健全育成の推進

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

市、学校、家庭、地域等がそれぞれの役割を担うとともに、相互に協力しながら、未来を
担う青少年の健全育成と非行防止を図ります。
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指標名 現状値 目標値

元気っ子ゼミナール参加者数
381 人

（令和元年度）
390 人

青少年の体験活動等参加者数
5,789 人

（令和元年度）
5,860 人

②　非行防止対策の推進

目的　　◆未来を担う青少年の健全育成と非行防止を図ります。
手段　　◆ 学校、地域、警察等と連携し、定時、夜間パトロール等の街頭補導活動を行うとともに、

電話や来所等による相談活動を行います。
　　　　◆ SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）等における有害情報や誹謗中傷等の書

き込み、写真等について、ネットパトロール（※）を行います。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

青少年補導の活動回数
534 回

（令和元年度）
570 回

ネットパトロール活動件数
3,147 件

（令和元年度）
3,500 件

③　家庭、地域の教育力の向上

目的　　◆ 保護者や地域が家庭教育の重要性を認識するとともに、地域ぐるみで家庭や青少年を見
守ることで、青少年の健全育成を図ります。

手段　　◆ 家庭の教育力向上のため、保護者のニーズに合わせた情報を提供し、実践できるよう支
援します。

　　　　◆地域社会が青少年を見守り、健全に育めるよう情報の提供や啓発を行います。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

家庭教育に関する講座の参加人数
3,741 人

（令和元年度）
3,850 人

家庭川柳の応募数
1,466 句

（令和元年度）
1,480 句

◆ 青少年補導員の街頭補導活動を継続しつつ、「かまがや83+運動」をさらに拡充させることで、市全
体で見守り体制の強化を図ります。

◆ 青少年相談員連絡協議会、子ども会育成会連絡協議会、青少年育成推進委員会等の各団体と連
携して、社会参加、体験学習活動の機会を提供し、未来を担う青少年の健全育成を図ります。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆生涯学習推進基本計画個別計画
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①　総合的な危機管理体制の強化

目的　　◆ 様々な危機の類型に対応した計画や組織体制を定めるとともに、あらゆる事態を想定し
たマニュアルを策定し、かつ、計画的に実践することで、総合的な危機管理体制の強化
を図ります。

手段　　◆ 地域防災計画、国民保護計画、緊急事態対応計画等に基づき、必要な組織体制、人材
育成、物資の確保等を図ります。

　　　　◆あらゆる事態を想定した具体的な危機管理マニュアルを整備します。
　　　　◆危機管理体制を強化するため、計画的に防災体制強化研修を実施します。
　　　　◆ 災害時においても、市の業務を遂行するための業務継続計画（ＢＣＰ）を、定期的に確認す

るとともに、必要な見直しを行います。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

自主防災組織（※）の組織率
52.4％

（令和元年度）
↑

災害協定の締結数
57 件

（令和元年度）
↑

政策　　４　　安全

施策　　１　　危機管理体制・防災対策の強化　【重点施策】

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

災害による被害を最小限にするため、事前防災、減災その他迅速な復旧の取組みを推進し、
市民、事業者、行政が一体となって市全体の防災力の向上及び危機管理体制の強化を図ります。

● 自然災害、大規模な事故、武力攻撃事
態（※）、新型コロナウイルス感染症などの
緊急事態に際し、万全な体制で対処する
ことで、市民の生命、身体及び財産を保
護するとともに、基礎的な市民サービス
の継続が重要です。

● 近年、台風や集中豪雨などの自然災害が
頻発する一方で、首都直下地震など大規
模災害の発生が懸念され、国土強靭化（※）

の取組みによる防災、減災対策の充実強
化が求められています。

● 大規模災害が発生した場合には、行政の
活動（公助）のみでは対処することが困難
になるため、自助や共助の取組み強化による地域防災力の向上が課題となっています。

● 様々な専門分野の事業所等と災害協定を締結していますが、今後も、連携の輪を広げる必要があ
ります。

現状と課題
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②　事前防災、減災対策による地域防災体制の充実

目的　　◆「事前防災」と「減災」の基本的な考え方とその対策を推進するとともに、市民一人ひとり 
　　　　　の防災意識を高め、地域防災体制の充実を図ります。
手段　　◆自主防災活動を支援するため、自主防災組織に資器材を交付します。
　　　　◆ 洪水ハザードマップ（※）を更新するとともに、防災啓発に取り組み、災害時に必要な情報

を事前に周知します。
　　　　◆ 避難行動要支援者避難支援制度で作成した名簿を自治会へ提供し地域での支え合いの

強化を行い、共助の取組みを進めます。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

自主防災組織への資器材交付完了団体数（累計）
77 団体

（令和元年度）
85 団体

避難行動要支援者避難支援制度協力自治会数（累計）【再掲】
15 自治会

（令和元年度）
50 自治会

③　災害応急活動、復旧対策の強化

目的　　◆ 災害時に「自助」「共助」「公助」を担うそれぞれの主体が十分にその力を発揮できるよう、
災害応急活動、復旧対策の強化を図ります。

手段　　◆ 避難所運営マニュアルに基づき、自主的な運営を行う「避難所運営委員会」と協働して避
難所の運営にあたります。また、高齢者、障がい者などの配慮を必要とする人の避難を
目的とした福祉避難所の整備を進めるとともに、災害時に適切な対応ができる体制を構
築します。

　　　　◆災害時に円滑な活動を行えるよう、総合防災訓練を実施します。
　　　　◆ 防災行政無線をアナログ形式からデジタル形式に更新することで、災害時の情報伝達手

段の充実強化を図ります。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

避難所運営委員会の組織数（累計）
12 組織

（令和元年度）
21 組織

総合防災訓練の参加者数
1,871 人

（令和元年度）
2,000 人

◆ あらゆる事態を想定し、市民、事業者、関係機関等の協力を得て、市全体の危機管理体制を強化
します。

◆ 自主防災組織等が行う防災、減災に向けた活動を支援し、関係機関との連携を強化するとともに、
災害時における要配慮者の支援体制を強化します。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆国土強靭化地域計画　◆地域防災計画　◆国民保護計画　◆緊急事態対応計画　
◆新型インフルエンザ等対策行動計画

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

業務継続計画（BCP）の確認及び見直し
2 回

（令和元年度）
2 回

防災体制強化研修の参加者数 ― 400 人

※「防災体制強化研修の参加者数」の現状値は、令和 3 年度から研修を実施するため、「―」としています。

個別計画
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①　防犯対策の充実

目的　　◆ 防犯に関する市と市民等との情報共有やパトロール等の防犯対策の充実により、犯罪の
減少を図ります。

手段　　◆ かまがや安心ｅメール（防犯情報メール、子ども安全メール）により、必要な防犯情報を
迅速に配信することで、市民等への注意喚起を図ります。

　　　　◆ 通学時等の児童生徒安全パトロール事業、犯罪の起こりやすい夜間の安全を確保するた
めの夜間防犯パトロール事業を実施することにより、犯罪の予防と被害の未然防止を行
います。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

刑法犯認知件数（※） 716 件
（令和元年）

↓

電話 de 詐欺（特殊詐欺）（※）被害認知件数
29 件

（令和元年）
↓

政策　　４　　安全

施策　　２　　防犯対策の強化

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

犯罪のない安全で安心なまちづくりを推進するため、市民、自治会、事業者及び警察等の
関係行政機関が一体となって防犯対策の強化を図ります。

● 刑 法 犯 認 知 件 数 は、 全 国（ 令 和 元 年
748,559件、 平 成30年817,338件 ）的
にも、県全体（令和元年41,793件、平成
30年46,698件）でも減少しています。本
市は、令和元年が716件、平成30年が
827件で、平成21年の1,472件と比較す
ると、10年間で756件減少しています。

● 刑法犯認知件数は減少傾向にあります
が、本市の電話de詐欺（特殊詐欺）被害
認知件数は、県内でも上位にあり、この
被害根絶が課題となります。

● 平成30年度市民意識調査において、生
活環境に関する今後の重要度は、「道路の状況」が、86.6%と最も高く、次に「犯罪・風紀などの防
犯対策」が81.9%となっていることから、市民の治安に対する意識は高い状況にあります。

現状と課題
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②　自主防犯活動の推進

目的　　◆ 自主防犯活動を行っている団体等を支援するとともに、市民等の防犯意識の向上により、
自主防犯活動の推進を図ります。

手段　　◆ 防犯サテライト事業（※）の実施により、電話de詐欺（特殊詐欺）等の被害根絶に向けた啓
発活動を行います。

　　　　◆防犯協会の地域安全活動を補助することにより、防犯パトロール活動の支援を行います。
　　　　◆ 地域ぐるみによる子どもの見守り活動を推進するため、「こども110番の家」「かまがや83＋

運動」等への協力の呼びかけを行います。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

防犯サテライト事業実施件数
19 件

（令和元年度）
20 件

防犯パトロール隊参加者数（累計）
1,316 人

（令和元年度）
1,350 人

③　防犯設備の充実

目的　　◆ 防犯灯や防犯カメラ等の防犯設備を充実することにより、安全で安心な環境の基盤整備
を図ります。

手段　　◆市が設置する防犯灯や防犯カメラの維持管理を行います。
　　　　◆自主防犯団体が設置する防犯カメラの設置費の補助を行います。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

防犯灯設置数（累計）
8,570 灯

（令和元年度）
8,800 灯

防犯カメラ（街頭）設置数（累計）
42 台

（令和元年度）
44 台

◆ 防犯協会との連携を深め、自主防犯団体への活動支援を強化します。
◆ 防犯カメラ設置費補助金の周知及び運用の見直しにより、自主防犯団体への活動支援を強化し

ます。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

該当なし

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

かまがや安心 e メール（防犯情報）登録者数（累計）
3,640 件

（令和元年度）
4,000 件

児童生徒安全パトロール実施日数
240 日

（令和元年度）
240 日

夜間防犯パトロール実施日数
260 日

（令和元年度）
260 日

個別計画
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①　消防体制の充実

目的　　◆ 多様化する災害に対応できる消防体制の充実を図ります。
手段　　◆消防用自動車更新計画に基づき、消防用車両の更新を計画的に行います。
　　　　◆ 消防業務に必要となる予防技術資格者（※）等の資格取得をはじめ、研修等に職員を派遣す

ることで、消防に関する知識と技術の向上を図ります。
　　　　◆消防団充実強化計画に基づき、消防団の入団促進と装備品の強化を図ります。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

出火率（※）（人口１万人当たり）
2.3 件

（令和元年）
↓

災害出動件数（火災、救急、救助）
6,022 件

（令和元年）
↓

政策　　４　　安全

施策　　３　　消防・救急・救助体制の充実　【重点施策】

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

火災などの災害や事故に対応するため、迅速な消防活動に必要となる資機材を整備し、関
係機関との応援体制や連携を図ることにより、被害を最小限に抑えます。

● 多様化する災害対応や高度化する救急活
動を迅速、的確に実現するため、最も重
要な資機材である消防車両等を計画的に
更新するとともに、消防職員の知識と技
術の向上を図り、消防体制を充実させる
必要があります。

● 本市の出火率は、2.3件であり、全国の3.0
件と比較しても火災の発生は少ない状況
となりますが、安心して暮らせるまちづく
りには、火災を発生させない継続的な取
組みが必要となります。

● 救急出動件数は、高齢化の進展に伴い、平成26年の5,158件に対し、令和元年は5,920件と大
幅に増加する中で、特にひとり暮らしの高齢者に対する安否確認の要請が増えていることから、こ
の対応が課題となっています。

現状と課題
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②　火災予防の推進

目的　　◆ 火災を発生させない安全なまちづくりを推進します。
手段　　◆ 火災による被害を抑えるため、住宅用火災警報器の設置を促進するとともに、定期的な

点検と機器更新の普及啓発を図ります。
　　　　◆ 防火対象物（※）や危険物施設（※）の安全性を維持するため、定期的な立入検査を行います。
　　　　◆ 大地震時に発生するおそれのある電気火災を防ぐため、感震ブレーカーの設置普及を図

ります。
　　　　◆幼年消防クラブや少年消防クラブ、婦人防火クラブと連携して火災予防啓発を図ります。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

住宅用火災警報器の設置率
72.6％

（令和元年度）
73.8％

立入検査実施件数
389 件

（令和元年度）
400 件

③　安心できる救急、救助体制づくり

目的　　◆ 市民が安心して暮らせるよう、救急活動及び救助活動をさらに迅速かつ的確に実施する
体制を構築します。

手段　　◆ 救命講習を開催し、バイスタンダー（※）による応急手当の普及を図ります。
　　　　◆ 市内公共施設に設置するＡＥＤ（自動体外式除細動器）（※）を屋外に設置し、24時間、365

日、誰もがＡＥＤを使用できる環境を整えます。
　　　　◆計画的に活動訓練を実施し、迅速かつ的確な活動を確実なものとします。
　　　　◆救急、救助隊員を外部研修に派遣し、高度な知識と技術の習得を図ります。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

救命講習開催回数
48 回

（令和元年度）
55 回

活動訓練実施回数（救急、救助）
922 回

（令和元年）
930 回

◆市民や防火団体と一体となる火災予防運動を展開し、火災予防の推進に取り組みます。
◆市民や事業者に応急手当の重要性を啓発し、救命講習の普及に取り組みます。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆消防用自動車更新計画

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

消防車両の更新台数（累計） ― 16 台

予防技術資格者数
35 人

（令和元年度）
60 人

※「消防車両の更新台数（累計）」は、令和 3 年度から令和 8 年度までに更新する消防車両の台数としているため、現状値は「―」 
　としています。

個別計画
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①　環境保全への監視、指導体制の充実

目的　　◆ 市民の安全、安心な生活を確保するため、健康や生活環境に被害を及ぼす公害の防止
を図ります。

手段　　◆ 生活排水による河川等の水質汚濁に対する監視を行うとともに、イベントや講座等を通じ
て、浄化意識の啓発を行います。

　　　　◆ 騒音や環境保全等の監視を行うとともに、その実態を把握し改善を促すことで、安全で
安心な生活環境を確保します。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

河川の水質 BOD 値（※） 6.6㎎ /L
（令和元年度）

↓

市域内温室効果ガス排出量
536,000 t-co2

（平成 28 年度） 
↓

政策　　５　　環境

施策　　１　　環境保全の推進

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

自然と社会が調和した良好な環境の中で、快適に生活ができるように、市民、事業者及び
行政が協働し、自然にやさしい良好な環境の保全及び創造を図ります。

● 河川等の公共用水域の水質に負荷をかけ
ないよう、水質汚濁の原因の一つである
生活排水をどのように処理するかが課題
となっています。

● 地球温暖化は、平均気温の上昇、氷河の
融解に伴う海面水位の上昇、異常気象な
どの気候変動など、私たちの生活にも甚
大な被害を及ぼすこととなり、地球規模
で取り組むべき課題となるため、一人ひ
とりが現状を認識したうえで取り組むこと
が求められています。

● 行政と協働で環境問題に取り組んできた
市内環境保全団体構成員の高齢化が進ん
でいるため、次世代の担い手の育成が課
題となっています。

現状と課題
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②　温室効果ガス排出の抑制

目的　　◆ 市民、事業者、行政が一体となって、市域内の温室効果ガス排出量の抑制を図ります。
手段　　◆ 地球温暖化対策実行計画に基づき、庁内の業務から発生する温室効果ガスの削減を図り

ます。
　　　　◆市民、事業者への緑のカーテン（※）の普及啓発を推進します。
　　　　◆ 家庭に設置する再生可能エネルギー（※）及び省エネルギー設備の普及促進を図るため、

補助を行います。
　　　　◆ 公共施設の大規模改修時などにおいて、再生可能エネルギーや省エネルギー設備の導

入を検討します。
　　　　◆ 市民、事業者の再生可能エネルギー、省エネルギー設備に関する知識の普及啓発を図

ります。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

市の業務による温室効果ガス排出量
5,154t-co2

（令和元年度）
3,917t-co2

再生可能エネルギー設備設置補助件数
58 件

（令和元年度）
65 件

③　環境保全活動の促進と市民、事業者の参加

目的　　◆環境保全活動への参加機会の創出を図ります。
手段　　◆「市内環境保全団体」と「環境保全活動に参加したい人」とをマッチングする制度を構築し 
　　　　　ます。
　　　　◆ 次世代の担い手の環境意識醸成を目的とした事業として、市内外の学校等（高校、専門

学校、大学）と連携、協働し、市内の小学生等を対象に、「（仮称）こどもエコクラブ」の発
足を推進します。

　　　　◆ 自然環境講座の内容を充実するとともに、市内に点在するビオトープ（※）の保全及び活用
を図ります。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

自然環境講座参加者数
223 人

（令和元年度）
250 人

環境フェア参加者数
1,282 人

（平成 30 年度）
1,500 人

◆市内環境保全団体と協力し、市民の環境保全活動への参加機会の創出を図ります。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆環境基本計画　◆地球温暖化対策実行計画（区域施策）
◆地球温暖化対策実行計画（事務事業）～公共施設エコアクションプラン～
◆生活排水対策推進計画・一般廃棄物（生活排水）処理基本計画

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

水質浄化に関する意識啓発活動回数
4 回

（平成 30 年度）
7 回

粟野家庭雑排水共同処理施設※の水質 BOD 値
9.9mg/L

（令和元年度）
5.0mg/L

※「粟野家庭雑排水共同処理施設」は、手賀沼の汚濁負荷削減対策の一環として、公共下水道の整備されていない粟野地区 
　の一部地域の生活排水を処理した後、大津川に放流する市内唯一の排水処理施設のことです。
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70



①　持続可能なごみ処理体制の整備

目的　　◆ ごみ分別の徹底を図るとともに、柏・白井・鎌ケ谷環境衛生組合と連携し、持続可能な
ごみ処理体制の整備を図ります。

手段　　◆ ごみ分別アプリケーション、ごみステーション管理システム、ごみ分別出前講座等により
ごみの分別徹底を図ります。

　　　　◆ごみ出し困難者の解消を図るため、「ふれあい収集事業」を推進します。
　　　　◆ 柏・白井・鎌ケ谷環境衛生組合と連携し、中間処理施設の公害防止対策及び長寿命化

対策などの施設整備を行うとともに、最終処分などの処理方式の検討や周辺整備などを
行います。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

資源化率（※） 20.1%
（令和元年度）

↑

最終処分量（※） 2,439t
（令和元年度）

↓

市民 1 人 1 日当たりのごみの排出量
791.6g

（令和元年度）
↓

政策　　５　　環境

施策　　２　　循環型社会の構築

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

安全かつ効率的な収集、運搬体制を構築するとともに、ごみの排出抑制、資源化を推進す
ることで、快適な生活環境を確保します。

● ごみの排出量は、家庭系、事業系ごみの
いずれも減少傾向がみられる中、資源化
量も紙類、布類を中心に減少傾向にあり
ます。

● クリーンセンターしらさぎは、施設稼働
後20年を経過しているため長寿命化対策
事業を実施していますが、今後も適正処
理を維持するため、さらなる施設のメン
テナンスを計画的に実施する必要があり
ます。

● 急速な高齢化の進展に伴い、高齢者世帯
や高齢者の単身世帯が増える中、ごみを
自らごみステーションに出すことが困難であるなど、ごみ出しに対する不安を抱える高齢者や障が
い者等の対策に取り組む必要があります。

現状と課題
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②　ごみの減量、再使用、リサイクルと適正処理の推進

目的　　◆ ごみの減量に繋がるための取組みとして、リユース、リサイクルを推進することで、資源
の有効活用を図ります。

手段　　◆ 生ごみ処理容器等購入費補助金制度を奨励し、燃やすごみで占める割合の高い生ごみ
の減量を図ることによって、燃やすごみ全体の減量を図ります。

　　　　◆ 有価物回収運動事業、使用済小型家電回収事業によって、本来ごみとして捨てられるも
のの中から有効な資源となるものを優先して回収することで、資源の再利用を図ります。

　　　　◆ 再利用情報提供事業によって、不要になったものを必要としている人に再度利用いただ
くことにより、ごみの排出量の減量を図ります。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

生ごみ処理容器等購入費補助件数
36 件

（令和元年度）
36 件

使用済小型家電の回収量
6,175kg

（令和元年度）
8,000kg

◆ 市民、事業者、行政がそれぞれの役割を認識し、連携、協力してごみの分別を徹底するなど、ご
みの減量化に取り組みます。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

該当なし

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

ごみ分別出前講座開催回数
16 回

（令和元年度）
25 回

ふれあい収集利用者件数
27 件

（令和 2 年度）
140 件

※「ふれあい収集利用者件数」の現状値は、事業開始当初の数値としています。

クリーンセンターしらさぎ
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①　公衆衛生の向上

目的　　◆ 人と自然が調和したきれいなまちを創出するため、さらなる自然環境（水環境）の向上を
図ります。

手段　　◆ 単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換を促進するとともに、し尿、浄化槽汚泥を
適正に処理します。

　　　　◆下水道整備の促進を図ります。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

生活排水処理率（※） 81.3%
（令和元年度）

↑

河川の水質 BOD 値【再掲】
6.6mg/L

（令和元年度）
↓

政策　　５　　環境

施策　　３　　環境衛生の向上

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

市民が安心して生活ができるように、市民、事業者、行政が協働し、清潔で快適な生活環
境を創出、保全します。

● 本市の下水道普及率は、令和元年度末
が67.0%で、全国平均79.7%、県平均
75.5%と比較すると下回っています。ま
た、令和元年度末現在、台所、洗濯な
どの生活排水が処理できない単独処理
浄化槽やくみ取り便槽を利用している人
は約2万人となっています。

● し尿等を処理するアクアセンターあじさ
いは、稼働後20年が経過し施設の老朽
化が進んでいるため、し尿、浄化槽汚泥
の適正処理を維持するにあたり計画的な
修繕等を行う必要があります。

● 狂犬病の感染予防のため、犬の登録及び予防注射を実施していますが、予防注射の接種率は
70%台を推移しています。また、犬の鳴き声や糞等の被害、飼い主のいない猫による生活環境
への被害についての問い合わせが多くなっています。

● 高齢化の進展による高齢者数の増加に伴い、斎場利用者の増加が見込まれるとともに、馬込斎
場の老朽化が進行しているため、継続的かつ安定的に利用できる斎場の管理運営が求められてい
ます。

現状と課題
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②　生活環境の向上

目的　　◆ 生活環境についての問題を予防、改善し、市民の快適な環境保全を図ります。
手段　　◆狂犬病予防注射の接種を促すとともに、獣医師会と連携し、畜犬登録を促進します。
　　　　◆ 飼い主のいない猫の不妊、去勢手術費を助成するとともに、「飼い主のいない猫適正飼

養活動普及員」と連携し、市民の快適な生活環境の確保に努めます。
　　　　◆ 小規模水道等の敷設及び管理の適正化を図るため、法令等に基づき、監視、指導等を

行います。
　　　　◆斎場の維持管理について、四市複合事務組合と協議及び連携を図ります。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

狂犬病予防注射の接種率
74.3%

（令和元年度）
76.5%

飼い主のいない猫の不妊、去勢手術件数
56 件

（令和元年度）
67 件

◆ 飼い主のいない猫の不妊、去勢について、獣医師会及び「飼い主のいない猫適正飼養活動普及員」
と連携して取り組みます。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆生活排水対策推進計画・一般廃棄物（生活排水）処理基本計画　◆環境基本計画

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

下水道普及率
67.0%

（令和元年度）
74.0%

合併処理浄化槽転換補助金利用件数
18 件

（令和元年度）
20 件

大津川の緑道
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①　良好な居住環境の確保

目的　　◆ 適切に維持管理されていない建築物を是正し違反建築物を防止するとともに、緑豊かな
環境を活かした良質な暮らしの場を育むことによって、良好な景観形成を推進し、良好
な居住環境の確保を図ります。

手段　　◆ 景観条例、開発許可制度、地区計画制度等を適切に運用することで、良好な景観形成
を推進します。

　　　　◆宅地や建物のパトロール等を定期的に実施し、所有者や事業者等の指導を行います。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

住宅の耐震化率
77.9%

（令和元年度）
↑

市内の空家率
2.4%

（令和元年度）
↓

政策　　６　　都市基盤

施策　　１　　良好な居住環境の確保　【重点施策】

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

市民、事業者、行政などが一体となって、宅地や建物を適切に維持、管理することで、良
質で快適な暮らしができるとともに、災害時においても不安を生じることがないよう、良好な
居住環境を確保します。

● 住宅の耐震化率は、令和2年度の目標値
95.0%に対し、令和元年度（令和2年1
月時点）の推計値が77.9%となっており、
耐震化率の向上が必要となっています。

● 平成30年6月に発生した大阪府北部地
震を契機に実施した通学路沿いのコンク
リートブロック塀等の点検では、危険な
塀等の存在が判明しており、引き続きそ
の対策が必要となっています。

● 令和元年度末時点で、市内には、空家等
と思われる建物が937件、空家率は2.4%
となっているため、所有者等の意識や理
解向上に資する活動を行うとともに、適切な管理を支援する必要があります。

● 令和元年度末時点で、市内の公営住宅供給戸数は382戸（県営住宅236戸、市営住宅146戸）と
なっています。その中で、市営住宅は、老朽化が進んでいるため、計画的な改修等を進める必要
があります。

● 良好な居住環境を確保するため、景観形成の方針及び基準に基づき、市の魅力ある景観を大切に
したまちづくりを進めるとともに、開発許可制度や地区計画（※）制度等を適切に運用する必要があ
ります。

現状と課題
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②　安全で安心な住宅の整備

目的　　◆ 木造住宅（旧耐震基準）の耐震化、危険なコンクリートブロック塀等の是正、造成地内の
宅地の安全性に関する確認、空家等の減少を促進することで、安全で安心な居住環境を
整備します。

手段　　◆ 旧耐震基準の木造住宅（※）の所有者に対する相談や補助を行うとともに、危険なコンクリー
トブロック塀等の所有者に除却等に対する補助を行います。

　　　　◆ 造成地内の宅地の所有者等に対し、擁壁などの維持管理を適切に行うよう啓発するとと
もに、宅地の安全性に関する取組みを行います。

　　　　◆空家等対策計画に基づき、空家等の適正な管理や有効活用等を推進します。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

住宅耐震改修促進事業補助件数
13 件

（令和元年度）
15 件

空家等の解消件数（累計）
205 件

（令和元年度）
445 件

③　住みよい公営住宅の充実

目的　　◆ 市営住宅のバリアフリー化等に取り組むとともに、施設及び入居者の適正な管理を行う
ことで、入居者の安全で安心な暮らしを確保します。また、住宅確保要配慮者（※）に対し
て公営住宅の提供を行います。

手段　　◆ 市営住宅等長寿命化計画に基づき、計画的に改修等を行うことによって、施設の長寿命
化とライフサイクルコスト（※）の縮減を図ります。

　　　　◆ 県などの関係機関と連携して公営住宅の安定的な供給を確保するとともに、住宅確保要
配慮者に対して居住支援を行います。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

市内公営住宅の供給戸数
382 戸

（令和元年度）
401 戸

外壁、屋上防水等改修率
10.0%

（令和元年度）
50.0%

◆ 空家等に関する相談業務に関しては、相続税、贈与税等の税務全般、敷地の境界などの関係する
団体等と連携して行います。

◆地区計画制度や景観条例を適切に運用することで、良好な居住環境を確保します。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆耐震改修促進計画　◆空家等対策計画　◆市営住宅等長寿命化計画

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

木造住宅等の検査済証の交付率
95.0%

（令和元年度）
100%

宅地、建物のパトロール件数
121 件

（令和元年度）
170 件

個別計画
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①　公園、緑地の適正な維持管理の推進

目的　　◆ 誰もが安心して利用できる公園とするため、利用者ニーズを踏まえた計画的な施設の改
修等を行うとともに、適正な維持管理を行います。また、地域に密着した魅力ある公園
とするため、市民、自治会等と協働で維持管理を行います。

手段　　◆ 適切に樹木の剪定、草刈等の維持管理を行うとともに、遊具、フェンスなどの公園施設
の補修、更新を計画的に行うことで、施設の長寿命化と更新費の平準化を図ります。

　　　　◆ 公園サポーター制度の積極的な活用を図るため、地域の自治会等に対して周知を行い、
住民参加を促進します。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

市民 1 人当たりの都市公園面積
3.3㎡ / 人

（令和元年度）
↑

緑地の面積
607ha

（令和元年度）
→

政策　　６　　都市基盤

施策　　２　　快適な公園・緑地空間の創出　【重点施策】

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

市民、事業者、自治会等と連携しながら、市内に残された貴重な樹林地等の緑を保全する
とともに、公園等を適正に管理することで、快適な公園と緑地空間を創出します。

● 市の魅力の一つとなる公園、生産緑地（※）、農地などの
緑は、大切に保全、育成していますが、宅地化等の進
展により、農地などは減少傾向にあります。

● 市内の都市公園は、令和2年4月1日現在、200か所、
約36haとなりますが、供用開始から20年以上経過して
いる都市公園が約7割に及ぶことから、遊具、フェンス
などの施設の老朽化が進んでいます。

● 都市公園数及び面積は増加する一方で、樹木の剪定、
清掃、草刈などの計画的な維持管理が課題となってい
ます。

● 親しみのある安全、安心な公園を推進するため、市民
と協働する公園サポーター制度を活用していますが、
担い手の高齢化や新たな人材の確保が課題となってい
ます。

現状と課題

18%

16%

32%

34% 10年以内

10年～20年

20年～30年

30年～

― 都市公園設置からの経過年数 
（令和元年度末時点） ―
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②　みどりの保全と創出

目的　　◆ うるおいとやすらぎのある緑に包まれた快適なまちを実現するため、良好な緑を保全す
るとともに、緑化の普及及び啓発を行うことで、みどりの創出を図ります。

手段　　◆ うるおいとやすらぎの場を提供するため、土地所有者の協力を得ながら、ふれあいの森
の計画的な整備及び管理を行います。

　　　　◆ 市の美観風致を維持するため、土地所有者の協力を得ながら、市内に残された良好な
樹林を保存樹木又は保全林として指定します。

　　　　◆都市公園、児童遊園等を確保し、市民の憩いの場として利用します。
　　　　◆宅地造成等の開発行為等において、緑化に努めるよう誘導します。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

保全林指定数
10 か所

（令和元年度）
10 か所

公園等設置数
240 か所

（令和元年度）
256 か所

◆ 都市公園、ふれあいの森、保全林などについて、市民や自治会による維持管理及び保全活動を進
めます。

◆駅前広場や公共施設で行われている花植え活動などを推進します。
◆開発行為等において、公園や緑地の設置を推進します。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆緑の基本計画　◆公園施設長寿命化計画

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

都市公園の遊具等の改修、更新数（累計）
65 基

（令和元年度）
142 基

公園サポーター制度による協働管理の公園数
42 か所

（令和元年度）
50 か所

市制記念公園
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①　安心して暮らせる治水対策

目的　　◆ 台風や大雨が発生しても、安全で安心して暮らせる環境を整備します。
手段　　◆河川、水路、地域排水施設及び雨水貯留池の整備を行います。
　　　　◆宅地開発等では、雨水の流出抑制を図る浸透施設などの設置を誘導します。
　　　　◆準用河川二和川下流の河川管理者である県と連携を図りながら、治水対策を進めます。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

浸水面積（※） 123.4ha
（令和元年度）

↓

床上、床下浸水件数
512 件

（平成 22 年度から令和
元年度までの最大値）

↓

政策　　６　　都市基盤

施策　　３　　治水対策の推進　【重点施策】

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

安全で安心に生活できる水害に強いまちとするため、河川、水路、雨水貯留池などの整備
を推進するとともに、きれいでうるおいのある水辺環境の保全を図ります。

● 令和元年度末時点の台風や大雨時にお
ける市内の浸水面積は123.4haで、市
全域に対する割合は約6%となってお
り、道路冠水や家屋への浸水被害が発
生している地域の市民生活に影響が生
じていることから、河川、水路、地域
排水施設及び雨水貯留池の整備を推進
する必要があります。

● 河川、水路、地域排水施設及び雨水
貯留池などの施設は、設置から長期間
が経過しているため、改修等による長
寿命化対策が必要となっています。

● 河川、水路等への不法投棄の増加や都
市化の進展に伴う生活雑排水の流入に
よる水辺環境の悪化が課題となっています。

現状と課題

126.4

125.2125.2

124.2 124.2 124.2 124.2 124.2 124.2

123.4

122.0

123.0

124.0

125.0

126.0

127.0ha

令和

元年度

平成

25年度

平成

24年度
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23年度

平成

22年度

平成

26年度

平成

27年度

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

― 浸水想定面積 ―
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②　きれいでうるおいのある水辺環境の保全

目的　　◆ 河川、水路及び雨水貯留池などを適正に管理することにより、市民が水辺環境に親しみ
を持つとともに、きれいでうるおいのある水辺環境を保全します。

手段　　◆ 事業者に対し、雨水浸透施設の設置を促すとともに、市民と協働し雨水浸透桝（※）モニター
の設置促進を図ります。

　　　　◆ 河川、水路及び雨水貯留池などについて、除草、清掃、パトロール等を行うことで適正
に管理するとともに、必要な補修工事を行うことで施設の長寿命化を図ります。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

雨水浸透桝モニター設置数（累計）
176 基

（令和元年度）
281 基

河川、水路除草面積
63,376㎡

（令和元年度）
65,500㎡

◆ 既存住宅地における雨水の地下への浸透を推進するため、市民協力のもと、雨水浸透桝モニター
制度に取り組んでいきます。

◆ 河川等の環境美化を行い、きれいな水を川に流すとともに、雨水浸透施設の設置等に取り組んで
いきます。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

該当なし

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

準用河川二和川バイパス整備率
37.7%

（令和元年度）
100%

雨水貯留池の容量
43,520㎥

（令和元年度）
48,720㎥

※「準用河川二和川バイパス整備率」は、バイパス区間 480m の整備率。河川拡幅区間 520m は、引き続き整備を進めます。

南初富２丁目雨水貯留池

個別計画
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①　下水道の整備

目的　　◆ 計画的に下水道の整備を進めることで、衛生的な生活環境の向上を図ります。
手段　　◆ 流域下水道（※）の管理者である県や近隣市と連携し、計画的かつ効率的に下水道を整備し

ます。
　　　　◆下水道管への接続について普及活動を行います。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

印旛沼の水質の向上
COD（※） 11.1mg/L

（令和元年）
↓

手賀沼の水質の向上
COD 8.6mg/L
（令和元年）

↓

東京湾の水質の向上
COD 2.6mg/L
（令和元年）

↓

※ 測定地点は、印旛沼が上水道取水口下、手賀沼が手賀沼中央、東京湾が東京湾 4（市川・船橋沖）としています。（出典：千葉県
HP  公共用水域水質測定結果）

政策　　６　　都市基盤

施策　　４　　持続可能な下水道事業の推進

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

下水道の整備を進め、すみやかに接続するとともに、適正に施設を管理することで、衛生
的で快適な生活環境の向上を図り、河川等の公共用水域の水質を保全します。

● 下水道は、家庭や事業所から発生する
汚水をきれいな水に変える公衆衛生上、
必要不可欠なライフラインですが、本
市の下水道普及率は、令和元年度末が
67.0%で、 全 国 平 均79.7%、 県 平 均
75.5%と比較すると下回っています。

● 本市の下水道施設は、今後耐用年数を
迎える施設が多くなるため、計画的な改
修等が必要となります。

● 少子高齢化や人口減少等の進展に伴い、
下水道使用料の減少が見込まれることか
ら、経営環境は厳しさを増すことが予想
されるため、将来にわたり安定した経営
を構築することが課題となっています。

現状と課題

※全国及び千葉県の数値は、千葉県の資料を用いている。
※ 全国の数値は東日本大震災により調査不能な市町村がある

ため、平成26年度末は福島県を除いた参考値としている。
　 また、平成27・28・29・30・元年度末は福島県において

調査不能な市町村を除いた参考値としている。
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― 下水道処理人口普及率 ―
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◆ 公共下水道整備区域内では、速やかに下水道に接続するとともに、使用者は油やごみ等を下水道
管に流さないなど、水質浄化に努めていきます。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

下水道普及率【再掲】
67.0%

（令和元年度）
74.0%

下水道水洗化戸数（累計）
29,056 戸

（令和元年度）
34,046 戸

②　下水道施設の維持管理

目的　　◆ 下水道施設を適正に管理し、良好な状態を維持することで、快適な生活環境を保持し
ます。

手段　　◆ 下水道事業ストックマネジメント計画（※）に基づき、計画的に管渠の点検、調査を行うとと
もに、その結果を踏まえて、計画的な修繕や改築等を行います。

　　　　◆管渠内の清掃を定期的に行います。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

管渠施設の点検、調査（累計） ― 37,000m

下水道管渠清掃延長
2,859m

（令和元年度）
3,000m

※「管渠施設の点検、調査（累計）」の現状値は、令和 2 年度に策定するストックマネジメント計画に基づいて点検、調査を 
　 行うため、「―」としています。

③　下水道事業の安定した経営

目的　　◆ 将来にわたり安定した下水道事業の運営を行うため、下水道事業経営戦略（※）に基づき、
経営基盤の強化を図ります。

手段　　◆下水道事業経営戦略に基づき、安定した事業運営を行います。
　　　　◆ 下水道事業経営戦略について、定期的に事後検証を行うとともに、必要な更新等を行い

ます。
　　　　◆適正な下水道使用料の設定について、定期的に検証します。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

経常収支比率 ― 100% 以上

下水道使用料の検証 4 年に 1 回 4 年に 1 回

※ 公営企業会計（※）に用いる経常収支比率は、当該年度の経常的な収益（下水道使用料等）で、維持管理費などの経常的な費
用をどの程度賄えているかを表す指標であり、100% 以上となっていると単年度の収支が黒字であることを示します。

※「経常収支比率」の現状値は、令和 2 年度から公営企業会計に移行したため、「―」としています。

◆汚水適正処理構想　◆印旛沼流域関連公共下水道事業計画　
◆手賀沼流域関連公共下水道事業計画　◆江戸川左岸流域関連公共下水道事業計画　
◆下水道事業ストックマネジメント計画　◆下水道事業経営戦略
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①　計画的な道路網の整備

目的　　◆ 歩道空間等を有する都市計画道路等を計画的に整備することで、利便性の向上と交通渋
滞の軽減を図ります。

手段　　◆ 都市計画道路整備プログラム（※）や道路ネットワークを踏まえて、歩道空間等を有する都
市計画道路や新京成線連続立体交差事業に伴う側道等の整備を行います。

　　　　◆北千葉道路の早期整備を国、県、沿線市とともに目指します。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

市道延長
242km

（令和元年度）
↑

交通事故発生件数
205 件

（令和元年度）
↓

政策　　６　　都市基盤

施策　　５　　安全に利用できる道路環境の充実　【重点施策】

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

誰もが安全で快適に利用できる道路環境を整備するとともに、高齢者、障がい者、子ども
などが安心して移動できる、交通事故のない道路環境を確保します。

● 東武野田線及び新京成線連続立体交
差事業やその他の道路整備により、交
通渋滞の軽減に努めていますが、未
だ交通渋滞が発生しているため、計画
的な道路整備が必要となっています。

● 北千葉道路の整備が具体化していく中
で、新たな道路ネットワークを踏まえ
て、将来的な道路整備を検討する必
要があります。

● 管理する道路構造物の増加や経年劣
化等により、計画的な道路補修等の維
持管理及び財政的な負担が課題となっ
ています。

● 全体の交通事故件数は減少傾向となっ
ていますが、少子高齢化の進展に伴
い、高齢者が関係する事故の占める割合が増加傾向にあることや、生活道路で多くの交通事故が
発生することなどが新たな課題となっています。

現状と課題
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◆交通安全運動や交通安全教室等により交通法規の遵守、交通マナーの向上を図ります。
◆道路愛護活動により、地域と一体となって道路の管理を行います。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆都市計画道路整備プログラム　◆舗装修繕計画　◆自転車ネットワーク計画　
◆歩道等総合整備計画　◆交通安全計画　◆橋梁長寿命化修繕計画　
◆通学路安全対策推進行動計画

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

都市計画道路整備率
（事業認可施工済区間 / 都市計画決定区間）

33.2%
（令和元年度）

38.7%

都市計画道路事業認可区間における用地取得率 
47.1%

（令和元年度）
100%

②　既存の道路空間の安全性、快適性の確保

目的　　◆ 誰もが安全で、安心して移動できる快適な道路を確保します。
手段　　◆主要市道、一般市道、通学路において、歩道の設置、交差点改良、舗装改良等を行います。
　　　　◆国道、県道の歩道設置や交差点改良等を国、県に働きかけます。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

主要市道、一般市道改良延長
717m

（令和元年度）
870m

交差点改良事業における用地取得率
0%

（令和元年度）
100%

※「交差点改良事業における用地取得率」の現状値は、令和元年度から着手している事業箇所（市道 5 号線、市道 22 号線） 
　であるため、「0%」としています。

③　道路の適正な維持管理及び交通安全対策の推進

目的　　◆ 交通安全施設などを整備し、誰もが安心して通行できる道路環境を整備するとともに、
安全で快適な自転車利用環境の確保を図ります。

　　　　◆歩道等の安全性の確保やバリアフリー化に取り組みます。
手段　　◆ 歩道等総合整備計画に基づき、交通安全施設の整備を行うとともに、経年劣化により老

朽化している道路舗装や交通安全施設を更新します。
　　　　◆交通安全対策に係る啓発、施設整備、保全に向けた対策を行います。
　　　　◆道路愛護活動により道路の環境美化（清掃、植栽、除草）を促進します。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

交通安全教室の開催数
20 回

（令和元年度）
22 回

交通安全施設更新件数（累計）
77 基

（令和元年度）
155 基

個別計画
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①　緑あふれる快適な魅力あるまちづくり

目的　　◆ 都市計画マスタープラン、地区計画及び景観条例に基づき、緑と調和した景観の形成や
良好な居住空間を創出します。

手段　　◆ 市民や事業者の意見を踏まえた都市計画マスタープラン等を策定するとともに、適切に
規制、誘導を図ることで、緑あふれる快適な、魅力あるまちづくりを進めます。

　　　　◆ 生産緑地地区は、市街化区域内の農地として法令に基づき、適切な誘導を図ります。
　　　　◆ 良好な景観の形成について、適切な誘導を図るための取組みを検討します。
　　　　◆ 既存の地区計画区域については、引き続き適正な居住環境が保てるよう誘導します。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

社会増加数（市内転入者数と転出者数の差）
355人

（令和元年）
↑

市内 8 駅（東武野田線 2 駅、新京成線 5 駅、北総線・成田ス
カイアクセス線 1 駅）の 1 日当たりの乗降客数

159,636人
（令和元年度）

↑

政策　　６　　都市基盤

施策　　６　　魅力ある都市機能の充実　【重点施策】

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

新鎌ケ谷駅周辺地区の躍動感と魅力あふれる広域交流拠点の創出や市内各駅周辺の地域
特性を活かした都市軸の形成、住宅や農地などの緑地の適正な保全を図ることで、にぎわい
と活力に満ちた緑あふれるまちを実現します。

また、北総線、成田スカイアクセス線や北千葉道路とその沿道などの一連の空間を都心と
成田空港方面を接続する交通の軸として広域軸の形成を図り、利便性の向上及びさらなるま
ちの発展を目指します。

● 魅力あるまちづくりを推進するため、
東武野田線及び新京成線連続立体交
差事業に併せ、広域軸、都市軸を中
心とした駅周辺整備（新鎌ケ谷駅、初
富駅、北初富駅、鎌ケ谷駅）を進めた
結果、市内8駅の乗降客数は増加傾向
にあります。

● 東京10号線延伸新線の整備検討の中
止や北千葉道路の事業の具体化に合
わせて、沿線地域の土地利用のあり
方について見直しを行う必要がありま
す。

● 新鎌ケ谷駅、初富駅、北初富駅につ
いては、関連事業の進捗や関係機関
等との協議を進め、都市機能を充実さ
せる必要があります。

● バス、タクシーや鉄道などの公共交通機関は、少子高齢化の進展に伴い、地域活動などの社会参
加への促進や交通不便地域への対応などの観点から市民要望が多いため、新たな公共交通体系
について検討する必要があります。

●良好なまち並みを形成するため、景観条例に基づいた景観誘導を継続的に行う必要があります。

現状と課題
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◆ 市民や事業者と情報共有を図りながら、まちづくりに必要な都市計画マスタープラン等を検討、策
定し、にぎわいと活力あるまちづくりを推進します。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆都市計画マスタープラン　◆中心市街地活性化計画　◆都市計画道路整備プログラム　
◆景観計画

②　にぎわいと活力ある市街地の整備

目的　　◆ 地域の特性を活かしたにぎわいと活力に満ちた市街地を実現します。
手段　　◆市民が快適で安全に利用できる駅前空間を創出するため、駅前広場の整備を進めます。
　　　　◆ 利便性の向上やにぎわいの創出を図るため、新鎌ケ谷駅周辺地区の回遊性向上に取り

組みます。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

駅前広場整備着手数
1 件（初富駅）
（令和元年度）

2 件
（初富駅、 
北初富駅）

新鎌ケ谷駅の 1 日当たりの乗降客数
103,942 人

（令和元年度）
116,000 人

③　公共交通体系の充実

目的　　◆ 公共交通の利用促進を図り、誰もが利用しやすく、持続可能な公共交通体系を構築し
ます。

手段　　◆ コミュニティバスをはじめとする公共交通体系が効果的、効率的に運営できるよう事業者
と連携します。

　　　　◆公共交通ネットワークの利便性の向上を図るため、引き続き調査、研究を行います。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

公共交通に対する満足度 ― 70.0%

コミュニティバス利用者数
131,843 人

（令和元年度）
167,000 人

※「公共交通に対する満足度」の現状値は、これまで同様のアンケートを行っていないため、「－」としています。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

まち並みや景観の満足度 ― 60.0%

新鎌ケ谷地区事業所数
329 事業所

（令和元年度）
340 事業所

※「まち並みや景観の満足度」の現状値は、これまで同様のアンケートを行っていないため、「－」としています。
※「新鎌ケ谷地区事業所数」の対象区域である新鎌ケ谷特定土地区画整理事業区域における宅地の利用はおおむね完了してい 
　ます。

個別計画
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①　農地の保全

目的　　◆効率的な農業ができる生産基盤の整備や適切な農地の保全管理を促進します。
　　　　◆ 地域間で農地管理や営農状況の情報交換を行うとともに、農地の貸し借りを円滑に進め

ることで、管理不全農地の減少を図ります。
手段　　◆ 農地利用状況調査（農地パトロール）を実施し、管理不全農地の改善及び指導を行います。
　　　　◆ 農業経営及び農地利用状況に関する調査等により、貸し手と借り手とのマッチングを行

い農地の保全を図ります。
　　　　◆特定生産緑地の指定を促進し、市街化区域内農地の保全に努めます。
　　　　◆環境に配慮した農業の推進に向けて、果樹剪定枝のリサイクルを促進します。

施策の柱

政策　　７　　産業

施策　　１　　持続可能な都市農業の構築

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

経営耕地面積
35,322a

（平成 27 年）
→

農業経営体数
294 戸

（平成 27 年）
→

認定農業者数（※） 55 人
（令和元年度）

↑

市内産の農産物について、広域的に「鎌ケ谷産ブランド」を定着させることで、販路拡大や
農家の収入安定を図るとともに、後継者、新規就農者などの担い手を確保することにより、
持続可能な都市農業を構築します。また、管理不全農地の減少や農地の荒廃を未然に防ぐた
め、農用地利用集積制度の活用を推進します。

● 本市の農業は、野菜、果樹の近郊農業
が盛んで、特に梨の栽培は県内屈指の
生産地となっています。

● 農業者のリサイクルへの意識が浸透し、
果樹剪定枝等の野焼きによる煙害が減
少しています。

● かまがや朝市や学校給食などで機会を
設けて地元産農産物を提供し、「地産地
消」の推進に取り組んでいます。

● 専業又は兼業のいずれの農家も高齢化
が進んでいますが、後継者のいる農家
は、専業で約４割、兼業で約２割となっ
ています。また、専業農家や第１種兼業農家（※）など、主として農業で生計を立てている農家が減
少しています。

● 近年の台風や豪雨などにより農業被害が相次いでおり、農業者への支援情報の提供や相談が増加
傾向にあります。

● 都市農業振興基本法に基づき、都市農地が従来の「宅地化すべきもの」から「あるべきもの」に位置
付けが変更されたことにより、生産緑地及び特定生産緑地の制度活用も含めて、農地を保全する
ことが求められています。

現状と課題
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成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

農地利用状況調査の改善面積（累計）
28,957㎡

（平成 30 年度）
41,000㎡

農用地利用集積計画の新規面積（累計）
40,256㎡

（令和元年度）
65,000㎡

②　担い手の育成

目的　　◆ 新規に就農しやすい環境を整備するとともに、担い手間での情報共有の円滑化を図るこ
とで、農業を安定して経営できる後継者や担い手を育成します。

手段　　◆ 農業青少年クラブ会員相互の連携を通じて、次代を担う農業団体の健全な発展と組織強
化を図ります。

　　　　◆援農ボランティアの育成を継続して行い、担い手不足の解消を図ります。　

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

農業青少年クラブ会員数
16 名

（令和元年度）
16 名

援農ボランティア登録者数（累計）
73 名

（令和元年度）
90 名

③　ブランド化の推進による販路の拡大　　　　　

目的　　◆ 新鮮、安心、安全な鎌ケ谷産農産物をＰＲするとともに、さらなる地産地消の機会を創出
することで、鎌ケ谷産の農産物のブランド化を図ります。

手段　　◆ 農家が新鮮、安心、安全な農産物づくりを行っている様子をＳＮＳ（ソーシャル・ネットワー
キング・サービス）で発信することで、消費者が安心して農産物を購入しやすい仕組みを
構築します。

　　　　◆様々な農業に関連したイベントを開催することにより、鎌ケ谷産農産物を周知します。
　　　　◆農業者団体との連携により販路の拡大を図ります。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

SNS による情報発信更新数 ― 60 回

PR イベント参加者数
606 人

（令和元年度）
660 人

※「SNS による情報発信更新数」の現状値は、現在行っていないため、「－」としています。

◆農業者団体との連携、協力を強化し、学校給食や保育園給食での農産物の活用や各種イベントを
通して、新鮮、安心、安全な地元産農産物の提供、地産地消を推進します。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆みどりあふれる都市農業創造プラン（農業振興ビジョン）個別計画
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①　商工業の発展と中小企業の経営強化

目的　　◆ 各地域の特色を活かした魅力ある商店街の形成や中小企業の経営基盤の強化を図るとと
もに、創業機運の醸成により創業件数の増加を図ります。

手段　　◆ 安定した経営による後継者の確保及び魅力ある商店街の形成のため、千葉県事業引継
ぎ支援センターと連携し、市内商店が抱える事業引継ぎに関する課題解決を支援し、事
業の継承施策を積極的に促進します。

　　　　◆ 中小企業の事業拡大や経営基盤の安定化を図るため、金融機関や千葉県信用保証協会
と連携し、市制度融資の利用促進を図ります。

　　　　◆ 中小企業者等のあらゆる経営相談に対応するため、創業支援等事業計画に基づき、商
工会及び千葉県産業振興センターと連携を図ります。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

市内の事業所数（経済センサス　基礎、活動調査）
2,994 事業所

（平成 28 年度）
↑

製造業の事業所数（経済産業省　工業統計調査）
96 事業所

（平成 30 年度）
↑

政策　　７　　産業

施策　　２　　商工業の振興及び観光施策の充実　【重点施策】

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

各地域の特色を活かした魅力ある商店街を形成するとともに、中小企業の経営基盤の強化
や創業機運の醸成、積極的な企業誘致などにより、活力ある商工業の振興を図ります。

また、観光客のニーズの変化に対応した観光施策を推進し、交流人口を増加させることで、
にぎわいあふれるまちの実現を図ります。

● 大型商業店舗などが進出する一方で、
経営者の高齢化が進んでいるため、市
内の店舗数は減少傾向にあります。そ
のため、各商店会の独自性を活かすと
ともに、市内の商店会の協力体制を構
築する必要があります。

● 中小企業の経営基盤強化のため、国、
県、市の融資制度や補助金制度等につ
いて、幅広く相談できる体制を構築する
必要があります。

● 本市は、住宅都市として発展したため、みどり
や住宅地が多く、企業誘致のための用地確
保に課題があります。

● 継続した雇用の安定化及び就労支援を
図るため、「わーくプラザ鎌ケ谷」（無料職業紹介所）の充実、中小企業退職金共済掛金補助金の交
付、県や近隣市と連携した各種セミナーの開催などを実施する必要があります。

● 観光客数の増加を図るため、ファイターズ鎌ケ谷スタジアムやふるさと産品を活用しながら、市の
ＰＲを推進し、観光、商工施策の連携を図る必要があります。

現状と課題
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成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

創業支援セミナー参加者数
82 人

( 令和元年度 )
150 人

市制度融資実行件数
27 件

( 令和元年度 )
30 件

②　企業誘致の推進と雇用環境の整備

目的　　◆企業誘致を推進し、税収の確保及び雇用の創出を図ります。
　　　　◆若者から高齢者まで幅広い就労支援を図るとともに、企業の安定した雇用を支援します。
手段　　◆ 企業誘致促進条例や企業誘致基本計画に基づく各種支援制度などにより、地域の特性に

配慮した企業立地を促進します。
　　　　◆ 企業が立地する用地確保のため、マッチングシステムの活用や不動産会社、金融機関等

との連携を図ります。
　　　　◆「わーくプラザ鎌ケ谷」（無料職業紹介所）での職業紹介、職業相談や就職支援セミナーの 
　　　　　開催による就職活動のサポートと求人を希望する企業のサポートを行います。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

企業誘致件数（累計）
０件

( 令和元年度 )
３件

無料職業紹介所の紹介による就職人数
62 人

( 令和元年度 )
130 人

③　観光客のニーズの変化に対応した観光施策の推進　

目的　　◆ 観光客のニーズの変化に対応した観光施策を展開するとともに、商工施策との連携を図
ります。

手段　　◆ 観光資源である「ファイターズ鎌ケ谷スタジアム」や「梨」、「ふるさと産品」などのさらなる
活用を図ります。

　　　　◆「ふるさと産品」を中心としたトップセールスによるＰＲを図るとともに、観光タウンミーティ 
　　　　　 ングを開催し、体験型観光などの観光施策について研究を行い、商工施策との連携を検

討します。
　　　　◆ SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）の積極的な活用を図り、効果的な市のＰ

Ｒを行います。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

観光入込客数
404,175 人
( 令和元年 )

410,000 人

観光イベント参加者の満足度 ― 80.0％

※「観光イベント参加者の満足度」の現状値は、これまで同様のアンケートを行っていないため、「－」としています。

◆ 商工業の振興、雇用の促進、観光振興のあらゆる施策において、市民、商工会、事業者、ハロー
ワーク、県などと連携を図ります。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆創業支援等事業計画　◆企業誘致基本計画　◆観光ビジョン個別計画
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①　消費生活相談体制の充実

目的　　◆ 消費生活相談員が市民からの相談にきめ細かに対応するとともに、多岐にわたる消費
者トラブルに対応するため、関係機関や各種団体、庁内関係課との連携強化を図り
ます。

手段　　◆ 消費生活相談員が専門的な知識の習得や実務に関するレベルアップを図るため、消費者
庁や国民生活センター等が実施する研修会に参加します。

　　　　◆国、県や団体との連携を強化するとともに、消費生活相談事業の周知強化を図ります。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

電話 de 詐欺（特殊詐欺）被害認知件数【再掲】
29 件

( 令和元年度 )
↓

消費生活相談件数（斡旋、注意喚起等を含む）
663 件

( 令和元年度 )
↑

政策　　７　　産業

施策　　３　　消費者の安全及び安心の確保

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

近年増加しているインターネット関連の被害などを含め、あらゆる消費者被害の未然防止や
消費者の自立支援を図り、安心して暮らせる社会を形成します。

● 消費生活相談件数は、年々増加傾向に
あり、特にインターネットに関する消費
者トラブルへの対策など、市民が安心
して消費活動を行える環境整備が求め
られています。

● 高齢者や障がい者、認知症等により判
断力が低下している人などの消費者ト
ラブルが増加しています。

現状と課題
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指標名 現状値 目標値

消費生活相談員の研修参加回数
11 回

( 令和元年度 )
25 回

団体等と連携した消費生活相談事業数
４事業

( 令和元年度 )
８事業

②　あらゆる世代に向けた消費者教育の推進

目的　　◆ 消費者教育を推進することで、消費者被害の未然防止や消費者の自立支援を図ります。
手段　　◆ 子どもから高齢者までを対象にした各種消費生活講座を実施します。
　　　　◆市民の消費者意識の啓発を図るため、消費生活センターだよりの発行等を行います。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

消費生活講座参加者数
329 人

( 令和元年度 )
400 人

消費者教育の理解度 ― 80.0％

※「消費者教育の理解度」の現状値は、これまで同様のアンケートを行っていないため、「－」としています。

◆ 消費者意識の向上とトラブルの未然防止を図るため、国、県等と連携するとともに、消費者トラブ
ルの多い高齢者が集う談話室事業などに出向いて、出前講座などを開催するなど、消費者への積
極的な情報提供を行います。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

該当なし

消費生活相談

個別計画
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①　生涯学習の環境づくり

目的　　◆ 市民が集い、生涯を通して学ぶことができる学習環境を整備します。
手段　　◆ 既存施設の計画的な改修や備品の更新など、安全で利用しやすい施設の環境整備を行

います。
　　　　◆ 図書、視聴覚資料の充実など利便性の向上に取り組みます。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

学習施設利用者数（生涯学習推進センター、学習センター、
図書館）

390,607 人
（令和元年度）

↑

定期利用サークル、団体数（生涯学習推進センター、学習セン
ター、学校施設開放）

682 団体
（令和元年度）

↑

政策　　８　　生涯学習・文化・スポーツ

施策　　１　　生涯学習の推進

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

人々が生涯のどの時期においても、自由に学習機会を選択し学ぶことができ、豊かな心と
生きがいを実感できる社会の実現を図るとともに、学習を通して人と人との繋がりを広げるこ
とで、地域の活性化を図ります。

● 平成30年度の生涯学習市民アンケー
ト調査及び市民意識調査結果によると、

「生涯学習は必要なこと」と答えた人
の割合は84.4％であることから、生涯
学習に関する市民の意識は高い一方
で、実際に生涯学習をしていると答え
た人の割合は54.9％となっています。

　 また、「学びの成果を活かしている、活
かしたいと思っている人」は８割以上と
なりますが、その活用方法は、自身の
健康、仕事や就職といった自己完結型
が多い状況となっています。

● 学習施設の利用者は、高齢者の利用
が多い状況であることから、世代を超
えた交流を促進するため、幅広い世代の利用を促進する必要があります。

● 平成30年度の図書館利用者アンケート結果によると、今後期待されるサービスとして、一般図書、
視聴覚資料の充実を望む声が約半数と高い割合を示していることから、利用者ニーズに即した選
書を行う必要があります。

現状と課題
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指標名 現状値 目標値

生涯学習推進センター及び学習センター稼働率
23.0％

（令和元年度）
33.0％

図書館の蔵書冊数
305,473 冊

（令和元年度）
313,000 冊

②　生涯学習活動の推進

目的　　◆ 一人ひとりの学びの支援を行うとともに、市民相互の交流に繋がる生涯学習を推進しま
す。

手段　　◆ 各種講座の企画運営にあたり、市民と協働で実施することで、市民の学習ニーズに応じ
た学習機会の充実を図るとともに、現代的課題、地域課題の解決に向けた学習機会を提
供します。

　　　　◆学習を通した仲間づくりや市民相互の交流機会を創出します。
　　　　◆ 図書館では、講演会や読み聞かせ等の各種イベントを行うとともに、学校図書館等への

支援や連携強化を図り、サービス向上に取り組みます。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

生涯学習推進センター及び学習センター主催事業参加者数
34,101 人

（令和元年度）
37,000 人

図書館資料貸出数
352,577 冊

（令和元年度）
400,000 冊

③　生涯学習活動の成果の活用　　　　　　　　　　

目的　　◆ 学習を通して得られた知識、技術や人と人の繋がりを家庭、職場、地域に広げることで、
助けあい、支えあう地域コミュニティの形成を図ります。

手段　　◆ 公民館まつりなど学習成果を発表、発信できる機会や場を提供します。
　　　　◆ 公民館まつりの実行委員会など市民との協働事業を通して、市民の活躍の場や交流の機

会を創出します。
　　　　◆ サークル、団体活動やボランティア活動など地域コミュニティの形成に繋がる活動を支援

します。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

学習成果を活かしている人の割合
49.8％

（平成 30 年度）
55.0％

地域コミュニティの形成に繋がる活動への参加者数（公民館
まつりなど）

7,833 人
（令和元年度）

10,000 人

◆ 生涯学習を通して市民参画によるまちづくりを進めるため、公民館まつりの実行委員会やオープン
カレッジかまがやの運営に携わる市民などによる市民協働事業に取り組みます。

◆ 市民の学習機会の充実を図るため、大学や民間事業者など地域の多様な主体との連携に取り組み
ます。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆生涯学習推進基本計画個別計画
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①　多様な市民文化活動の推進

目的　　◆ 市民が芸術文化に親しみ、参加できる機会と場を提供することで、市民や市民団体によ
る自主的で地域に根ざした文化活動が行われる環境を創出します。

手段　　◆ 市民文化祭、美術展覧会、芸術祭などについて、市民団体と協働で企画運営します。特に、
子どもとその親が参加しやすく気軽に楽しめるような来場者体験型、参加型コーナーの
設置に取り組みます。

　　　　◆参加者アンケートを実施することで、必要な見直しを行いながら内容の充実を図ります。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

芸術文化行事来場者数
9,083 人

（令和元年度）
↑

文化財周知普及イベント来場者数
6,332 人

（令和元年度）
↑

政策　　８　　生涯学習・文化・スポーツ

施策　　２　　芸術文化の振興及び歴史的資源の保存活用

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

心豊かな生活を送るため、芸術文化活動や鑑賞の機会を通じて、地域に根ざした芸術文化
活動の活性化や新たな市民文化の創造を図ります。

文化財が未来に渡って確実に保存、継承、活用されるように、市民、行政が文化財の価値
を共有するとともに、保存のための環境や体制づくりを行います。

● 市主催、共催の芸術文化行事やきらり
ホールの来場者は高齢者が多い一方、
高齢を理由に活動から離れてしまう場
合があります。また、きらりホールの
公演内容の満足度は96％である一方、
きらりホール主催事業の来場者数は減
少しています。

● 屋外の市指定文化財は、経年劣化によ
り、状態の維持が課題となっています。

● 市内の歴史資料は、大半が個人所蔵と
なっていることから、こうした資料の保
存、継承に関する支援が課題となって
います。

●文化財周知普及イベントの参加者数は、年々減少傾向となっています。

現状と課題
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指標名 現状値 目標値

芸術文化行事への出演、出品者数
1,341 人

（令和元年度）
1,600 人

上記のうち、子どもに係る出演、出品者数及びワークシ
ョップ（※）来場者数

190 人
（令和元年度）

270 人

②　きらりホールを活用した芸術文化の振興

目的　　◆ きらりホールへの来館機会を創出することで、芸術文化に対する興味、関心を高め、芸
術文化を通じた市民同士のコミュニティを醸成するとともに、未来の芸術文化を担う若い
世代を育成します。

手段　　◆ 子どもと親が気軽に参加できるワークショップを開催するほか、学生やボランティアを募
集するなど、事業の企画や運営に市民の声と目線を取り入れ、自主的に文化活動を行え
る市民を増やすための支援を行います。

　　　　◆ きらりホールの利用者にアンケートを実施し、運営や各種事業の見直しを行い、利用者
増を図ります。

　　　　◆ きらりホールの自主事業に関する企画や運営方法、文化、芸術活動の情報等について、
芸術文化団体の代表者や学識経験者等で組織するきらりホール運営委員会の意見を踏ま
え、きらりホールの円滑な運営を図ります。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

きらりホール主催事業来場者数
3,133 人

（令和元年度）
5,300 人

きらりホール稼働率
53.2%

（令和元年度）
60.0％

③　歴史、文化遺産の保存、継承、活用の推進　　

目的　　◆ 史跡や登録有形文化財の整備を行うとともに、歴史、民俗資料等の文化財の保存、活用
を進めることで、市民の文化財に対する意識醸成を図り、市民が文化財を通じて、地域
への関心や愛着を持ち、主体的に文化財の継承に関われる環境を創出します。

手段　　◆ 国史跡下総小金中野牧跡（捕込（※））を整備し、市民が史跡に親しむ環境を作ります。
　　　　◆ 歴史、民俗資料の収集、調査、整理を進め、保存に必要な措置を講ずるとともに、これ

ら資料を活用した講座、展示を行います。
　　　　◆市民等が主体的に歴史、民俗に関わるため、ボランティアの育成と支援活動を行います。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

文化財の指定、登録数（累計）
32 件

（令和元年度）
40 件

企画展示、ミニ展示に対する満足度
70.0％

（令和元年度）
80.0％

◆きらりホールの事業をサポートするボランティアを募集し、協働で取り組みます。
◆自治会や公共施設、学校との連携を図り、文化財の保存、整備及び活用に取り組みます。
◆他市町村やボランティアと連携して、市域に関連する歴史資料の調査、整理を実施します。
◆ボランティアや関連する団体と協働で歴史資料の活用に取り組みます。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆国史跡下総小金中野牧跡保存管理計画 個別計画

96



①　スポーツ活動の充実

目的　　◆ 年齢層に応じたスポーツ活動及び誰もが気軽に参加できるスポーツ活動の場を提供する
ことで、心身の健全な発達、健康及び体力の保持増進を図るなど生涯スポーツを推進し
ます。また、プロスポーツとの連携、スポーツ関係団体との活動を通じて、スポーツの
果たす役割と重要性を幅広い世代に周知します。

手段　　◆ スポーツ協会、スポーツ少年団と連携した市民大会、連盟大会等を実施し、市内の競技
人口の増加を図ります。

　　　　◆ 幅広い年齢層に気軽に参加してもらえるよう、スポーツ推進委員連絡協議会を中心とし
た軽スポーツイベントを実施します。

　　　　◆ プロスポーツに触れる機会の提供、競技スポーツの魅力発信となるよう、北海道日本ハ
ムファイターズなどとの連携事業を実施します。

　　　　◆ スポーツイベント情報等を広報紙や市ホームページ等を活用し、広く市民へ情報を発信
します。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

スポーツ施設利用者数
284,532 人

（令和元年度）
↑

スポーツ協会会員数
5,172 人

（令和元年度）
↑

政策　　８　　生涯学習・文化・スポーツ

施策　　３　　生涯スポーツの振興

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

市民が生涯にわたりスポーツに親しみ、スポーツ活動に参加する機会が増えるよう、スポー
ツ活動とスポーツ施設、設備の充実を図ります。

● 多種多様なスポーツ活動に対応する
ため、参加目的や体力、年齢などに
応じたスポーツ活動の場の提供、指
導者の育成、スポーツ関係団体の連
携が必要となっています。

● スポーツの指導者や競技者が高齢化
しているため、若い世代との交流の
機会を充実させる必要があります。

● スポーツ施設の稼働率は、平成29
年度から令和元年度の３年間平均が
約55％であることから、利用者の拡
充策を講じる必要があります。

● 老朽化が進んでいるスポーツ施設が
あるため、指定管理者と情報交換を進めながら維持補修を行うなど、適切な維持管理を行う必要
があります。

現状と課題

308,139

331,137

326,576

308,263

284,532

260,000
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290,000
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平成

26年度

322,889

平成

27年度
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― スポーツ施設利用者数 ―
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指標名 現状値 目標値

マラソン大会及び各種市民大会参加者数
10,889 人

（令和元年度）
12,000 人

プロスポーツと連携したイベント参加者数
2,511 人

（令和元年度）
2,700 人

②　スポーツ関係団体、指導者の育成

目的　　◆ 地域で実施するスポーツ・レクリエーション活動を活発にするため、スポーツ関係団体を
育成するとともに、指導者の資質の向上を図ります。

手段　　◆ 都道府県が実施する講習会等への参加を促すとともに、市のスポーツ関係団体独自の研
修会、講習会を行うことで、指導者の育成を図ります。

　　　　◆ スポーツ推進委員を確保、育成し、それぞれの得意分野の知識、技能を共有することで、
委員相互の連携を図ります。

　　　　◆ スポーツ協会広報誌、協会加盟チームの会員募集チラシを活用した広報活動を通じて、
団体の拡大、育成を進めます。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

スポーツ協会加盟団体数
29 団体

（令和元年度）
30 団体

スポーツ推進委員数
31 人

（令和元年度）
35 人

③　スポーツ施設の整備、充実　

目的　　◆ スポーツ施設の指定管理者と連携し、適正な施設の維持管理と市民サービスの向上を図
ることで、快適にスポーツができる環境を確保します。

手段　　◆ スポーツ施設の指定管理者の管理運営方法について、定期的なモニタリングを行うこと
で、スポーツ施設の管理運営の適正化を図ります。

　　　　◆ スポーツ施設の利用者やスポーツ推進審議会からの意見を踏まえて、必要な見直しをす
ることで、施設運営の充実を図ります。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

スポーツ施設稼働率
49.4％

（令和元年度）
60.0％

スポーツ施設事業参加者数
5,032 人

（令和元年度）
5,600 人

◆ 幅広い年齢層に対しスポーツ機会の提供を進めるため、スポーツ関係団体と連携した各種大会の
開催、貴重な地域資源である北海道日本ハムファイターズなどのプロスポーツと連携したイベント
などに取り組みます。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆生涯学習推進基本計画個別計画
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①　市民公益活動等に関わる新たな担い手の発掘、育成

目的　　◆ 誰もがまちづくりの主体となれるよう、多様な関わり方の紹介や活動のきっかけづくりを
行い、地域に関わる新たな担い手を発掘、育成します。

手段　　◆ 世代ごとに親しみのある媒体を用いた活動や余暇時間に行っている趣味、仕事のスキル
アップなどから始める活動の情報発信に加え、活動参加のための休暇の普及に関する周
知や活動のきっかけとなる場の提供を行います。

　　　　◆ 身近な活動（ごみの分別やごみ出し当番、地域のルールを守るなど）も市民公益活動等の
一部であることをＰＲし、市民公益活動等への参加のハードルを下げることで「自分もまち
づくりの主体である」という意識を醸成します。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

協働により成果が上がった事業の割合
40.8％

（令和元年度）
↑

市民公益活動団体等への新規加入者数
70 人

（令和元年度）
↑

政策　　９　　市民協働・男女共同参画・多文化共生

施策　　１　　協働及び市民公益活動等の推進

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

あらゆる政策分野で市民、事業者、行政などの各主体が、一体となって施策を展開できる
よう、協働のまちづくりを推進します。そのため、まちづくりに関わる新たな担い手の発掘や
育成に加え、市民公益活動団体や自治会の強化、行政と市民公益活動団体、自治会、事業
者などが協働で施策を展開するため、連携の強化を図ります。

● 40歳代から60歳代を中心に市民公
益活動等への参加意識は高いもの
の、人間関係の希薄化やライフスタ
イルの変化、また、仕事などによる
時間的制約が多いことから、市民公
益活動等に参加する人数や自治会の
加入率は年々減少しています。また、
普段の生活において無意識に市民公
益活動等に参加している市民や、市
民公益活動等が身近で簡単にできる
ものであることに気づいていない市
民が多いことが推測できます。

● 協働の担い手である市民公益活動団
体や自治会は、高齢化の進展なども
含め組織運営について課題を抱えて
いるため、新たな担い手の獲得に向けた情報発信力の向上や組織基盤の強化を行う必要があります。

● 職員の協働経験が充分でないことに加え、行政と事業者、市民公益活動団体と事業者、自治会と
の協働は少ない傾向にあり、多様な主体間の協働に向けて連携の強化を図る必要があります。

現状と課題

29,308
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― 自治会加入率及び世帯数の推移 ―
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指標名 現状値 目標値

市民公益活動等に関する情報発信数（チラシやポスター
などの紙媒体、市ホームページ、SNS などによる）

215 件
（令和元年度）

250 件

市民公益活動体験事業等の参加者数
45 人

（令和元年度）
50 人

②　市民公益活動等のさらなる発展に向けた支援

目的　　◆ 協働の担い手である市民公益活動団体や自治会が抱える課題の解決や組織の発展を促
します。

手段　　◆ 市民公益活動等を支援するため、協働アドバイザー（※）による相談や講座等の充実を図り
ます。

　　　　◆ 地域コミュニティの核となる自治会に対し、新たな担い手の獲得に向けた情報発信力の
向上や組織基盤の強化などの支援を行います。

　　　　◆ 地域コミュニティの拠点となる自治会集会所の整備などの支援やコミュニティセンターの
適正な管理運営により、活動しやすい環境を整えます。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

市民公益活動支援講座等の満足度
80.0％

（平成 28 年度）
85.0％

自治会加入率
60.2％

（令和 2 年度）
60.2％

③　協働に向けた連携の強化　　　　　　　　　　　　　　　　

目的　　◆ 協働によるまちづくりを推進するため、市民、事業者、行政などの各主体がお互いを知り、
対等な立場として認め合い、一体となって施策の展開ができるよう、連携を強化します。

手段　　◆ 行政と各主体の協働を推進するため、協働アドバイザーによる庁内の相談体制や協働研
修の充実を図ります。

　　　　◆ 各主体が対等な立場で、一体となって施策展開ができるよう、お互いを知るための交流
会などの実施や地域づくりコーディネーター（※）及び中間支援組織（※）の支援により各主体
が協働しやすい環境をつくります。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

協働アドバイザーによる相談件数
149 件

（令和元年度）
160 件

地域づくりコーディネーターの活動実績
21 件

（令和元年度）
25 件

◆ 地域づくりコーディネーターや中間支援組織との協働により、市民公益活動体験事業等や連携の
強化のための場づくりとして交流会などを実施するとともに、引き続き自治会と連携して環境美化
事業、防災事業、福祉関連事業などに取り組みます。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆協働のためのアクションプラン22個別計画
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①　人権の尊重と男女共同参画の推進

目的　　◆ 一人ひとりの人権や多様な生き方を尊重し、誰もが様々な分野で活躍できる男女共同参
画社会を目指します。

手段　　◆ 男女共同参画や人権問題に対する理解を深めるため、家庭、職場、学校、地域に向け、
広報、啓発活動を行います。

　　　　◆ 各種審議会への登用など、女性が政策、方針決定過程に参画できる環境を整備します。
　　　　◆仕事と生活を両立するなど、多様な生き方が選択できる取組みを推進します。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

男女の地位が平等であると思う市民の割合
14.7％

（令和元年度）
↑

外国人住民の満足度
63.8％

（平成 25 年度）
↑

政策　　９　　市民協働・男女共同参画・多文化共生

施策　　２　　共生社会の実現

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

年齢、性別、国籍、文化などの違いにかかわらず、すべての人々の人権が尊重され、地域
の一員として、いきいきと活躍できる地域社会の構築を推進します。

● 本市の審議会等における女性委員の比
率は、増加傾向にあり、鎌ケ谷市男女
共同参画推進計画に定める目標30％に
対し、令和元年度時点で29.6%と概ね
達成しています。一方で女性のいない
審議会も存在しており、女性が政策、
方針決定過程に積極的に参画し、多様
な意思を反映できるよう、引き続き取り
組む必要があります。

● 女性のための相談の年間件数は、概ね
150件程度で推移していますが、相談
内容は深刻化しており、緊急時の被害
者保護や自立に向けた関係機関との連
携による支援が必要となっています。

● 本市の外国人人口は、平成25年の1,144人から令和元年の1,725人と年々増加傾向にあります
が、一方で、日常生活の中で地域コミュニケーションの不足が推測されるため、日本の文化や制度、
言語などの理解を深める必要があります。

現状と課題
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― 各種審議会等の女性委員比率 ―
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指標名 現状値 目標値

市の審議会等の委員のうち女性が占める割合
29.6％

（令和元年度）
35.0％

女性のための就労支援講座
①受講者数
②就労者数

① 23 人
（令和元年度）

②６人
（令和元年度）

① 25 人
②６人

②　ＤＶやハラスメントの防止と相談支援体制の充実

目的　　◆ ＤＶなどの暴力の防止と被害者の相談から自立に至る支援を行い、安全で安心できる暮
らしを実現します。

手段　　◆ 暴力を許さない社会づくりのために、啓発活動を行うとともに相談体制の充実を図りま
す。

　　　　◆ ＤＶ被害者等に対し、一時保護などの安全確保、自立のための情報提供及び支援を着実
に行うため、関係機関との連携を図ります。

　　　　◆ 若年層がＤＶについて考え、互いに尊重できるパートナーシップの在り方を学ぶための啓
発講座を市内中学生を対象に実施します。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

ＤＶ防止に向けた啓発事業の実施回数
７回

（令和元年度）
９回

女性のための相談枠の件数
192 件

（令和元年度）
230 件

③　多文化共生社会の構築　　　　　　　　　　　　　

目的　　◆ 日本人も外国人も、お互いの風土、文化等を理解し、地域の中で安心して安全に暮らせ
る環境を構築するとともに、国際理解を深めるため、市民の国際交流を促進します。

手段　　◆ 外国人の支援等を行う団体と協働で、日本語の指導補助、外国語講座、交流イベントな
どを行います。

　　　　◆ 外国人住民が、公的医療保険、福祉、救急等の窓口や子どもの教育等の場面で円滑に
対応できるよう、行政文書の多言語化、翻訳機器を整備します。

　　　　◆ ニュージーランド・ワカタネとの姉妹都市の提携を継続し、市民の交流活動を通じて国
際理解を深めます。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

多言語翻訳機器の設置箇所数（累計）
12 か所

（令和元年度）
30 か所

行政資料等の翻訳数
34 件

（令和元年度）
50 件

◆ 男女共同参画施策の実効性を高めるため、公的機関や関係団体と情報提供や意見交換を行いなが
ら施策の推進を図ります。

◆ 通訳ボランティアを育成するとともに、外国人の支援を行う団体と連携し、日常生活等における外
国人住民の支援を行います。

◆ホストファミリー制度を活用し、外国人来訪者を受け入れることで、市民の国際交流を促進します。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆男女共同参画計画個別計画
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①　財政規律の堅持及び自主財源の確保

目的　　◆ 財政指標について、「財政健全化計画」に掲げる目標を達成することで、持続可能な行財
政運営を継続します。

手段　　◆ 行政評価制度を活用した予算編成及び行財政改革を推進し、経常的な収入増及び支出
の抑制を図ることで、経常収支比率の抑制を目指します。

　　　　◆ 各年度の決算状況等を踏まえ、基金残高を確保するとともに、交付税措置のある有利な
地方債を活用することなどにより、国の定める早期健全化基準（※）未満を堅持します。

　　　　◆ 歳入の根幹となる市税（自主財源）を確保するため、効果的な滞納処分の推進など市税徴
収率の向上に取り組みます。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

経常収支比率（※） 97.9％
（令和元年度）

↓

財政調整基金の年度末残高
約 17 億 1,000 万円
（令和２年度 3 月 

補正後の残高）
↑

※現状値は、令和２年度３月補正後の残高としていますが、財政健全化計画（案）では年度末残高 19 億円以上を目標としています。

政策　　10　　持続可能な行財政運営

施策　　 １ 　　財政の健全化及び行財政改革の推進

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

行政評価制度に基づく事務事業の見直し、ＩＣＴ（情報通信技術）やＡＩ（人工知能）を活用した
業務の効率化など、不断の行財政改革に取り組み、計画的かつ効率的な将来を見据えた持続
可能な行財政運営を推進します。

● 本市の財政状況は、国が定める健
全化判断比率（赤字、債務の状況）
は、平成19年度決算から健全な状
況を維持していますが、財政構造
の弾力性をみる経常収支比率は、
義務的経費となる扶助費や公債費
等の増加に伴い、令和元年度が
97.9％と悪化傾向にあり、最も悪化
した平成19年度の99.6％に迫る状
況にあります。

　 そのため、市民の理解を得ながら、
議会と行政が一体となって積極的な
行財政改革に取り組む必要があります。

● 今後は、社会保障費の増や生産年齢人口の減少に伴う市税収入の減少、公共施設の老朽化、新
型コロナウイルス感染症など、財政に与える中長期的な影響を踏まえると、継続的かつ計画的に
行財政改革に取り組むことが必要不可欠となります。

● 効率的、効果的な行政運営に資するため、職員数の適正化と能力向上を進めることで、市民サー
ビス等の向上を図る必要があります。

現状と課題

2,994,638
2,934,171
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2,219,177
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― 経常収支比率・財政調整基金残高 ―
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指標名 現状値 目標値

財政健全化判断比率（※）

①実質公債費比率（※）

②将来負担比率（※）

① 3.4％
（令和元年度）

② 27.8％
（令和元年度）

① 10.0％未満
② 72.5％未満

市税徴収率
96.9％

（令和元年度）
97.2％

②　行財政改革の推進

目的　　◆ 限られた人材、財源を有効的に活用し、効率的な行財政運営を目指します。
手段　　◆ 行政評価制度の結果を活用した総合基本計画の策定、予算編成等を通じて、事業の取

捨選択を行うとともに、限られた人材を適正に配置し、財源を重点的に配分します。
　　　　◆ 車座集会、予算編成説明会等を通じて、市の財政状況や行財政改革の必要性などを共

有し、職員の行財政改革に対する意識醸成を図ります。
　　　　◆ 行財政改革推進プランに基づき、ＩＣＴ（情報通信技術）やＡＩ（人工知能）の活用を図ること

で、業務の効率化を図るとともに市民サービスの向上を図ります。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

行財政改革による歳出超過の解消 ― ―

車座集会等への参加人数（累計）

2,393 人
（平成 19 年度か
ら令和元年度ま
での参加人数）

3,000 人

※ 歳出超過額は、計画策定時の「中期財政見通し（29 頁）」の「歳出－歳入」部分となりますが、毎年度の決算及び予算編
成の際に変更となることから、表記しないこととし、行財政改革を推進することで、その解消を図ります。

③　組織力、職員力の向上　　　　　　　　　　　　　　　　　

目的　　◆ 市民サービスの向上や業務の効率化を図るため、職員の能力を最大限に発揮して活躍で
きる職場の実現を目指し、職員の積極的な人材育成を推進します。

手段　　◆ 能力開発（研修）や人事評価制度などにより、様々な課題に対応できる職員を育成します。
　　　　◆ 採用試験による人材確保、人事異動によるキャリア形成により、職場の活性化や女性職

員の活躍を推進します。
　　　　◆ 時間外勤務時間数の縮減や休暇の取得促進などにより、ワーク・ライフ・バランスの向

上を図ります。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

研修受講人数（階層別、実務、派遣）
1,305 人

（令和元年度）
1,400 人

窓口サービスの満足度
85.5％

（平成 28 年度）
90.0％

◆ 財政状況に関する情報を積極的に発信し、市民、事業者と情報の共有を図るとともに、行財政改
革の必要性について共に認識し、健全な財政基盤を構築します。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆財政健全化計画　◆行財政改革推進プラン　◆定員適正化計画個別計画
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①　公共施設の総合的かつ計画的な管理運営の推進

目的　　◆ 公共施設の目標使用年数を設定することで、更新時期の延長や機能維持を図り、財政負
担の軽減、平準化を図ります。

　　　　◆ 公共施設の計画的な維持管理及び大規模改修を行うことで、財政負担の軽減、平準化
を図ります。

　　　　◆ 市民の福祉増進を図るとともに、より快適な公共施設の利用に資するため、公共施設の
利便性向上を図ります。

手段　　◆ 公共施設について点検、修繕、改修、更新等の管理サイクルを実施します。
　　　　◆ 公共施設の健全度とバリアフリー化の向上を図ることで、誰もが利用しやすい施設とします。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

公共施設の利用者数
982,056 人

（令和元年度）
↑

公共施設の利用満足度
67.5％

（令和元年度）
↑

政策　　10　　持続可能な行財政運営

施策　　 ２ 　　公共施設の適正な管理運営の推進

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

公共施設の適正な維持管理を行うとともに、利用者の利便性向上を図ることで、市民の福
祉増進を図ります。また、中長期的な視点に立った公共施設の維持管理、更新、長寿命化を
進めることで、財政負担の軽減、平準化を図るとともに、効果的かつ効率的な施設のあり方
について、利用者や近隣住民の合意形成を図りながら検討、研究を進めます。

● 本市の公共施設の総数は、69施設、134
棟、総延床面積は165,891㎡で、令和２
年４月１日現在における市民１人当たりの延
床面積は1.51㎡ /人となっています。建設
から30年以上経過している公共建築物は
約69％で老朽化が進んでおり、今後、施
設の適正な維持管理及び更新に多額の費
用を要することが見込まれています。

● 市の施設全体の利用人数は増加傾向にあ
り、年間90万人を超える一方で、稼働率
の低い施設があることから、利便性の向上
を図る必要があります。

現状と課題

12.7%

15.7%

20.9%

47.8%

0年以上～10年未満

10年以上～20年未満

20年以上～30年未満

30年以上～40年未満

40年以上～

3.0%

― 市内公共施設　築年数（令和元年度）―
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指標名 現状値 目標値

公共施設の劣化状況評価における健全項目の割合
65.6％

（令和元年度）
70.0％

公共施設のバリアフリー化向上の割合
52.4％

（令和元年度）
60.0％

②　公共施設の適正配置、利活用の推進

目的　　◆ 人口動向や市民ニーズなどの状況を踏まえ、中長期的な視点から効果的かつ効率的な
施設のあり方などを検討し、公共施設の適正配置や利活用を推進します。

手段　　◆ 職員の公共施設マネジメント（※）の意識向上を図るため、研修会等への参加促進を図りま
す。

　　　　◆施設のあり方について、全庁的に検討を行います。
　　　　◆将来人口に即して、公共施設の適正な配置等を推進します。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

公共施設マネジメントに関する研修会等への参加人数 ― 100 人

公共施設等総合管理計画に基づく業務の進捗率 ― 100％

※ この施策の柱の成果指標は、公共施設マネジメントに関する研修会等及び公共施設の適正配置の検討を令和３年度から始
めることから、現状値は「―」としています。

◆ 公共施設の管理運営に関し、指定管理者制度（※）を導入するなど、民間事業者のノウハウを活用し、
市民サービスの向上や経費の削減を図ります。

◆ 今後の人口推計、財政状況、公共施設の維持及び更新費などを市民に情報提供し、公共施設のあ
り方などについて、合意形成を図ります。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

◆公共施設等総合管理計画　◆市有建築物長寿命化計画　◆学校施設長寿命化計画　
◆市営住宅等長寿命化計画

きらり鎌ケ谷市民会館 きらりホール

個別計画
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①　情報発信の充実

目的　　◆ 市民、事業者、行政などが協働によるまちづくりを進めるため、市民のニーズに対して
必要とされる市政情報を分かりやすく、正確、迅速に提供することによって、市政に対す
る理解と相互の信頼関係を深めていきます。

手段　　◆ 市政情報の提供手段の柱である広報紙を中心とし、市ホームページ等の様々な発信手段
も積極的に活用して、タイムリーで充実した情報発信を展開します。

　　　　◆ 市ホームページはＣＭＳ（コンテンツ・マネジメント・システム）により全所属がコンテンツ
を作成できる環境にあり、充実した情報発信を行います。

　　　　◆市内外への情報発信を行うため、報道機関向けに市政情報を積極的に提供します。

施策の柱

施策の状態指標（目指す方向性）

指標名 現状値 目指す方向

市ホームページのアクセス数
983,682 件

（令和元年度）
↑

社会増加数（市内転入者数と転出者数の差）【再掲】
355 人

（令和元年）
↑

政策　　10　　持続可能な行財政運営

施策　　 ３ 　　行政情報等の積極的な発信

まちづくりの主体が一体となって目指す施策のねらい

誰もが市政情報を容易に入手し、積極的に行政サービス及び市民公益活動等に利用してい
くため、様々な広報媒体を活用して、情報発信の充実を図ります。

また、市の魅力について、様々な機会を通じて積極的に情報発信することで、市の知名度
向上を図ります。

● 市政情報は、毎月２回発行する広報紙
をはじめ、市ホームページやＳＮＳ（ソー
シャル・ネットワーキング・サービス）、
デジタルサイネージなど、様々な媒体
を活用して提供していますが、若年層
などを中心に紙媒体からスマートデバ
イス（スマートフォンやタブレット等）へ
の普及、活用が進展している中で、イ
ンターネットを活用した情報発信をさ
らに充実させる必要があります。

●  これまで、子育てに優しいまちや魅力
あふれるまちづくりに取り組んだ結果、
転入者と転出者の差となる社会増加数
がプラスで推移しており、平成30年８月には、人口11万人に達しています。一方で、合計特殊出
生率は減少傾向にあり、直近の人口推計では、将来的に人口が減少することが見込まれます。

現状と課題
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平成
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― 市ホームページのアクセス数―
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指標名 現状値 目標値

市ホームページのコンテンツ更新回数
2,983 回

（令和元年度）
3,300 回

SNS による情報発信回数
393 回

（令和元年度）
470 回

②　市の魅力発信の推進

目的　　◆ 市民、事業者、行政などが市の魅力を認識、再発見したうえで、様々な機会を通じて、
積極的に情報発信することにより、市の知名度の向上を図ります。

手段　　◆ 若者、子育て世代をターゲットに、市の魅力を発信する仕組みや運営方法などについて、
民間企業の知識や経験などの活用を検討します。

　　　　◆市民、事業者などが自らＳＮＳを活用して情報発信する仕組みの構築を検討します。
　　　　◆広報紙、市ホームページのほか、情報発信手段の拡充を図ります。

成
果
指
標

指標名 現状値 目標値

市の認知度
45.3％

（平成 28 年度）
50.0％

市内外の市民交流人口（観光入込客数）
404,175 人
（令和元年）

410,000 人

◆ 広報紙や市ホームページなどでの市政情報の提供により、市民、事業者と行政との協働のまちづく
りを推進します。

◆ 市の地域資源である北海道日本ハムファイターズの試合などにより、市内、市外を問わず交流が生
まれることを活かし、市の魅力発信と知名度アップを図ります。

市民、事業者、行政など各主体が相互に連携及び協力する取組み

該当なし個別計画

ファイターズ鎌ケ谷スタジアム

鎌ケ谷大仏 梨の収穫
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　　　　資料編

用語解説

【ア行】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◆ＡＥＤ（自動体外式除細動器） 

 機器が自動的に心臓の解析を行い、必要に応じて電気的なショックを与え、心臓の働きを戻すこ
とを試みる医療機器

【カ行】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◆介護支援専門員

 利用者の生活や介護に関する相談や利用者の心身状況等に応じ適切なサービスを利用できるよ
うに市町村、事業所、施設等と連絡調整等を行う者（通称ケアマネジャー）

◆河川の水質ＢＯＤ値

 水中の微生物が、汚れである有機物質を分解する際に必要な酸素量を示した数値（一般的に、Ｂ
ＯＤの数値が大きい場合、水中のよごれが多い状態）

◆かまがや83＋運動

 登下校時間の午前８時と午後３時に、子どもの存在に意識を向けて地域全体で見守っていこうと
いう83運動に、見守り活動をしてくれる方々への「感謝」、元気に学校へ通う子どもたちを「応援」
する気持ち、いつでも子どもたちを見守る意識を持って欲しいという「願い」をプラスした運動

◆GIGAスクール構想

 子供たち一人ひとりに公正に個別最適化され、資質・能力を一層確実に育成できる教育ICT環
境を実現するための構想

◆基幹相談支援センター

 地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、総合的・専門的な相談支援・地域の
相談体制の強化の取組及び権利擁護・虐待防止等を行う施設

◆危険物施設

ガソリンや灯油などの危険物を貯蔵し、又は取り扱う消防法に定める施設
◆旧耐震基準の木造住宅

昭和56年５月31日以前に建築した主要構造部が木造の住宅
◆協働

 複数の主体が、何らかの公益的な目的を共有し、その目的を達成するために、共に力を合わせ
て行う活動

◆協働アドバイザー

 協働や市民公益活動等に関する知識が豊富であり、行政、市民公益活動団体、事業者等にアド
バイスができる人材として市が雇用する専門家

◆経常収支比率

 毎年度経常的に収入される一般財源に対する毎年度経常的に支出される経費に充てられた一般
財源の割合

◆刑法犯認知件数

 警察において被害の届け出や告訴などにより刑法犯（凶悪犯・粗暴犯・窃盗犯・知能犯・風俗犯・
その他の６分類）の発生を確認した事件の数

◆下水道事業経営戦略

将来にわたって安定的に事業を継続するための中長期的な経営の基本計画
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◆健康寿命（平均自立期間）

 健康上の問題で、日常生活が制限されることなく生活できる期間。平均自立期間はその指標の
一つで「要介護２以上」を「不健康」と定義し、算出される期間

◆権利擁護

 認知機能の低下などのために、自分で判断する能力が不十分であったり、意思や権利を主張す
ることが難しい場合、個人の生活・権利をその人に代わって代弁し、主張すること。あるいは、
本人が自分の意思を主張し、権利行使ができるように支援すること

◆公営企業会計

 地方公営企業法に基づき国や地方公共団体が営む公営企業が行う会計。現金の収入と支出の
みを経理する官公庁会計（単式簿記）と異なり、民間企業と同じくすべての取引が発生した時点
で計上し、収益・費用、資産・負債・資本といった仕訳による複式簿記の経理を行うもの

◆後期高齢者健康診査

 生活習慣病の早期発見や健康の保持増進を図る観点から、特定健康診査に準じて行う健康検査
◆公共施設マネジメント

 地方公共団体が所管する公共施設を自治体経営の視点から、総合的・統括的に管理・運営・活
用する仕組み

◆合計特殊出生率

一人の女性が15歳から49歳までに出産する子どもの数の平均
◆洪水ハザードマップ

 水害の危険性の正しい認識や水害時の人的被害の防止のため、浸水情報や避難場所等を記載
した地図

◆国土強靭化

 大規模自然災害等に備えるため、事前防災・減災と迅速な復旧復興に資する施策をまちづくり
政策や産業政策も含めた総合的な取組みとして計画的に実施し、強靭な国づくり・地域づくりを
推進するもの

◆子育てサポーター

 乳幼児とその保護者が集う児童センターや子育てサロンなどにおいて、子育ての相談などを行
う子育て支援ボランティア

◆子育て支援員

 国で定めた研修を修了し、子育て支援の分野で働く上で必要な知識や技術等を修得したと認め
られる者

◆子育て支援コーディネーター

 子育てに関するいろいろな悩みごとや困りごとについて、適切なサービスなどや専門的な窓口
を案内する者

【サ行】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◆最終処分量

搬入されたごみの総量から最終的に埋立て等により処分されたごみの量
◆再生可能エネルギー

 太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、大気中の熱その他の自然界に存在する熱、バイオマス
によるエネルギー
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◆財政健全化判断比率

 地方公共団体の財政状況を統一的な指標で明らかにし、財政の早期健全化や再生の必要性を
判断するための４つの財政指標（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負
担比率）

◆ＣＯＤ

 水中の汚れ（有機物）を薬品（過マンガン酸カリウム）で化学反応させるときに消費される酸素の
量。一般に、この数値が大きいほど、水中に有機物等が多く、汚濁の度合いが大きくなる

◆資源化率

搬入されたごみの総量に対するリサイクル（再資源化）されたごみの量の割合
◆指定管理者制度

 市が行う公の施設の管理について、市の指定を受けた法人その他の団体を指定管理者として指
定し、指定管理者が施設の管理運営を行う制度

◆自主防災組織

 災害対策基本法に規定された主に自治会、町内会を単位とした地域住民が自主的な防災活動を
行う組織

◆実質公債費比率

収入に対する債務返済額の比率を示す財政指標
◆市民公益活動

 市民が営利を目的とせず、地域のために自ら行う活動（自治会活動、ボランティア活動、ＮＰＯ
活動等を含む）

◆住宅確保要配慮者

 低額所得者、被災者、高齢者、障がい者、子育て世帯など賃貸人に入居を拒まれる等の理由から、
民間の賃貸住宅市場において自力で適正な住宅を確保することが難しいため、住宅の確保に特
に配慮を要する者

◆出火率

人口１万人当たりの出火件数
◆障がい者地域自立支援協議会

 障がい者の生活を支えるため、相談支援事業を始めとするシステム作りに関し中核的な役割を
果たし、障がい福祉サービス事業者、関係機関及び関係団体とネットワークの構築等に向けた
協議を行う機関

◆将来負担比率

将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率
◆浸水面積

 大雨により河川や水路等から水が溢れ氾濫を起こした時、及び低地などに雨水が溜まった時の
浸水範囲

◆浸透桝

雨水を地面に浸透させるため、本体に穴や通水するための機能を持たせた桝
◆スケアード・ストレイト自転車交通安全教室

 スタントマンを使って実際の事故を再現するなど、参加者に事故の危険性を視覚的に体験させ、
恐怖を実感させることで、それにつながる危険運転を未然に防止し、交通ルールの大切さを学
ばせる交通安全教室

◆下水道事業ストックマネジメント計画

 下水道施設を計画的かつ効率的に管理するため、施設の状況を客観的に把握、評価し、長期的
な施設の状態を予測しながら、維持管理・改築に係る方針を策定した計画

◆生活困窮者自立支援事業

 生活困窮者に対して、専門の支援員が他機関と連携し、住宅の確保や自立支援相談などの自立
に向けた支援を行う事業
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◆生活習慣病

 食事や運動・休養・喫煙・飲酒・ストレスなどの生活習慣が深く関与し、発症の原因となる疾患
の総称

◆生活排水処理率

 下水道や合併処理浄化槽など生活排水処理施設による生活排水処理人口の総人口に占める割
合

◆生活保護受給者等就労自立促進事業

 生活保護受給者を含め生活困窮者を広く対象として、ハローワークと市の協定等による連携を
基盤としたチーム支援方式により、支援、対象者の就労による自立を促進する事業

◆生産緑地

 市街化区域内農地などのうち、公害や災害防止など良好な生活環境の確保に相当の効用があり、
かつ、公園や緑地など公共施設などの敷地の用に供する土地として適しているものを生産緑地
法に基づき都市計画として指定した地区

◆成年後見制度

 認知症、その他の精神上の障がいにより判断能力が不十分な人のために家庭裁判所によって選
ばれた後見人等が、本人の財産の管理や身上保護などを行うことで、その保護を図り権利を擁
護する制度

◆セーフティネット

 「安全網」と訳され、網の目のように救済策を張ることで、全体に対して安全や安心を提供する
ための仕組み

◆早期健全化基準

 実質公債費比率や将来負担比率などの４つの財政指標で、財政の早期健全化を図るべき基準と
して国が定める数値

【タ行】　　　　　

◆第１種兼業農家

兼業農家のうち、農業から主な所得を得ている農家
◆第三者行為求償

 交通事故等、第三者の不法行為によって生じた医療給付等について、第三者である加害者に対
して、保険者が負担した医療給付額を限度に損害賠償請求をすることができる権利

◆地域づくりコーディネーター

 市民公益活動の支援及び行政や市民公益活動団体、事業者などの多様な主体間による協働の
推進をする市民のうち、市が認定した者

◆地域包括支援センター

 介護保険法に基づく高齢者の総合相談窓口。保健師等・社会福祉士・主任ケアマネジャーの３
職種が配置され、総合相談支援業務、権利擁護業務、包括的・継続的ケアマネジメント業務、
地域ケア会議関係業務、介護予防ケアマネジメント業務等の業務を実施するもの

◆地区計画

 道路や公園などの地区施設の位置や規模、建物の建て方、塀の高さ・構造などをまちのルール
として都市計画に定め居住環境の向上を図る制度

◆自治会

 地域に根差した課題の解決や安心・安全な環境づくりのため、行政と連携して住みよいまちづく
りを進めている任意団体（「町会」の名称を使用する自治会も含む）

◆中間支援組織

 市民公益活動団体の支援や、行政、市民公益活動団体、事業者等の間に立って、協働を促す
団体

114



◆電話ｄｅ詐欺（特殊詐欺）

 犯人が電話や郵便等で被害者を信じ込ませ、現金やキャッシュカードをだまし取る、犯人の口座
に送金させるなどの犯罪の総称として、特殊詐欺の実態を周知するために使用している千葉県
独自の広報用名称

◆東京10号線延伸新線

 本八幡と新鎌ケ谷を結ぶ鉄道路線。当初「県営鉄道北千葉線」として計画されたが平成14年に
廃止となった。その後「東京10号線延伸新線」と改め、千葉県、市川市、鎌ケ谷市で構成する「東
京10号線延伸新線検討委員会」で調査検討を進めていたが、事業の採算性の見通しが立たない
ことなどの理由により、千葉県より事業廃止の申出があり、同委員会を解散し、検討を終了し
たもの

◆特定健康診査

 医療保険者（国保・被用者保険）が40歳～ 74歳の加入者を対象として実施するメタボリックシン
ドローム（内臓脂肪型肥満に加えて、高血糖・脂質異常・高血圧のうちいずれか２つ以上の危険
因子をあわせもった状態）に着目した検査項目での健康診査

◆都市計画道路

都市の将来のまちづくりや道路ネットワークを踏まえ、都市計画法に基づき計画された道路
◆都市計画道路整備プログラム

都市計画道路の整備を効率的かつ効果的に行っていくための整備順位を示した計画
◆捕込

馬を捕獲し選別する施設として使用されていた場所

【ナ行】　　　　　　

◆二次救急

 入院治療や緊急手術を必要とする患者に対応する救急医療。地域で発生する救急患者への診療
や応急処置を行い、必要に応じて手術や入院治療を行うもの

◆乳児家庭全戸訪問事業

 生後４か月までの乳児がいるすべての家庭を保健推進員等が訪問し、子育てに関する必要な情
報提供や相談など、適切なサービスに結び付けることを目的とした事業

◆認可保育所

 施設の広さや保育士の数など国が決めた基準に基づいて都道府県などが審査し、認可した保育
所

◆認定こども園

幼稚園と保育所の両方の良さを併せ持つ教育・保育を一体的に行う施設
◆認定農業者

 農業者が自主的に策定した農業経営改善計画について、市町村が地域農業の指針である基本
構想に即していると認定した業経営改善に意欲のある農業者

◆ネットパトロール

 スマートフォンやSNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）をはじめとする新たな機器やサー
ビスの普及に伴い、増加する有害情報や誹謗中傷等から子どもたちを守るため、不適切な書き
込みや画像の投稿等を検索・監視すること
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【ハ行】　　　　　　

◆バイスタンダー

救急現場に居合わせた人（発見者、同伴者等）
◆8050問題

80歳代の高齢の親と同居する無職や引きこもり状態の50歳代の子どもが抱える生活問題
◆ビオトープ

 生物を意味する“Bio”と場所を意味する“Tope”を合成したドイツ語。安定した生活環境を持った
動植物の生息空間のことで、元来そこにあった生態系を復元や保全することを目的に、湿地や
林などを保全・再生した環境空間を指すもの

◆ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金

 ひとり親家庭の親が、看護師、介護福祉士、保育士などの資格取得のため１年以上養成機関で
修学する場合、修学期間（上限４年）に訓練促進給付金と、修学終了時に修了支援給付金を支給
する制度

◆武力攻撃事態

 地上部隊が上陸する攻撃や弾道ミサイルによる攻撃などの武力攻撃が発生した事態又は、武力
攻撃が発生する明白な危険が切迫していると認められるに至った事態

◆平均寿命

０歳から今後何年生きられるかという期待値をあらわしたもの
◆放課後児童クラブ

 保護者が労働等などにより、昼間家庭にいない小学生に対して、放課後や夏休みなどに適正な
遊び及び生活の場を与えることにより、その健全育成を図る事業

◆防火対象物

映画館や飲食店、ショッピングモール等、人が出入りをする消防法に定める建物
◆防犯サテライト事業

鎌ケ谷警察署、鎌ケ谷市防犯協会、市が協働で行う防犯に係る巡回事業
◆保険者間調整

 被保険者が資格を喪失後に、誤って国民健康保険被保険者証で医療機関を受診した場合に、被
保険者の同意書を基に、新旧の保険者間で調整を行うこと

【マ行】　　　　　　　

◆緑のカーテン

 ゴーヤやヘチマなどのツル性の植物を、建物の窓や壁面に生育させ、カーテンのような状態に
したもの。葉が日差しを遮るため、室内温度の上昇を緩和することができ、エアコンの使用を
抑えることが可能となるもの

【ヤ行】　　　　　　　

◆要支援・要介護認定者

要支援認定者：家事や身支度等の支援が必要とすると介護認定審査会で認定された者
 要介護認定者：日常生活において、寝たきりや認知症等で常時介護を必要とすると介護認定審
査会で認定された者

◆予防技術資格者

火災予防に関する高度な知識及び技術を有するものとして消防庁長官が定める資格者
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【ラ行】　　　　　　

◆ライフサイクルコスト

 建物の建設費用だけでなく、企画・設計・施工・運用・維持管理・補修・改造・解体・廃棄に
至るまでに必要な全ての費用

◆流域下水道

 都道府県が設置し、管理する大規模な下水道のことで、河川や海域、湖沼をひとつの単位として、
２つ以上の市町村にまたがる地域の汚水、雨水などを広域的に処理するもの

◆連続立体交差事業

 市街地内において地表面を通過している鉄道を、連続した区間で高架化又は地下化し、多くの
踏切を除却して道路交通の円滑化や地域の分断解消を図る事業で、都市計画事業として行うも
の

【ワ行】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◆ワークショップ

参加者が実際にものづくりをしたり、演劇や演奏などの稽古や練習、体験を行う体験型講座
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基本目標 政策 施策 状態指標 現状値
目指す
方向性

【基本目標１】 

誰もが健康でい

きいきと暮らせ

るまち

【政策１】

保健・福祉

１ 保健・医療の充実

健康寿命（平均自立期間）
男 79.7 歳
女 84.0 歳

（平成30年）
↑

生活習慣の改善に取り組んでいる人の
割合（対象：国民健康保険特定健康診査
受診者（40歳から74歳まで））

23.0%
（令和元年度） ↑

２ 地域福祉の推進
地域づくり活動へ参加したい人の割合 58.7%

（令和元年度） ↑

社会福祉協議会ボランティアセンター登
録人数

1,104人
（令和元年度） ↑

３ 高齢者福祉の推進

現在の健康状態を良好と答える人の割合
（65歳以上）

80.7％
（令和元年度） ↑

「要支援・要介護認定者」のうち「要支
援者」の割合（65歳以上）

28.0％
（令和元年度） →

４  障がい者（児） 
福祉の推進

自宅等で生活をしている障がい者の割
合

99.0％
（令和元年度） →

仕事をしている障がい者の割合 29.3％
（令和２年度） ↑

５  社会保障制度の 
充実

国民健康保険１人当たりの医療費 343,332円
（令和元年度） →

介護保険１人当たりの介護給付費 1,401,836円
（令和元年度） →

生活保護自立件数 93世帯
（令和元年度） ↑

【基本目標２】 

子どもの生きる

力をはぐくむま

ち

【政策２】

子育て

１ 子育て環境の充実
合計特殊出生率 1.22

（令和元年） ↑

子育て支援事業の満足度 73.1％
（令和２年度） ↑

２  保育サービス等の
充実

待機児童数（保育園、放課後児童クラブ）
０人

（令和２年４月 
１日現在）

→

合計特殊出生率【再掲】 1.22
（令和元年） ↑

【政策３】

教育

１ 学校教育の充実

教職員、保護者等からの学校施設満足
度の割合 ― ↑

授業の中で課題解決に向けて自分で考
え、自分から取り組んでいた児童生徒
の割合

― ↑

２  児童・生徒の健康
及び安全等の確保

標準体重の児童生徒の割合 90.4％
（令和元年度） ↑

児童生徒の交通事故の発生件数 14件
（令和元年度） ↓

学校給食の満足度 80.0％
（令和元年度） ↑

３  青少年の健全育成
の推進

市内不良行為少年の補導人数（千葉県
警察）

485人
（令和元年度） ↓

青少年の育成活動を行う団体会員数 972人
（令和元年度） ↑

【基本目標３】

自然と調和した

災害に強いまち

【政策４】

安全

１  危機管理体制・防
災対策の強化

自主防災組織の組織率 52.4%
（令和元年度） ↑

災害協定の締結数 57件
（令和元年度） ↑

２ 防犯対策の強化
刑法犯認知件数 716件

（令和元年） ↓

電話ｄｅ詐欺（特殊詐欺）被害認知件数 29件
（令和元年） ↓

３  消防・救急・救助
体制の充実

出火率（人口１万人当たり） 2.3件
（令和元年） ↓

災害出動件数（火災、救急、救助） 6,022件
（令和元年） ↓

施策の状態指標（目指す方向性）の一覧
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基本目標 政策 施策 状態指標 現状値
目指す
方向性

【基本目標３】

自然と調和した

災害に強いまち

【政策５】

環境

１ 環境保全の推進

河川の水質ＢＯＤ値 6.6mg/L
（令和元年度） ↓

市域内温室効果ガス排出量
536,000t-

co2

（平成28年度）
↓

２ 循環型社会の構築

資源化率 20.1%
（令和元年度） ↑

最終処分量 2,439ｔ
（令和元年度） ↓

市民１人１日当たりのごみの排出量 791.6g
（令和元年度） ↓

３ 環境衛生の向上
生活排水処理率 81.3%

（令和元年度） ↑

河川の水質ＢＯＤ値【再掲】 6.6mg/L
（令和元年度） ↓

【基本目標４】

 にぎわいと活

力に満ちた緑あ

ふれるまち

【政策６】

都市基盤

１  良好な居住環境の
確保

住宅の耐震化率 77.9％
（令和元年度） ↑

市内の空家率 2.4%
（令和元年度） ↓

２  快適な公園・緑地
空間の創出

市民１人当たりの都市公園面積 3.3㎡/人
（令和元年度） ↑

緑地の面積 607ha
（令和元年度） →

３ 治水対策の推進

浸水面積 123.4ha
（令和元年度） ↓

床上、床下浸水件数

512件
（平成22年度
から令和元年
度までの最大

値）

↓

４  持続可能な下水道
事業の推進

印旛沼の水質の向上
ＣＯＤ

11.1mg/L
（令和元年）

↓

手賀沼の水質の向上
ＣＯＤ

8.6mg/L
（令和元年）

↓

東京湾の水質の向上
ＣＯＤ

2.6mg/L
（令和元年）

↓

５  安全に利用できる
道路環境の充実

市道延長 242km
（令和元年度） ↑

交通事故発生件数 205件
（令和元年度） ↓

６  魅力ある都市機能
の充実

社会増加数（市内転入者数と転出者数の
差）

355人
（令和元年） ↑

市内８駅（東武野田線２駅、新京成線５駅、
北総線・成田スカイアクセス線１駅）の 
１日当たりの乗降客数

159,636人
（令和元年度） ↑

【政策７】

産業

１  持続可能な都市農
業の構築

経営耕地面積 35,322a
（平成27年） →

農業経営体数 294戸
（平成27年） →

認定農業者数 55人
（令和元年度） ↑

２  商工業の振興及び
観光施策の充実

市内の事業所数（経済センサス 基礎、
活動調査）

2,994事業所
（平成28年度） ↑

製造業の事業所数（経済産業省 工業統
計調査）

96事業所
（平成30年度） ↑

３  消費者の安全及び
安心の確保

電話de詐欺（特殊詐欺）被害認知件数
【再掲】

29件
（令和元年度） ↓

消費生活相談件数（斡旋、注意喚起等
を含む）

663件
（令和元年度） ↑
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基本目標 政策 施策 状態指標 現状値
目指す

方向性

【基本目標５】 

豊かな心と生き

がいを実感でき

るまち

【政策８】 

生涯学習・

⽂化・ 

スポーツ

１ 生涯学習の推進

学習施設利用者数（生涯学習推進セン
ター、学習センター、図書館）

390,607人
（令和元年度） ↑

定期利用サークル、団体数（生涯学習推
進センター、学習センター、学校施設
開放）

682団体
（令和元年度） ↑

２  芸術文化の振興及
び歴史的資源の保
存活用

芸術文化行事来場者数 9,083人
（令和元年度） ↑

文化財周知普及イベント来場者数 6,332人
（令和元年度） ↑

３  生涯スポーツの振
興

スポーツ施設利用者数 284,532人
（令和元年度） ↑

スポーツ協会会員数 5,172人
（令和元年度） ↑

基本構想の実現

に向けて

【政策９】 

市⺠協働・

男女共同参

画・多⽂化

共生

１  協働及び市民公益
活動等の推進

協働により成果が上がった事業の割合 40.8％
（令和元年度） ↑

市民公益活動団体等への新規加入者数 70人
（令和元年度） ↑

２ 共生社会の実現

男女の地位が平等であると思う市民の
割合

14.7%
（令和元年度） ↑

外国人住民の満足度 63.8%
（平成25年度） ↑

【政策10】

持続可能な

行財政運営

１  財政の健全化及び
行財政改革の推進

経常収支比率 97.9%
（令和元年度） ↓

財政調整基金の年度末残高

約17億1,000
万円

（令和２年度3月
補正後の残高）

↑

２  公共施設の適正な
管理運営の推進

公共施設の利用者数 982,056人
（令和元年度） ↑

公共施設の利用満足度 67.5％
（令和元年度） ↑

３  行政情報等の積極
的な発信

市ホームページのアクセス数 983,682件
（令和元年度） ↑

社会増加数（市内転入者数と転出者数の
差）【再掲】

355人
（令和元年） ↑
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【政策１】保健・福祉

施策 施策の柱 成果指標名 現状値 目標値

１  保健・医

療の充実

（１） 健康づくりの推
進

週４日以上朝食を食べている人の割合
①子ども（小学５年生）
② 成人（対象：国民健康保険特定健康診査受診者
（40歳から74歳まで））

①95.4％
（令和元年度）

②90.7％
（令和元年度）

①97.0％
②92.5％

汗をかく運動（30分以上）を週２日以上かつ１年以
上継続している人の割合（対象：国民健康保険特定
健康診査受診者（40歳から74歳まで））

42.9％
（令和元年度）

42.9％

（２） 疾病予防、早期
発見、重症化予
防の推進

市のがん検診精密検査受診率
78.8％

（令和元年度）
80.4％

健康診査を受けている割合
① 国民健康保険特定健康診査受診率（40歳から74 

歳まで）
② 後期高齢者健康診査受診率（75歳以上）

①38.5％
（令和元年度）

②36.3％
（令和元年度）

①44.0％
②36.3％

（３） 地域医療体制の
充実

かかりつけ医がいる割合
①子ども（１歳６か月児健康診査受診者）
②成人（40歳から64歳まで）

①88.9％
（令和元年度）

②44.5％
（令和元年度）

①88.9％
②51.3％

救急搬送人員が市内の医療機関等に搬送された割
合

49.9％
（令和元年）

56.8％

２  地域福祉

の推進

（１） 地域共生社会の
ための基盤の整
備

「地域共生社会実現に向けた情報共有会議」の開催
回数

0回
（令和元年度）

2回

身近な福祉相談窓口の設置箇所数
20か所

（令和元年度）
21か所

（２） 多様な担い手の
人材育成

民生委員・児童委員の定員充足率
95.5%

（令和元年度）
100%

地域福祉を推進するボランティア養成講座の開催
回数

43回
（令和元年度）

44回

（３） 地域で支え合う
仕組みづくり

避難行動要支援者避難支援制度協力自治会数（累
計）

15自治会
（令和元年度）

50自治会

成年後見制度の法定後見及び任意後見利用者数
137人

（令和元年）
160人

３  高齢者福

祉の推進

（１） 地域包括ケアシ
ステムの深化・
推進

地域包括支援センターの認知度
38.4%

（令和元年度）
52.8％

認知症サポーター養成講座受講者数
1,782人

（令和元年度）
1,800人

（２） 活力ある高齢者
の活動支援

地域づくり活動に企画、運営者として参加したいと
思う人の割合

30.2％
（令和元年度）

35.0％

介護予防体操、認知症予防等の実施場所
91か所

（令和元年度）
96か所

（３） 高齢者が安心し
て暮らせる環境
の整備

介護保険における居宅介護住宅改修
294件

（令和元年度）
450件

生活支援整備体制事業における第２層協議体会議
回数

20回
（令和元年度）

36回

成果指標の一覧
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施策 施策の柱 成果指標名 現状値 目標値

４  障がい者

（ 児 ） 福

祉の推進

（１） 自立した生活の
支援

基幹相談支援センター相談件数
10,083件

（令和元年度）
10,500件

手話通訳派遣回数
379件

（令和元年度）
450件

（２） 障がい者（児） 
が安心して暮ら
せる環境の整備

医療について困り事のある人の割合
48.3％

（令和２年度）
47.8％

啓発事業参加者数
2,485人

（令和元年度）
2,560人

（３） 社会参加の促進

身体障がい者福祉センター等で創作活動や生産活
動を行っている人数

533人
（令和元年度）

560人

社会活動を行ったことがある障がい者の割合
12.3％

（令和２年度）
13.0％

５  社会保障

制度の充

実

（１） 国民健康保険事
業の適正な運営

ジェネリック医薬品の使用割合
79.1％

（令和元年度）
80.0％

国民健康保険料徴収率
82.2％

（令和元年度）
82.5％

（２） 介護保険事業の
適正な運営

介護支援専門員法定研修受講者数
35人

（令和元年度）
50人

介護保険料徴収率
96.2%

（令和元年度）
96.5%

（３） 生活保護と自立
生活の支援

生活保護受給者等就労自立促進事業参加者数
55人

（令和元年度）
60人

子どもの学習・生活支援事業実施回数
41回

（令和元年度）
42回

【政策２】子育て

施策 施策の柱 成果指標名 現状値 目標値

１  子育て環

境の充実

（１） 妊娠期から子育
て期までの切れ
目のない支援

乳児家庭全戸訪問事業  訪問率
96.0％

（令和元年度）
96.0％

つどいの広場利用人数
25,859人

（令和元年度）
34,000人

（２） きめ細かな支
援が必要な子ど
も、子育て家庭
への支援

児童虐待防止（子育て関係）講座等の開催回数
15回

（令和元年度）
38回

ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金受給者数
８人

（令和元年度）
12人

（３） 地域全体で子育
てを支えるため
の環境整備

児童センター利用人数
99,378人

（令和元年度）
126,000人

子育てサポーター活動回数
740回

（令和元年度）
800回
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施策 施策の柱 成果指標名 現状値 目標値

２  保育サー

ビス等の

充実

（１） 幼稚園、保育園
の充実

子育て支援員研修の受講率
23.8％

（令和２年度）
50.0％

保育所定員数
1,545人

（令和２年度）
1,635人

（２） 放課後児童クラ
ブの充実

放課後児童クラブが楽しいと思う児童の割合
60.2％

（令和２年度）
80.0％

放課後児童クラブの定員数
806人

（令和元年度）
827人

（３） 多様な家庭に対
応した保育サー
ビスの充実

一時預かり事業の受入可能人数
10,560人

（令和２年度）
15,840人

ファミリー・サポート・センター提供会員数
171人

（令和元年度）
195人

【政策３】教育

施策 施策の柱 成果指標名 現状値 目標値

１  学校教育

の充実

（１） 安全で安心な教
育環境の確保

外壁、屋上防水等改修率
32.3％

（令和元年度）
35.5％

小中学校トイレの整備進捗率
46.4％

（令和元年度）
94.6％

（２） 生きる力をはぐ
くむ特色ある学
校づくり

ＩＣＴ教育機器の１日の授業における使用割合 ― 50.0％

学校図書館図書標準の達成校
12校

（令和元年度）
14校

（３） 専門性と社会性
を備えた教職員
の育成

自主公開取組み校
9校

（令和元年度）
12校

児童生徒と向き合う時間を確保できている教職員
の割合

68.2％
（令和元年度）

95.0％

２  児童・生

徒の健康

及び安全

等の確保

（１） 保健、安全教育
の充実

児童生徒の定期健康診断受診率
95.1％

（令和元年度）
95.5％

児童生徒の定期健康診断受診勧告後の医療機関受
診率

54.9％
（令和元年度）

60.0％

（２） 児童生徒の安全
確保

子ども自転車安全運転講習会、スケアード・ストレ
イト自転車交通安全教室の実施回数

10回
（令和元年度）

11回

こども110番の家の登録件数（累計）
1,324件

（令和元年度）
1,464件

（３） 学校給食の充実

鎌ケ谷産野菜、果実使用献立数
17回

（令和元年度）
22回

食育指導の実施回数
25回

（令和元年度）
34回
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施策 施策の柱 成果指標名 現状値 目標値

３  青少年の

健全育成

の推進

（１） 青少年の社会参
加、体験活動の
機会づくり

元気っ子ゼミナール参加者数
381人

（令和元年度）
390人

青少年の体験活動等参加者数
5,789人

（令和元年度）
5,860人

（２） 非行防止対策の
推進

青少年補導の活動回数
534回

（令和元年度）
570回

ネットパトロール活動件数
3,147件

（令和元年度）
3,500件

（３） 家庭、地域の教
育力の向上

家庭教育に関する講座の参加人数
3,741人

（令和元年度）
3,850人

家庭川柳の応募数
1,466句

（令和元年度）
1,480句

【政策４】安全

施策 施策の柱 成果指標名 現状値 目標値

１  危機管理

体制・防

災対策の

強化

（１） 総合的な危機管
理体制の強化

業務継続計画（ＢＣＰ）の確認及び見直し
２回

（令和元年度）
２回

防災体制強化研修の参加者数 ― 400人

（２） 事前防災、減災
対策による地域
防災体制の充実

自主防災組織への資器材交付完了団体数（累計）
77団体

（令和元年度）
85団体

避難行動要支援者避難支援制度協力自治会数（累
計）【再掲】

15自治会
（令和元年度）

50自治会

（３） 災害応急活動、
復旧対策の強化

避難所運営委員会の組織数（累計）
12組織

（令和元年度）
21組織

総合防災訓練の参加者数
1,871人

（令和元年度）
2,000人

２  防犯対策

の強化

（１） 防犯対策の充実

かまがや安心ｅメール（防犯情報）登録者数（累計）
3,640件

（令和元年度）
4,000件

児童生徒安全パトロール実施日数
240日

（令和元年度）
240日

夜間防犯パトロール実施日数
260日

（令和元年度）
260日

（２） 自主防犯活動の
推進

防犯サテライト事業実施件数
19件

（令和元年度）
20件

防犯パトロール隊参加者数（累計）
1,316人

（令和元年度）
1,350人

（３）防犯設備の充実

防犯灯設置数（累計）
8,570灯

（令和元年度）
8,800灯

防犯カメラ（街頭）設置数（累計）
42台

（令和元年度）
44台
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施策 施策の柱 成果指標名 現状値 目標値

３  消防・救

急・救助

体制の充

実

（１）消防体制の充実

消防車両の更新台数（累計） ― 16台

予防技術資格者数
35人

（令和元年度）
60人

（２）火災予防の推進

住宅用火災警報器の設置率
72.6％

（令和元年度）
73.8％

立入検査実施件数
389件

（令和元年度）
400件

（３） 安心できる救急、
救助体制づくり

救命講習開催回数
48回

（令和元年度）
55回

活動訓練実施回数（救急、救助）
922回

（令和元年）
930回

【政策５】環境

施策 施策の柱 成果指標名 現状値 目標値

１  環境保全

の推進

（１） 環境保全への監
視、指導体制の
充実

水質浄化に関する意識啓発活動回数
4回

（平成30年度）
7回

粟野家庭雑排水共同処理施設の水質ＢＯＤ値
9.9mg/L

（令和元年度）
5.0mg/L

（２） 温室効果ガス排
出の抑制

市の業務による温室効果ガス排出量
5,154t-co2

（令和元年度）
3,917t-co2

再生可能エネルギー設備設置補助件数
58件

（令和元年度）
65件

（３） 環境保全活動の
促進と市民、事
業者の参加

自然環境講座参加者数
223人

（令和元年度）
250人

環境フェア参加者数
1,282人

（平成30年度）
1,500人

２  循環型社

会の構築

（１） 持続可能なごみ
処理体制の整備

ごみ分別出前講座開催回数
16回

（令和元年度）
25回

ふれあい収集利用者件数
27件

（令和2年度）
140件

（２） ごみの減量、再
使用、リサイク
ルと適正処理の
推進

生ごみ処理容器等購入費補助件数
36件

（令和元年度）
36件

使用済小型家電の回収量
6,175㎏

（令和元年度）
8,000㎏

３  環境衛生

の向上

（１） 公衆衛生の向上

下水道普及率
67.0％

（令和元年度）
74.0％

合併処理浄化槽転換補助金利用件数
18件

（令和元年度）
20件

（２） 生活環境の向上

狂犬病予防注射の接種率
74.3%

（令和元年度）
76.5%

飼い主のいない猫の不妊、去勢手術件数
56件

（令和元年度）
67件
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【政策６】都市基盤

施策 施策の柱 成果指標名 現状値 目標値

１  良好な居

住環境の

確保

（１） 良好な居住環境
の確保

木造住宅等の検査済証の交付率
95.0％

（令和元年度）
100％

宅地、建物のパトロール件数
121件

（令和元年度）
170件

（２） 安全で安心な住
宅の整備

住宅耐震改修促進事業補助件数
13件

（令和元年度）
15件

空家等の解消件数（累計）
205件

（令和元年度）
445件

（３） 住みよい公営住
宅の充実

市内公営住宅の供給戸数
382戸

（令和元年度）
401戸

外壁、屋上防水等改修率
10.0％

（令和元年度）
50.0％

２  快適な公

園・緑地

空間の創

出

（１） 公園、緑地の適
正な維持管理の
推進

都市公園の遊具等の改修、更新数（累計）
65基

（令和元年度）
142基

公園サポーター制度による協働管理の公園数
42か所

（令和元年度）
50か所

（２） みどりの保全と
創出

保全林指定数
10か所

（令和元年度）
10か所

公園等設置数
240か所

（令和元年度）
256か所

３  治水対策

の推進

（１） 安心して暮らせ
る治水対策

準用河川二和川バイパス整備率
37.7％

（令和元年度）
100％

雨水貯留池の容量
43,520㎥

（令和元年度）
48,720㎥

（２） きれいでうるお
いのある水辺環
境の保全

雨水浸透桝モニター設置数（累計）
176基

（令和元年度）
281基

河川、水路除草面積
63,376㎡

（令和元年度）
65,500㎡

４  持続可能

な下水道

事業の推

進

（１）下水道の整備

下水道普及率【再掲】
67.0％

（令和元年度）
74.0％

下水道水洗化戸数（累計）
29,056戸

（令和元年度）
34,046戸

（２） 下水道施設の維
持管理

管渠施設の点検、調査（累計） ― 37,000m

下水道管渠清掃延長
2,859m

（令和元年度）
3,000m

（３） 下水道事業の安
定した経営

経常収支比率 ― 100％以上

下水道使用料の検証 ４年に１回 ４年に１回
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５  安全に利

用できる

道路環境

の充実

（１） 計画的な道路網
の整備

都市計画道路整備率（事業認可施工済区間/都市計
画決定区間）

33.2％
（令和元年度）

38.7％

都市計画道路事業認可区間における用地取得率
47.1％

（令和元年度）
100％

（２） 既存の道路空間
の安全性、快適
性の確保

主要市道、一般市道改良延長
717ｍ

（令和元年度）
870ｍ

交差点改良事業における用地取得率
０％

（令和元年度）
100％

（３） 道路の適正な維
持管理及び交通
安全対策の推進

交通安全教室の開催数
20回

（令和元年度）
22回

交通安全施設更新件数（累計）
77基

（令和元年度）
155基

６  魅力ある

都市機能

の充実

（１） 緑あふれる快適
な魅力あるまち
づくり

まち並みや景観の満足度 ― 60.0％

新鎌ケ谷地区事業所数
329事業所

（令和元年度）
340事業所

（２） にぎわいと活力
ある市街地の整
備

駅前広場整備着手数
１件（初富駅）
（令和元年度）

２件（初富駅、
北初富駅）

新鎌ケ谷駅の１日当たりの乗降客数
103,942人

（令和元年度）
116,000人

（３） 公共交通体系の
充実

公共交通に対する満足度 ― 70.0％

コミュニティバス利用者数
131,843人

（令和元年度）
167,000人

【政策７】産業

施策 施策の柱 成果指標名 現状値 目標値

１  持続可能

な都市農

業の構築

（１）農地の保全

農地利用状況調査の改善面積（累計）
28,957㎡

（平成30年度）
41,000㎡

農用地利用集積計画の新規面積（累計）
40,256㎡

（令和元年度）
65,000㎡

（２）担い手の育成

農業青少年クラブ会員数
16名

（令和元年度）
16名

援農ボランティア登録者数（累計）
73名

（令和元年度）
90名

（３） ブランド化の推
進による販路の
拡大

ＳＮＳによる情報発信更新数 ― 60回

ＰＲイベント参加者数
606人

（令和元年度）
660人
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施策 施策の柱 成果指標名 現状値 目標値

２  商工業の

振興及び

観光施策

の充実

（１） 商工業の発展と
中小企業の経営
強化

創業支援セミナー参加者数
82人

（令和元年度）
150人

市制度融資実行件数
27件

（令和元年度）
30件

（２） 企業誘致の推進
と雇用環境の整
備

企業誘致件数（累計）
０件

（令和元年度）
３件

無料職業紹介所の紹介による就職人数
62人

（令和元年度）
130人

（３） 観光客のニーズ
の変化に対応し
た観光施策の推
進

観光入込客数
404,175人

（令和元年）
410,000人

観光イベント参加者の満足度 ― 80.0％

３  消費者の

安全及び

安心の確

保

（１） 消費生活相談体
制の充実

消費生活相談員の研修参加回数
11回

（令和元年度）
25回

団体等と連携した消費生活相談事業数
4事業

（令和元年度）
8事業

（２） あらゆる世代に
向けた消費者教
育の推進

消費生活講座参加者数
329人

（令和元年度）
400人

消費者教育の理解度 ― 80.0％

【政策８】生涯学習・文化・スポーツ

施策 施策の柱 成果指標名 現状値 目標値

１  生涯学習

の推進

（１） 生涯学習の環境
づくり

生涯学習推進センター及び学習センター稼働率
23.0％

（令和元年度）
33.0％

図書館の蔵書冊数
305,473冊

（令和元年度）
313,000冊

（２） 生涯学習活動の
推進

生涯学習推進センター及び学習センター主催事業
参加者数

34,101人
（令和元年度）

37,000人

図書館資料貸出数
352,577冊

（令和元年度）
400,000冊

（３） 生涯学習活動の
成果の活用

学習成果を活かしている人の割合
49.8％

（平成30年度）
55.0％

地域コミュニティの形成に繋がる活動への参加者数
（公民館まつりなど）

7,833人
（令和元年度）

10,000人

２  芸術⽂化

の振興及

び歴史的

資源の保

存活用

（１） 多様な市民文化
活動の推進

芸術文化行事への出演、出品者数
1,341人

（令和元年度）
1,600人

上記のうち、子どもに係る出演、出品者数及びワー
クショップ来場者数

190人
（令和元年度）

270人

（２） きらりホールを
活用した芸術文
化の振興

きらりホール主催事業来場者数
3,133人

（令和元年度）
5,300人

きらりホール稼働率
53.2%

（令和元年度）
60.0％

（３） 歴史、文化遺産
の保存、継承、
活用の推進

文化財の指定、登録数（累計）
32件

（令和元年度）
40件

企画展示、ミニ展示に対する満足度
70.0％

（令和元年度）
80.0％
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施策 施策の柱 成果指標名 現状値 目標値

３  生涯 

スポーツ

の振興

（１） スポーツ活動の
充実

マラソン大会及び各種市民大会参加者数
10,889人

（令和元年度）
12,000人

プロスポーツと連携したイベント参加者数
2,511人

（令和元年度）
2,700人

（２） スポーツ関係団
体、指導者の育
成

スポーツ協会加盟団体数
29団体

（令和元年度）
30団体

スポーツ推進委員数
31人

（令和元年度）
35人

（３） スポーツ施設の
整備、充実

スポーツ施設稼働率
49.4％

（令和元年度）
60.0％

スポーツ施設事業参加者数
5,032人

（令和元年度）
5,600人

【政策９】市民協働・男女共同参画・多文化共生

施策 施策の柱 成果指標名 現状値 目標値

１  協働及び

市⺠公益

活動等の

推進

（１） 市民公益活動等
に関わる新たな
担い手の発掘、
育成

市民公益活動等に関する情報発信数
（チラシやポスターなどの紙媒体、市ホームページ、
SNSなどによる）

215件
（令和元年度）

250件

市民公益活動体験事業等の参加者数
45人

（令和元年度）
50人

（２） 市民公益活動等
のさらなる発展
に向けた支援

市民公益活動支援講座等の満足度
80.0％

（平成28年度）
85.0％

自治会加入率
60.2％

（令和２年度）
60.2％

（３） 協働に向けた連
携の強化

協働アドバイザーによる相談件数
149件

（令和元年度）
160件

地域づくりコーディネーターの活動実績
21件

（令和元年度）
25件

２  共生社会

の実現

（１） 人権の尊重と男
女共同参画の推
進

市の審議会等の委員のうち女性が占める割合
29.6％

（令和元年度）
35.0％

女性のための就労支援講座
①受講者数
②就労者数

①23人
（令和元年度）

②6人
（令和元年度）

①25人
②6人

（２） ＤＶやハラスメン
トの防止と相談
支援体制の充実

ＤＶ防止に向けた啓発事業の実施回数
７回

（令和元年度）
９回

女性のための相談枠の件数
192件

（令和元年度）
230件

（３） 多文化共生社会
の構築

多言語翻訳機器の設置箇所数（累計）
12か所

（令和元年度）
30か所

行政資料等の翻訳数
34件

（令和元年度）
50件
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【政策10】持続可能な行財政運営

施策 施策の柱 成果指標名 現状値 目標値

１  財政の健

全化及び

行財政改

革の推進

（１） 財政規律の堅持
及び自主財源の
確保

財政健全化判断比率
①実質公債費比率
②将来負担比率

①3.4％
（令和元年度）

②27.8％
（令和元年度）

①10％未満
②72.5％未満

市税徴収率
96.9%

（令和元年度）
97.2%

（２） 行財政改革の推
進

行財政改革による歳出超過の解消 ― ―

車座集会等への参加人数（累計）

2,393人
（平成19年度
から令和元年
度までの参加

人数）

3,000人

（３） 組織力、職員力
の向上

研修受講人数（階層別、実務、派遣）
1,305人

（令和元年度）
1,400人

窓口サービスの満足度
85.5％

（平成28年度）
90.0％

２  公共施設

の適正な

管理運営

の推進

（１） 公共施設の総合
的かつ計画的な
管理運営の推進

公共施設の劣化状況評価における健全項目の割合
65.6％

（令和元年度）
70.0％

公共施設のバリアフリー化向上の割合
52.4％

（令和元年度）
60.0％

（２） 公共施設の適正
配置、利活用の
推進

公共施設マネジメントに関する研修会等への参加
人数

― 100人

公共施設等総合管理計画に基づく業務の進捗率 ― 100％

３  行政情報

等の積極

的な発信

（１） 情報発信の充実

市ホームページのコンテンツ更新回数
2,983回

（令和元年度）
3,300回

ＳＮＳによる情報発信回数
393回

（令和元年度）
470回

（２） 市の魅力発信の
推進

市の認知度
45.3％

（平成28年度）
50.0％

市内外の市民交流人口（観光入込客数）
404,175人

（令和元年）
410,000人
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部門別部会（６部会） 

部会長：部長 

副部会長：次長 

構成員：課長 

策定チーム 

関連課推薦者 

政策調整会議 

総合基本計画策定会議 

 

市長、副市長、各部局長 

市議会 総合基本計画審議会 

事務局（企画財政課 企画政策室） 

全職員の参画 

≪各所属の職員≫ 

 

・各分野の施策展

開を定めるため、

各調査票（シー

ト）の作成 

 

・職員懇話会、車

座集会などを通

じた情報共有な
ど 

 

市民意識調査の実施 

審議会、事業者、自治会連合

協議会との意見交換 

パブリックコメントの実施 

（30 日間） 

計画全般の周知・ＰＲ活動 

（市ホームページ、広報など）

 

  

意
見

照
会 

諮
問 

答
申 

意見 

参加 

情
報

共
有 

中学生によるアンケート

調査の実施 

市民の参画 庁内策定体制 

計画の策定体制
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（１）　審議経過

〇平成30年度第１回審議会（平成30年３月20日）

①委嘱状交付式

②議題

・会長、副会長の選出について
・会議の公開について
・会議録署名人の選出について
・鎌ケ谷市次期総合基本計画策定方針について
・鎌ケ谷市総合基本計画基礎調査報告書について
・今後の進め方について

〇令和元年度第１回審議会審議会（令和元年10月４日）

①会議録署名人の選出について

②議題

・鎌ケ谷市基本構想（案）について（諮問）

〇令和元年度第２回審議会（令和元年10月28日）

①会議録署名人の選出について

②議題

・鎌ケ谷市基本構想（案）について（答申）

〇令和２年度第１回審議会（令和２年10月５日）

①会議録署名人の選出について

②議題

・鎌ケ谷市総合基本計画（案）について（諮問）

〇令和２年度第２回審議会（令和２年10月15日）

①会議録署名人の選出について

②議題

・鎌ケ谷市総合基本計画（案）について

〇令和２年度第３回審議会（令和２年10月30日）

①会議録署名人の選出について

②議題

・鎌ケ谷市総合基本計画（案）について（答申）

鎌ケ谷市総合基本計画審議会

鎌ケ谷市総合基本計画審議会
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（２）　委員名簿

（順不同／敬称略）

会長 宮脇　淳 北海道大学法学研究科・公共政策大学院　教授

副会長 菅野　勝利 鎌ケ谷市自治会連合協議会　　会長

委員 北原　理雄
千葉大学　名誉教授

鎌ケ谷市景観審議会　会長

井手　勝則 鎌ケ谷市商工会　会長

山﨑　明 とうかつ中央農業協同組合　経営管理委員

徳田　訓康 鎌ケ谷市社会福祉協議会　会長

篠田　繁 鎌ケ谷市生涯学習審議会　会長

御代川　泰久 鎌ケ谷市スポーツ協会　会長

竹内　久子 千葉県婦人防火クラブ連絡協議会　会長

野田　正治 鎌ケ谷市環境審議会　委員

奥村　さかえ 鎌ケ谷市教育委員会　委員

榎本　美紅 鎌ケ谷市子育て支援コーディネーター

小澤　誠一（～R1.10.3）

山下　裕　（R1.10.4～）
千葉県東葛飾地域振興事務所　所長

猪野　茂樹（～R2.10.4）

田中　泰　（R2.10.5～）
千葉県習志野健康福祉センター　副センター長

吉田　誠 公募委員

熊谷　貴宏 公募委員

山中　広和 公募委員

任　　期：２年
委嘱期間：平成31年３月20日から令和３年３月19日まで
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（３）　諮問書及び答申書

・基本構想（案）の策定について

【諮問】

鎌 企 第 4 9 7 号
令和元年10月４日

鎌ケ谷市総合基本計画審議会
会長　　宮脇　淳　　様

 鎌ケ谷市長　清水　聖士

鎌ケ谷市基本構想（案）の策定について（諮問）

鎌ケ谷市総合基本計画を定めるにあたり、鎌ケ谷市総合基本計画の策定に関する条例（平成30年
鎌ケ谷市条例第24号）第５条の規定により、鎌ケ谷市基本構想（案）の策定について、貴審議会の意
見を求めます。

【答申】

令和元年11月８日

鎌ケ谷市長　清水　聖士　様

鎌ケ谷市総合基本計画審議会
会　長　宮脇　　淳

鎌ケ谷市基本構想（案）について（答申）

令和元年10月４日付け鎌企第497号で諮問のありました鎌ケ谷市基本構想（案）について、本審議
会において審議した結果、その内容は、概ね妥当であるものと認めます。

今後は、パブリックコメント等の意見を十分に尊重し、市において鎌ケ谷市基本構想（案）を最終
的に決定されたい。

なお、今後策定する基本計画及び実施計画の検討に関連する重要事項が審議会審議において委
員から指摘されていることから、答申とは別に付帯意見として整理している。

答申の付帯意見

１　保健、福祉の分野

・ 地域の課題に対して、地域による助け合い、支え合いのシステムが構築されているため、その充
実と市民への理解を深められたい。

・高齢者の活躍の機会を創出されるよう検討されたい。
２　子育て、教育の分野

・ 鎌ケ谷市の未来を担う若い世代が希望をかなえるまちづくりとして、妊娠、出産、子育てまでの切
れ目のない支援や安心して子育てできる環境づくりを推進するよう努められたい。また、推進にあ
たっては、子どもの視点だけではなく、その保護者など家庭への支援も充実されたい。

134



３　安全、環境の分野

・地球温暖化への対応や地震、台風などの自然災害への対応について、検討されたい。
・災害に強い街として、具体的な取組みの推進を検討されたい。
・ 災害に強い街として、安心安全な電気・上下水道・ガスなどのエネルギー確保が求められるため、

市独自のエネルギーの確保、再生可能エネルギーの導入、停電後の発電設備の設置を検討された
い。

・今後も災害が多く発生すると考えられるため、消防・救急体制の充実を検討されたい。
４　都市基盤整備、産業の分野

・ 北千葉道路の開通後、鎌ケ谷市が単なる通過点とならないようにするため、開通後のイメージを
検討されたい。

・ 北千葉道路など災害に強い道路の整備を進めるとともに、並行して、北千葉道路に繋がる南北の
都市計画道路の整備（３・４・６号北初富軽井沢線、３・４・１０号中沢北初富線）を先行して実現する
よう努められたい。

・市内には、通学路に歩道がない箇所があることから、改善を図られたい。
・既存幹線道路の電線の地中化や都市計画道路の施行時の電線地中化を務められたい。
・市制記念公園と粟野地区公園を結んだ広い道路を設けることで、緑地の連続性を図られたい。
・ 北千葉道路のパーキングエリアを新鎌ヶ谷駅付近に誘致し、新鎌ヶ谷駅の利便性を高められたい。

また、パーキングエリア内の施設は、歩行者の誰もが利用できるとともに、市制記念公園や粟野
地区公園からも利用ができるようにすることで、緑多い都市のイメージを高められたい。

・ 放置された一軒家などが散見されるため、空き家対策を積極的に推進し、防犯対策、安全対策に
限らず、空き家の流通促進を図ることで、人口増加、企業誘致の促進に繋げられたい。

・ 都市計画道路は車両交通主体の計画となるが、人と人との交流や賑わいをイメージすると、人の
ための道路が重要であり、歩行者の空間を整備していくことは、市をアピールする大きな手段にな
るため、検討されたい。

・ 防災の観点から、分譲地を増設する際、行き止まり道路を少なくするよう、施工事業者と協議され
たい。

・地元企業や産業への支援強化を図ることで、市のブランディングの強化に繋げられたい。
・ 企業誘致の一環として、大手企業にサテライトオフィス機能を提供することや若い起業家にスモー

ルオフィスを提供するなど、新鎌ケ谷駅の利便性の良い面を活用した、新たな企業誘致の方策を
検討されたい。

・ 北総台地に位置する本市の強固な地盤のメリットや北千葉道路の開通を見越した企業誘致を進めら
れたい。

５　文化、スポーツ、生涯学習の分野

・ 高齢化社会を迎える中、地域の担い手を育成し、お互いに繋がっていくことが大切となることから、
プロスポーツの球場など、今ある施設を活用しながら、出来るだけ多くの人が心豊かに活動できる
まちになるよう検討されたい。

・図書館の生涯学習機能の強化を図るとともに、ＩＴ導入による利用率の拡大を検討されたい。
・ 千葉ジェッツを新京成電鉄沿線のホームタウンとして誘致（習志野・船橋・鎌ケ谷・松戸）するよう

検討されたい。
６　市民協働、共生の分野

・ まちの活性化を図るため、既存の行政のルールなどの見直しを行うことで、市民と行政が協力し合
える環境をさらに整えるよう努められたい。

・ 外国人住民に住みやすい街とすることで、国際化や外国語教育の強化などの課題解決に繋げられ
たい。

７　持続可能な行財政運営の分野

・ 本市の成田空港や羽田空港をはじめ、沿線都市への交通の利便性が高いことなど、市の魅力をさ
らに情報発信されたい。
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・ 子育て世代の転入促進など市の人口構成を変えるための具体的な取組みについて、専任の職員を
配置するとともに、市外へ向けたアピール方法を検討するなど、重点的に推進されるよう努められ
たい。

・ 今後訪れる人口減少に対する効果的な対策として、子育て世代の流入や企業誘致による働く世代
の増加等の対策を検討されたい。

・ 国と国、都市間競争でも、ＩＴや通信は、非常におおきなウエイトを占めているとともに、現在の社
会に変化をもたらしている大きな要素のひとつとなるため、ＩＴの活用策を検討されたい。

・ 地方自治体においても、近年は様々な行政分野においてＡＩやＩＣＴの活用が盛んになってきており、
ＩＴへの取り組み方次第で都市間競争に大きな差が出てくるものと考えられるため、先進自治体の
調査研究を行い、積極的に取り入れられたい。

８　その他全般的な事項

・ 国連サミットで採択されたＳＤＧｓの１７の目標と関連付けをしておくことで、ＳＤＧｓの取り組みが今
後国内企業や世界的に広がりを見せる中で、企業との協業やイノベーションが生まれやすい状況に
しておくことを検討されたい。
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・総合基本計画（案）の策定について

【諮問】

【答申】

鎌 企 第４３３号
令和２年１０月５日

鎌ケ谷市総合基本計画審議会
会長　　宮脇　淳　　様

鎌ケ谷市長　清水　聖士

鎌ケ谷市総合基本計画（案）の策定について（諮問）

鎌ケ谷市総合基本計画を定めるにあたり、鎌ケ谷市総合基本計画の策定に関する条例第５条の規
定により、鎌ケ谷市総合基本計画（案）の策定について、貴審議会の意見を求めます。

令和２年１１月９日

鎌ケ谷市長　清水　聖士　様

鎌ケ谷市総合基本計画審議会
会　長　宮　脇　　淳

鎌ケ谷市総合基本計画（案）について（答申）

令和２年１０月５日付け鎌企第４３３号で諮問のありました鎌ケ谷市総合基本計画（案）について、本
審議会において審議した結果、その内容は、妥当であるものと認めます。

今後は、パブリックコメント等の意見を十分に尊重し、市において鎌ケ谷市総合基本計画（案）を
最終的に決定されたい。
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１　調査の目的

「鎌ケ谷市次期総合基本計画」の策定を進めるにあたり、市の将来を担う中学生から意見を聞き、計
画づくりに活用するためアンケート調査を実施しました。

２　調査の実施期間、回収結果

実施期間：平成30年10月２日から平成30年10月23日まで
回収結果：総数814人（市内５中学校３年生）

３　調査結果

≪現在の鎌ケ谷市について≫

問１　あなたは、鎌ケ谷市に「自分のまち」としての愛着をどの程度感じていますか。

〔全体の状況〕

「愛着を感じている」、「愛着をやや感じている」の合計が68.6％、「愛着をあまり感じていない」、
「愛着を感じていない」の合計が29.2％となっています。

〔学校別の状況〕

N=814

 

愛着を

感じている

23.3%

愛着をやや

感じている

45.3%

愛着をあまり

感じていない

19.4%

愛着を

感じていない

9.8%

無回答

2.1%

鎌ケ谷市への愛着を中学校別に比較すると、全体の傾向と同様に「愛着を感じている」、「愛着を
やや感じている」の合計が約７割となっています。

全体

1.愛着を感

じている

2.愛着をや

や感じてい

る

3.愛着をあ

まり感じて

いない

4.愛着を感

じていない

5.無回答

合計
814 190 369 158 80 17

100.0 23.3 45.3 19.4 9.8 2.1

中
学
校

1. 鎌ケ谷中学校 185 40 85 39 17 4

100.0 21.6 45.9 21.1 9.2 2.2

2. 鎌ケ谷第二中学校 198 48 93 33 20 4

100.0 24.2 47.0 16.7 10.1 2.0

3. 鎌ケ谷第三中学校 129 24 61 23 17 4

100.0 18.6 47.3 17.8 13.2 3.1

4. 鎌ケ谷第四中学校 142 33 67 29 12 1

100.0 23.2 47.2 20.4 8.5 0.7

5. 鎌ケ谷第五中学校 160 45 63 34 14 4

100.0 28.1 39.4 21.3 8.8 2.5

（上段：件数/下段：％）

中学生アンケート調査結果
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問２　鎌ケ谷市で自慢できるものは何ですか。

〔全体の状況〕

「ファイターズタウン鎌ケ谷」が 35.0％で最も多く、次いで「交通の便のよさ」が27.4％、「名産の
梨などのふるさと産品」が 23.3％となっています。
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〔学校別の状況〕

鎌ケ谷市の自慢できるものを中学校別に比較すると、鎌ケ谷中学校や鎌ケ谷第二中学校では全
体の傾向と同様に「ファイターズ鎌ケ谷」が最も多くなっているほか、鎌ケ谷第三中学校や鎌ケ谷
第四中学校では「豊かな自然」、鎌ケ谷第五中学校では「交通の便のよさ」が最も多くなっています。

全体

1.

豊かな

自然

2.

交通の

便のよ

さ

3

市街地

などの

街並み

4

名産の

梨など

のふる

さと産

品

5.

鎌ケ谷

大仏

6.

国史

跡「下

総小金

中野牧

跡」

7.

市⺠ま

つりや

⽂化祭

などの

催し

8.

市⺠会

館・公

⺠館・

図書

館・コ

ミュニ

ティセ

ンター

などの

公共施

設

9.

貝柄山

公園・

市制記

念公園

10.

ファイ

ターズ

タウン

鎌ケ谷

11.

人との

ふれあ

い、心

のつな

がり

12.

朝日山

部屋

13.

その他

14.

無回答

合計
814 176 223 25 190 139 5 82 58 32 285 23 15 45 28

100.0 21.6 27.4 3.1 23.3 17.1 0.6 10.1 7.1 3.9 35.0 2.8 1.8 5.5 3.4

中
学
校

1.  鎌ケ谷中
学校

185 23 54 4 37 36 1 22 11 10 75 3 1 12 4

100.0 12.4 29.2 2.2 20.0 19.5 0.5 11.9 5.9 5.4 40.5 1.6 0.5 6.5 2.2

2.  鎌ケ谷第
二中学校

198 15 25 5 51 56 1 21 22 9 91 6 3 14 9

100.0 7.6 12.6 2.5 25.8 28.3 0.5 10.6 11.1 4.5 46.0 3.0 1.5 7.1 4.5

3.  鎌ケ谷第
三中学校

129 50 44 3 32 8 1 5 12 3 23 8 6 2 9

100.0 38.8 34.1 2.3 24.8 6.2 0.8 3.9 9.3 2.3 17.8 6.2 4.7 1.6 7.0

4.  鎌ケ谷第
四中学校

142 61 29 2 34 13 2 15 3 4 50 4 1 11 3

100.0 43.0 20.4 1.4 23.9 9.2 1.4 10.6 2.1 2.8 35.2 2.8 0.7 7.7 2.1

5.  鎌ケ谷第
五中学校

160 27 71 11 36 26 - 19 10 6 46 2 4 6 3

100.0 16.9 44.4 6.9 22.5 16.3 - 11.9 6.3 3.8 28.8 1.3 2.5 3.8 1.9

（上段：件数/下段：％）
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≪将来の鎌ケ谷市について≫

問３　鎌ケ谷市は10年後にはどのようなまちになれば良いと思いますか。

〔全体の状況〕

「子どもが、楽しく充実した子ども時代を過ごせるまち」が39.7％、「医療・救急体制や防災体制
の整った、安心して暮らせるまち」が29.1％、「公園や上下水道の整備など、快適で良好な住宅地
のまち」が24.9％となっています。
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な
ど
、

地
域
基
盤
の
整
備
さ
れ
た
ま
ち

公
園
や
上
下
水
道
の
整
備
な
ど
、

快
適
で
良
好
な
住
宅
地
の
ま
ち

豊
か
な
自
然
を
背
景
と
し
た

農
林
畜
産
業
の
盛
ん
な
ま
ち

商
工
業
・
娯
楽
施
設
を
充
実
さ
せ
た

雇
用
と
に
ぎ
わ
い
の
あ
る
ま
ち

観
光
・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
施
設
や

イ
ベ
ン
ト
の
充
実
し
た
ま
ち

都
市
住
民
と
交
流
し
、
受
け
入
れ
る
ま
ち

地
域
住
民
の
自
治
や
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

活
動
が
盛
ん
な
ま
ち

そ
の
他

無
回
答

N=814

〔学校別の状況〕

全ての中学校共通で「子どもが、楽しく充実した子ども時代を過ごせるまち」が最も多くなってい
ます。

また、鎌ケ谷中学校や鎌ケ谷第三中学校、鎌ケ谷第四中学校では「道路交通網や情報網など、
地域基盤の整備されたまち」、鎌ケ谷第二中学校では「生涯学習やスポーツの盛んなまち」なども
上位となっています。

全体

1.

自然

環境

や歴

史的

資源を

活かし

た個

性ある

まち

2.

生涯

学習や

スポー

ツの

盛んな

まち

3.

市の

魅力を

活かし

た観

光のま

ち

4.

高齢

者・障

がい

者の

生活

や子

育て

支援な

ど健康

と福祉

の充実

したま

ち

5.

子ども

が、楽

しく充

実した

子ども

時代を

過ごせ

るまち

6.

医療・

救急

体制

や防

災体

制の

整っ

た、安

心して

暮らせ

るまち

7.

道路

交通

網や

情報

網な

ど、地

域基

盤の

整備さ

れたま

ち

8.

公園

や上

下水

道の

整備な

ど、快

適で

良好

な住

宅地

のまち

9.

豊かな

自然を

背景と

した農

林畜

産業

の盛

んなま

ち

10.

商工

業・娯

楽施

設を充

実させ

た雇用

とにぎ

わい

のある

まち

11.

.観光・

レクリ

エー

ション

施設や

イベン

トの充

実した

まち

12.

都市

住⺠

と交流

し、受

け入れ

るまち

13.

地域

住⺠

の自

治やコ

ミュニ

ティ活

動が

盛んな

まち

14.

その

他

15.

無回

答

合計
814 132 162 103 166 323 237 194 203 45 139 144 21 23 59 17

100.0 16.2 19.9 12.7 20.4 39.7 29.1 23.8 24.9 5.5 17.1 17.7 2.6 2.8 7.2 2.1

中
学
校

1.  鎌ケ谷中
学校

185 35 29 25 42 61 48 46 31 5 38 33 4 7 10 6

100.0 18.9 15.7 13.5 22.7 33.0 25.9 24.9 16.8 2.7 20.5 17.8 2.2 3.8 5.4 3.2

2.  鎌ケ谷第
二中学校

198 23 54 13 41 86 53 47 74 7 36 30 3 4 14 4

100.0 11.6 27.3 6.6 20.7 43.4 26.8 23.7 37.4 3.5 18.2 15.2 1.5 2.0 7.1 2.0

3.  鎌ケ谷第
三中学校

129 20 18 13 22 51 37 30 29 12 22 19 6 3 11 4

100.0 15.5 14.0 10.1 17.1 39.5 28.7 23.3 22.5 9.3 17.1 14.7 4.7 2.3 8.5 3.1

4.  鎌ケ谷第
四中学校

142 19 25 26 33 58 46 35 27 9 29 28 3 4 16 2

100.0 13.4 17.6 18.3 23.2 40.8 32.4 24.6 19.0 6.3 20.4 19.7 2.1 2.8 11.3 1.4

5.  鎌ケ谷第
五中学校

160 35 36 26 28 67 53 36 42 12 14 34 5 5 8 1

100.0 21.9 22.5 16.3 17.5 41.9 33.1 22.5 26.3 7.5 8.8 21.3 3.1 3.1 5.0 0.6

（上段：件数/下段：％）
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≪あなたの将来について≫

問４　あなたは、社会人になってからも鎌ケ谷市に住み続けたいと思いますか。

〔全体の状況〕

「住み続けたい」、「進学などで一時的に市外に出ても、また戻ってきたい」の合計が36.7％であり、
「市外へ出て、戻らない」が18.9％、「分からない」が43.0％となっています。

住み続けたい

11.3%

進学などで

一時的に市外

に出ても、また

戻ってきたい

25.4%

市外へ出て、

戻らない

18.9%

わからない

43.0%

無回答

1.4%

N=814

〔学校別の状況〕

「住み続けたい」、「進学などで一時的に市外に出ても、また戻ってきたい」の合計は鎌ケ谷第二
中学校が43.4％と他校に比べてやや高くなっています。一方、鎌ケ谷第四中学校は30.9％と低い
傾向となっています。

全体

1.

住み続けた

い

2.

進学などで

一時的に市

外に出ても、

また戻ってき

たい

3.

市外へ出て、

戻らない

4.

わからない

5.

無回答

合計
814 92 207 154 350 11

100.0 11.3 25.4 18.9 43.0 1.4

中
学
校

1. 鎌ケ谷中学校 185 21 42 27 91 4

100.0 11.4 22.7 14.6 49.2 2.2

2. 鎌ケ谷第二中学校 198 22 64 39 69 4

100.0 11.1 32.3 19.7 34.8 2.0

3. 鎌ケ谷第三中学校 129 19 24 30 55 1

100.0 14.7 18.6 23.3 42.6 0.8

4. 鎌ケ谷第四中学校 142 11 33 24 73 1

100.0 7.7 23.2 16.9 51.4 0.7

5. 鎌ケ谷第五中学校 160 19 44 34 62 1

100.0 11.9 27.5 21.3 38.8 0.6

（上段：件数/下段：％）
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問５　（問４で「１．住み続けたい」、「２．進学などで一時的に市外に出ても、また戻ってきたい」と回 

　　　答した場合） そう思う理由を教えてください。

〔全体の状況〕

「住みなれているから」が81.9％で最も多く、次いで「家族や友人が住んでいるから」が62.9％、
「買い物や交通の便がよいから」が30.1％となっています。

 

81.9

62.9

15.4

30.1

8.4 7.0
9.7

5.7
0.7

0

20

40

60

80

100%

住
み
な
れ
て
い
る
か
ら

家
族
や
友
人
が
住
ん
で
い
る
か
ら

自
然
環
境
が
よ
い
か
ら

買
い
物
や
交
通
の
便
が
よ
い
か
ら

図
書
館
や
ス
ポ
ー
ツ
施
設
、
公
園
な
ど
の

公
共
施
設
が
充
実
し
て
い
る
か
ら

医
療
や
防
災
体
制
が
整
っ
て
い
て

安
心
・
安
全
だ
か
ら

市
内
ま
た
は
近
く
で
働
き
た
い
か
ら

そ
の
他

無
回
答

N=299

〔学校別の状況〕

全体の傾向と同様に「住みなれているから」、「家族や友人が住んでいるから」、「買い物や交通の
便がよいから」の順に多くなっています。

全体

1.

住みなれて

いるから

2.

家族や友人

が住んでい

るから

3.

自然環境が

よいから

4.

買い物や交

通の便がよ

いから

5.

図書館や

スポーツ施

設、公園な

どの公共施

設が充実し

ているから

6.

医療や防災

体制が整っ

ていて安

心・安全だ

から

7.

市内または

近くで働き

たいから

8.

その他

9.

無回答

合計
299 245 188 46 90 25 21 29 17 2

100.0 81.9 62.9 15.4 30.1 8.4 7.0 9.7 5.7 0.7

中
学
校

1.  鎌ケ谷中
学校

63 46 39 7 19 3 1 8 3 1

100.0 73.0 61.9 11.1 30.2 4.8 1.6 12.7 4.8 1.6

2.  鎌ケ谷第
二中学校

86 71 61 10 19 7 4 8 4 -

100.0 82.6 70.9 11.6 22.1 8.1 4.7 9.3 4.7 -

3.  鎌ケ谷第
三中学校

43 36 22 8 16 3 8 4 4 -

100.0 83.7 51.2 18.6 37.2 7.0 18.6 9.3 9.3 -

4.  鎌ケ谷第
四中学校

44 38 25 9 11 3 3 2 4 1

100.0 86.4 56.8 20.5 25.0 6.8 6.8 4.5 9.1 2.3

5.  鎌ケ谷第
五中学校

63 54 41 12 25 9 5 7 2 -

100.0 85.7 65.1 19.0 39.7 14.3 7.9 11.1 3.2 -

（上段：件数/下段：％）
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問６ 　（問４で「３．市外へ出て、戻らない」と回答した場合） そう思う理由を教えてください。

〔全体の状況〕

「鎌ケ谷市以外に住みたいところがあるから」が40.9％で最も多く、次いで「市内または近くに働
く場所が少ないから」が40.3％、「親元を離れて自立したいから」が36.4％となっています。

40.9

N=154

36.4

12.3

32.5

27.3

11.7

40.3

27.9

0.6
0

20

40

60%

鎌
ケ
谷
市
以
外
に
住
み
た
い

と
こ
ろ
が
あ
る
か
ら

親
元
を
離
れ
て
自
立
し
た
い
か
ら

自
然
環
境
が
よ
く
な
い
か
ら

買
い
物
や
交
通
の
便
が
よ
く
な
い
か

図
書
館
や
ス
ポ
ー
ツ
施
設
、
公
園
な
ど
の

公
共
施
設
が
充
実
し
て
い
な
い
か
ら

医
療
や
防
災
体
制
が
整
っ
て
い
な
い
か
ら

市
内
ま
た
は
近
く
に

働
く
場
所
が
少
な
い
か
ら

そ
の
他

無
回
答

〔学校別の状況〕

全体と同様の傾向に加え、鎌ケ谷第二中学校や鎌ケ谷第三中学校では「買い物や交通の便がよ
くないから」、鎌ケ谷第四中学校では「図書館やスポーツ施設、公園などの公共施設が充実してい
ないから」が上位となっています。

全体 1.

鎌ケ谷市

以外に住

みたいと

ころがあ

るから

2.

親元を離

れて自立

したいか

ら

3.

自然環境

がよくな

いから

4.

買い物や

交通の便

がよくな

いから

5.

図書館や

スポーツ

施設、公

園などの

公共施設

が充実し

ていない

から

6.

医療や防

災体制が

整ってい

ないから

7.

市内また

は近くに

働く場所

が少ない

から

8.

その他

9.

無回答

合計 154 63 56 19 50 42 18 62 43 1

100.0 40.9 36.4 12.3 32.5 27.3 11.7 40.3 27.9 0.6

中
学
校

1.  鎌ケ谷中
学校

27 9 11 4 4 5 2 11 6 1

100.0 33.3 40.7 14.8 14.8 18.5 7.4 40.7 22.2 3.7

2.  鎌ケ谷第
二中学校

39 16 17 6 16 14 3 15 10 -

100.0 41.0 43.6 15.4 41.0 35.9 7.7 38.5 25.6 -

3.  鎌ケ谷第
三中学校

30 13 7 2 11 7 2 12 8 -

100.0 43.3 23.3 6.7 36.7 23.3 6.7 40.0 26.7 -

4.  鎌ケ谷第
四中学校

24 11 5 2 7 8 5 9 6 -

100.0 45.8 20.8 8.3 29.2 33.3 20.8 37.5 25.0 -

5.  鎌ケ谷第
五中学校

34 14 16 5 12 8 6 15 13 -

100.0 41.2 47.1 14.7 35.3 23.5 17.6 44.1 38.2 -

（上段：件数/下段：％）
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計
画
の
策
定
過
程

【平成30年度】

９月14日 「次期総合基本計画策定方針」の決定

９月28日 「次期総合基本計画策定方針」に関する庁内説明会の開催

10月２日～10月23日 中学生アンケートの実施

12月20日
・「総合基本計画の策定に関する条例」の制定
・「総合基本計画策定会議等の設置及び運営に関する規程」の制定

３月１日 「総合基本計画基礎調査報告書」の決定

３月20日 平成30年度第１回鎌ケ谷市総合基本計画審議会の開催

【令和元年度】

６月５日～６月11日 職員懇話会の開催

６月６日 事業者（電気、ガス、鉄道）との意見交換会

７月17日～８月７日 部門別部会の開催

７月24日 令和元年度第１回生涯学習審議会委員との意見交換

８月27日 「基本構想（案）」の政策調整会議による審議

９月２日 「基本構想（案）」の第１回総合基本計画策定会議による審議

10月４日 「基本構想（案）」決定

10月４日 令和元年度第１回鎌ケ谷市総合基本計画審議会の開催

10月４日～11月５日 市議会への意見照会

10月７日～11月５日 パブリックコメントの実施

10月28日 令和元年度第２回鎌ケ谷市総合基本計画審議会の開催

11月８日 鎌ケ谷市総合基本計画審議会答申書の受理

11月11日 「基本構想（修正案）」の総合基本計画策定会議による審議

12月13日 「基本構想」市議会12月会議において議決

２月27日 「前期基本計画策定要領」の決定

３月17日、18日 部門別部会の開催

【令和２年度】

４月15日 前期基本計画策定に関する庁内説明会の開催

７月20日～８月12日 部門別部会の開催

７月27日～７月29日 職員懇話会の開催

８月３日～８月17日 前期基本計画策定に関する市民等への意見募集

９月１日 「前期基本計画（案）」の政策調整会議による審議

９月７日 「前期基本計画（案）」の総合基本計画策定会議による審議

計画の策定過程
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９月15日 「前期基本計画（案）」の決定

９月29日 「前期基本計画（案）」の市議会市政報告会による説明

９月29日～10月13日 市議会への意見照会

９月29日～10月28日 パブリックコメントの実施

10月５日 令和２年度第１回鎌ケ谷市総合基本計画審議会の開催

10月15日 令和２年度第２回鎌ケ谷市総合基本計画審議会の開催

10月30日 令和２年度第３回鎌ケ谷市総合基本計画審議会の開催

11月９日 鎌ケ谷市総合基本計画審議会答申書の受理

11月～令和３年１月
「総合基本計画前期基本計画第１次実施計画」に定める具体的な業務
や成果指標等との整合を図る期間

2月24日 「前期基本計画」の策定
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○鎌ケ谷市総合基本計画の策定に関する条例

平成30年12月20日条例第24号

（趣旨）
第１条　この条例は、本市の総合基本計画を策定することに関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。
（１）　総合基本計画　本市におけるまちづくりの指針となる計画であって、基本構想、基本計画及

び実施計画をもって構成するものをいう。
（２）　基本構想　本市のまちづくりの基本理念、本市が目指す将来の姿及びこれを実現するための

基本方針を示すものをいう。
（３）　基本計画　基本構想を実現するための基本的な施策を体系的に示す計画をいう。
（４）　実施計画　基本計画に掲げる施策を実現するために策定する計画であって、具体的な事業を

示すものをいう。
（総合基本計画の策定）

第３条　市長は、本市の総合的かつ計画的な市政の運営を図るための総合基本計画を策定するもの
とする。
（議会の議決）

第４条　市長は、基本構想を策定し、又は変更しようとするときは、議会の議決を経なければならない。
（審議会への諮問）

第５条　市長は、基本構想及び基本計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ鎌ケ谷
市総合基本計画審議会に諮問するものとする。
（審議会の設置）

第６条　市長は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項の規定により、鎌ケ谷市総
合基本計画審議会（以下「審議会」という。）を置く。
（所掌事務）

第７条　審議会は、市長の諮問に応じ、基本構想及び基本計画の策定又は変更に関する事項につい
て、調査及び審議する。
（組織）

第８条　審議会は、委員20人以内で組織し、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。
（１）　学識経験を有する者
（２）　諸団体を代表する者
（３）　関係行政機関の職員
（４）　公募による市民
（５）　前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者
２　委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。
３　委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（会長及び副会長）
第９条　審議会に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選により定める。
２　会長は、会務を総理し、審議会を代表する。
３　副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。

（会議）
第10条　審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、その議長となる。
２　会議は、委員の半数以上の出席がなければ、開くことができない。
３　会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

関連例規（条例、規程）
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（意見の聴取等）
第11条　審議会は、その所掌事務の遂行に必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出

席を求め、意見若しくは説明を聴き、又は委員以外の者に対し、資料の提出を求めることができる。
（公表）

第12条　市長は、総合基本計画を策定し、又は変更したときは、速やかにこれを公表するものとする。
（委任）

第13条　この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

（施行期日）
１　この条例は、公布の日から施行する。

（鎌ケ谷市総合基本計画審議会条例の廃止）
２　鎌ケ谷市総合基本計画審議会条例（昭和63年鎌ケ谷市条例第３号）は、廃止する。
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○鎌ケ谷市総合基本計画策定会議等の設置及び運営等に関する規程

平成30年12月20日訓令第11号

（設置）
第１条　この訓令は、鎌ケ谷市総合基本計画の策定に関する条例（平成30年鎌ケ谷市条例第24号。

以下「条例」という。）第２条第１項第１号に規定する総合基本計画を計画的かつ円滑に策定するた
め、総合基本計画策定会議（以下「策定会議」という。）、部門別部会（以下「部会」という。）及び策定
チームを設置する。
（策定会議）

第２条　策定会議は、鎌ケ谷市庁議等の設置及び運営に関する規則（平成３年鎌ケ谷市規則第28号。
以下「規則」という。）第４条に規定する者をもって構成する。ただし、策定会議の議長（以下「議長」
という。）が会議の運営上必要と認めたときは、構成員以外の者の出席を求めることができる。

２　議長は、市長が行う。
３　議長に事故があるとき又は議長が欠けたときは、副市長がその職務を代理する。
４　策定会議の会議は、議長が必要に応じて招集し、総括するものとする。
５　策定会議は、次に掲げる事務を処理する。

（１）　総合基本計画案の審議及び決定に関すること。
（２）　前号に掲げるもののほか、総合基本計画案の策定に関し、議長が特に必要と認めること。
（政策調整会議）

第３条　規則第12条に規定する政策調整会議（以下「政策調整会議」という。）は、次条第７項の規定
により総務企画部長に報告のあった事項を審議し、その結果を策定会議に諮るものとする。
（部会）

第４条　部会の名称及び構成員は、別表のとおりとする。
２　部会に別表に掲げる部会長及び副部会長を置く。
３　部会の会議は、部会長が必要に応じて招集し、総括するものとする。
４　副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるとき又は部会長が欠けたときは、その職務

を代理する。
５　部会長は、必要があると認めるときは、部会の会議に構成員以外の職員の出席を求め、意見を

聴くことができる。
６　部会は、次に掲げる事務を処理する。

（１）　総合基本計画案の所管部分の調査及び審議に関すること。
（２）　前号に掲げるもののほか、総合基本計画案の策定に関し、部会長が特に必要と認めること。

７　部会長は、前項各号に掲げる調査等を終了したときは、その結果を総務企画部長に報告するも
のとする。
（策定チーム）

第５条　部会長は、前条第６項各号に規定する調査等に必要があると認めるときは、策定チームを設
置することができる。

２　策定チームは、調査等の内容に応じ、関連する各担当課等の係長又は係長相当職にある者をもっ
て構成し、各担当課等の長が指名する。

３　策定チームの会議は、部会長が必要に応じて招集し、総括するものとする。
４　前項に規定する部会長は、策定チームにおける調査等が終了したときは、当該調査等の結果を

関連する部会長に報告するものとする。
（策定方針の策定等）

第６条　総合基本計画を策定するときは、総合基本計画主管課において総合基本計画全般の事項を
定める策定方針を市長の決裁を受けて策定しなければならない。

２　条例第２条第１項第３号に規定する基本計画又は同項第４号に規定する実施計画を策定するとき
は、前項に規定する策定方針の策定に加え、総合基本計画主管課において策定に必要な事項を
定める策定要領を市長の決裁を受けて策定しなければならない。

３　前２項に規定する策定方針又は策定要領を策定するときは、政策調整会議に付議した後、策定
会議に諮り、市長の決裁を受けるものとする。
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（庶務）
第７条　策定会議、部会及び策定チームの庶務は、総合基本計画主管課において処理する。

（委任）
第８条　この規程に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

（施行期日）
１　この訓令は、令達の日から施行する。

（鎌ケ谷市総合基本計画の策定に関する規程の廃止）
２　鎌ケ谷市総合基本計画の策定に関する規程（昭和58年鎌ケ谷市訓令第21号）は、廃止する。

附　則（令和元年７月４日訓令第３号）
この訓令は、令達の日から施行する。

附　則（令和２年３月５日訓令第３号）
この訓令は、令和２年４月１日から施行する。
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別表（第４条関係）

部会名 構成員

行財政運営部会 部会長 総務企画部長

副部会長 総務企画部次長

部会員 総務課長、行政室長、人事室長、情報推進室長、
企画財政課長、企画政策室長、財政室長、秘書
広報課長、広報広聴室長、契約管財課長、課税
課長、収税課長、市民課長、市民活動推進課長、
男女共同参画室長、会計課長、選挙管理委員会
事務局長、監査委員事務局長、議会事務局長

安全・環境部会 部会長 消防長

副部会長 市民生活部次長

部会員 消防本部次長、安全対策課長、消防総務課長、予
防課長、警防課長、環境課長、クリーン推進課長、
下水道課長、企画政策室長

保健・福祉部会 部会長 健康福祉部長

副部会長 健康福祉部次長

部会員 社会福祉課長、障がい福祉課長、こども支援課長、
こども総合相談室長、幼児保育課長、高齢者支援
課長、健康増進課長、保険年金課長、企画政策
室長

子育て・教育部会 部会長 生涯学習部長

副部会長 健康福祉部次長

部会員 こども支援課長、こども総合相談室長、幼児保育
課長、障がい福祉課長、健康増進課長、教育総
務課長、学校教育課長、学務保健室長、指導室長、
給食管理室長、生涯学習推進課長、企画政策室長

都市基盤部会 部会長 都市建設部長

副部会長 都市建設部次長

部会員 都市計画課長、都市政策室長、開発指導室長、ま
ちづくり室長、道路河川整備課長、北千葉道路・
粟野バイパス推進室長、道路河川管理課長、建築
住宅課長、営繕室長、下水道課長、公園緑地課長、
クリーン推進課長、企画政策室長

⽂化・スポーツ・産業・観

光部会

部会長 市民生活部長

副部会長 生涯学習部次長

部会員 文化・スポーツ課長、生涯学習推進課長、農業
振興課長、商工振興課長、農業委員会事務局長、
企画政策室長
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